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は  じ  め  に 

 

本市は、平成 25 年（2013年）4月に「すべての子どもの人権が尊重され、

子ども一人ひとりが健やかに育ち、子どもを愛情深く育むまち」の実現をめざ

し豊中市子ども健やか育み条例を制定しました。この条例に基づき、平成 27

年(2015年)3月に豊中市子育ち・子育て支援行動計画「こどもすこやか育みプ

ラン・とよなか」を策定し、子どもに関わる様々な分野にわたる支援施策を総

合的、計画的に推進しています。 

令和 2年度(2020年度)から令和 6年度(2024年度)までの 5年間を計画期

間とする第 2 期計画は、子どもの人権の尊重をすべての取組みの基礎とし、国

が進める「子ども・子育て支援新制度」等の趣旨を踏まえつつ、「子育ち支援」

「子育て支援」「安心・安全なまちづくり」の基本施策に加え、「ひろめよう、

それぞれの居場所～子どもの居場所づくり～」、「みんなで寄り添う、健やかな

育ち～一人ひとりの育ちにあわせた相談支援～」、「だれもが安心、つながる支

援～必要な支援を届ける環境づくり～」の３つを重点施策に掲げ、子育ち・子

育て支援施策の推進に取り組むものです。 

また、令和 4 年度(2022 年度)の中間見直しにおいて、豊中市児童相談所設

置基本計画に基づく児童相談所の開設とヤングケアラー支援を重点施策に追記

し、相談支援体制をより一層強化するとともに、支援の充実を図っていきます。 

本計画の着実かつ効果的な推進を図るため、毎年度進行状況の点検や評価を

行い、その結果を踏まえ、次年度以降の計画推進における事業の見直しを行う

こととしております。 

本報告書は、このような趣旨に基づき、本計画の実効性をさらに高めるため、

こども審議会で評価・意見をいただきながら、本市の様々な子育ち・子育て支

援に関わる事業の実施状況と、子育て環境の現状等をまとめたものです。 

市民のみなさまや関係者には、今後の子育ち・子育て支援をさらに充実させ

るために、本報告書をご覧いただき、本市の子育ち・子育て支援の推進のため

にご活用いただきますようお願いいたします。 

 

令和５年（202３年）10月 

 

豊 中 市 
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 計画の進行状況を把握し、進行を管理するために、庁内における子育ち・子育て支援に関わるこど

も施策推進本部会議（委員長＝こども未来部長。《以下、「本部会議」という。》）において各事業にお

ける毎年度の実施状況をとりまとめます。そして、市民や児童福祉、母子保健、教育等の関係機関、

学識経験者等から構成する「こども審議会」において、進行状況の点検や評価及び課題の抽出や重点

的に取り組む事項等の検討を行います。その結果を次年度以降の各事業の改善等へとつなげ、着実な

計画推進に取り組みます。 

 

 

 

 
●前年度事業の

実施状況の 

点検等 

●前年度事業の

実施状況の 

公表 

今年度の取組みが

スタートします。 

本部会議において前年度の

各事業の実施状況をとりま

とめます。 

●次年度事業へ

の反映 

事業実施状況を報告書

やホームページ等で公

表し市民の方からも意

見をいただきます。 

こども審議会において、 

点検・評価、課題の抽出等

の検討を行います。 

●今年度事業の

実施 

●前年度事業の

実施状況 

調査、まとめ 

●次年度事業の 

実施 

Ⅰ．進行管理のサイクルについて 
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 本計画は、「豊中市子ども健やか育み条例」に基づき、子どもが人とつながり、未来を切り拓く 

力を身につけるとともに、次代の担い手となる子どもを大切に育むことのできる大人となるよう、

基本理念を以下のように定めています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅱ．こどもすこやか育みプラン・とよなかがめざすもの 

すべての子どもの人権が尊重され、 

健やかに育ち、 

社会全体で子育て家庭を支え、 

子どもを愛情深く育むまち・とよなか 

子どもの人権の尊重をすべての取組みの基礎とします 

子どもの健やかな育ちを支えます 

子どもは、生まれながらにして、一人ひとりが個性ある人格をもったかけがえのない存在で

あり、権利の主体として、いかなる差別も受けることなく、その尊厳が重んじられ、人権が尊

重されなければなりません。特に、安心して生きること、あらゆる暴力や虐待、いじめなどか

ら守られること、自分らしく育つこと、自分の思いや意見を表明できることを大切にします。 

子どもには、自ら育つ力と多くの可能性があります。子どもの力を信頼し、または認め、

その個性や能力を発揮することができる機会を提供し、子どもの状況に応じた支援をする

ことで、子どもが自らの個性や能力を最大限に発揮しながら成長することをめざします。 
 

自分自身のこと、家庭のこと、学校のことなど様々な理由から社会的援助が必要な状態

の子どもや誰にも相談できず悩みを一人で抱え込んでいる子どもに対しては、関係機関が

連携し、一人ひとりの状況に応じた総合的な支援を行うことをめざします。 
 

子どもの年齢及び成長に応じ、その思いや意見を尊重し、子どもにとっての最善の利益

を実現するために必要なことを子どもと大人がともに考えることをめざします。 

 

（子どもの健やかな育ちとは ～豊中市子ども健やか育み条例より～） 
 

子どもは、家庭、保育所、幼稚園、認定こども園★、学校をはじめとする社会での多様

な人との関わりや様々な体験を通して、基本的な生活習慣、自分を大切にする気持ちや他

者への思いやり、個性や創造力、そして自ら考え、主体的に判断して行動する力などを養

いながら、人とつながり、未来を切り拓く力を身につけていきます。 

 

 
★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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■豊中市子ども健やか育み条例 

○豊中市子ども健やか育み条例の概要 

 

 

第１条 目的 
 

子どもが健やかに育ち、 

子どもを愛情深く育む社会の実現 

第２条 定義 
 

子ども おおむね 18歳未満の者 

前 文 
 

子どもの人権について、子どもの育ちについて 

大人の役割について、条例制定の趣旨 

＜育ちの中で身につける力＞ 

○基本的な生活習慣    ○豊かな情操 

○自分を大切にする気持ち ○他者への思いやり 

○個性          ○創造力 

○責任感 

＜人とつながり、未来を切り拓く力＞ 

○主体的に考え、行動する力 

○豊かな人間性や社会性 

○規範意識 

＜子どもの育ちに大切なこと＞ 

○愛され、信頼され、認められること 

○多様な人との交流 

○様々な体験 

第３条 基本理念 
 

子どもの人権の尊重、子どもの最善の利益の実現、子どもが個性や能力を発揮できる機会の提供 

育 む 

第７条 子ども関連施設の役割 
 

安全に安心して活動できる環境の確保、 

子どもの育ちを支える、 

社会生活を円滑に営む上での困難を 

有する子どもの早期発見・早期対応 

第８条 地域住民の役割 
 

 
 

子どもが安心して生活できる地域づくり、 

子どもの育ちを支える、 

子育て家庭への支援 

第９条 事業者の役割 
 

 
 

 

雇用する労働者の職業と家庭の両立支援、 

子どもの育ちを支える 

第５条 市の役割 
 

福祉、保健、教育その他の関連分野が連携して、総合的に取り組む 

保護者、子ども関連施設、地域住民、事業者と連携し取り組む。また、相互に連携できるよう調整 

人材育成 

 

第 10条 こども審議会 
 

 
 

 
 

 

・子育ち・子育て支援行動計画の 

策定・評価 

・市長からの諮問事項についての 

調査審議 

・子ども・子育て支援法に基づく事務 

施策の策定 

第 11条 施策の策定 

・子育ち支援 

・子育て支援 

・安心・安全なまちづくり 

第 12条 子どもの社会参加の促進 

第 13条 相談体制 

第 14条 社会生活を円滑に営む上での 

困難を有する子どもへの支援 

施策の推進 

第 15条 子育ち・子育て支援行動計画 

第 16条 評価 

第 17条 実施状況等の公表 

第 18条 推進体制の整備 

第４条 相互の連携協力 

 

 
 

第 19条 広報、啓発、学習 

第 20条 委任 

第６条 保護者の役割 
 

子育てについての第一義的責任、子どもが安らぐことができる家庭づくり、子どもを育み、その育ちを支える 
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安心して子育てできるよう地域全体で家庭を支えます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どもの権利条約（児童の権利に関する条約） 

 

子どもを愛情深く育むまち・とよなかをめざします 

保護者を含む地域の大人、関係機関・団体、事業者、ＮＰＯ★、学校、行政など子どもに関わ

るすべての人がそれぞれの役割について認識し、互いにつながりを深めるとともに、すべての

人が子どもや子育て家庭に関心をもち、地域全体で子どもを育む仕組みづくりが必要です。 

子どもの育ちには、身近にいる特定の大人との愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への

信頼感の醸成が大切であることから、保護者が安心して子育てできるよう、地域全体で保護者

を支えることが、子どもの健やかな育ちにつながります。 

子育てとは本来、子どもに限りない愛情を注ぎ、日々成長する子どもの姿に感動して、親も

親として成長していくという大きな喜びや生きがいをもたらす尊い営みです。しかしながら、

社会環境や生活基盤の変化など子育て家庭を取り巻く状況は厳しくなっており、不安や負担を

抱えながら子育てをしている保護者もいます。こうした状況を踏まえた上で、保護者が子育て

についての責任を果たすことや、子育ての権利を享受することが可能となるよう、子育てに対

する不安や負担、孤立感を和らげることを通じて、保護者が子どもと向き合える環境を整え、

親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよう

地域全体で子育て家庭を支えていくことが必要です。 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
育つ権利 

○教育を受けることができること 

○適切な情報提供等の支援を受けること 

○自分らしく育つことができること 

○考えることや信じることの自由が守

られること 

○体や心を休ませることや、年齢にふさ

わしい遊びや文化・芸術活動に参加で

きること など 

  生きる権利 
○一人ひとりの生命が大切にされるこ

と 

○病気や怪我をした時に、治療をうける

ことができること など 

  守られる権利 
○あらゆる種類の差別や虐待、搾取から

守られること 

○プライバシーが守られること、他の人

から誇りを傷つけられないこと な

ど 

 

  参加する権利 
○自分に関係のあることについて自分

の意見を表明できること 

○表明した意見は年齢や成長に応じて

考慮されること 

○友人を作り、友人と集うこと。但し、

他の人に迷惑をかけてはいけません 

など 

 

子どもに関わることについては、子どもにとって一番よいこと（最善の利益）を 

第一次的に考慮することが求められています 
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１－１ 保育及び教育環境の充実   

就学前の学校教育・保育の質の向上、学校教育の充実など 

１－２ 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供 

子どもの多様な活動機会や社会参加の充実など 

１－３ 子どもの居場所づくり 

安心して遊びや学習ができる子どもの居場所づくりなど 

１－４ 子どもの悩みや不安に対する相談及び支援 

子どもの悩みや不安の解消に向けた情報提供・相談支援、児童虐待の防止など 

基本理念 
すべての子どもの人権が尊重され、健やかに育ち、社会全体で 

子育て家庭を支え、子どもを愛情深く育むまち・とよなか 

 

施策の柱２ 子育て支援 

 ２－１ 地域の子育て環境の整備 

地域子育ち・子育て支援のネットワークづくり、地域教育力の向上など 

２－２ 子育てに必要な情報提供等 

利用者支援、子育てに必要な情報提供の充実、家庭教育支援など 

２－３ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

保護者の悩みや不安に対する相談支援、多様な子育て支援など 

２－４ 子育てと仕事の両立の推進 

多様な保育サービスの提供、ワーク・ライフ・バランス★の推進など 

３－１ 生活環境、保健・医療体制等の整備 

子育ち・子育てにやさしい生活環境整備、母子保健事業の充実など 

３－２ 子どもの安全確保 

防犯・防災体制の充実、交通安全活動の推進など 

施策の柱１ 子育ち支援 

 

施策の柱３ 安心・安全なまちづくり 

 

重点施策 

１ ひろめよう、それぞれの居場所～子どもの居場所づくり～ 

２ みんなで寄り添う、健やかな育ち～一人ひとりの育ちにあわせた相談支援～ 

３ だれもが安心、つながる支援～必要な支援を届ける環境づくり～ 

 

Ⅲ．施策体系 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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令和 4年度（2022年度）は、令和 2年度（2020 年度）・令和 3年度（2021 年度）に引き続

き、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、学校・園の臨時休業や公共施設等の使用制限、三密の回

避などにより、一部事業を休止、縮小などせざるを得ないものもありました。しかしながら、その状況

を踏まえた子育ち・子育て支援を継続するため、講座・イベント・研修等における動画配信やオンライ

ンの活用、見守りが必要な子ども・家庭への食材提供による見守り体制の強化などのアウトリーチ型支

援、SNS等を活用した情報発信の充実など、様々な感染防止対策や手法を工夫しながら事業を実施し

ました。 

 

 

条例を知ってもらうための取組み 

令和 4年度(2022年度)は、条例施行から 10年目を迎えました。これまで、子どもや市民、職員向

け講座や研修会等を実施し、条例周知の取組みを進めています。 

 

子ども健やか育み条例 子ども向けパンフレットの配布、小・

中学校向け出前講座【こども政策課】 

平成 25年（2013年）4月に制定された子ども健やか育み条例の子

どもへの周知をはかるとともに、子どもの人権に関する子どもの理解を

深める機会とすることを目的に、子ども向けパンフレットを作成し、講

座開催時や市内の小学 4年生に毎年パンフレットを配布しています。 

また市内の小学校・中学校で子ども健やか育み条例や子どもの人権に

関わる内容をテーマにした出前講座を実施しています。令和 4 年度

（2022年度）は「子どもの権利条約」「ひとりひとりのもちあじ」「な

ぜいじめはいけないのか」「相手の話を受け止めること」「多様な性のあ

り方」などをテーマに、小学校 16校、中学校 3 校で実施し、合計 3,088 

人の児童・生徒が参加しました。 

児童・生徒からは、「自分の心にも真っすぐに 

向き合うことが大切なんだと思った」 

「差別したりするのではなく、やさしく話しか 

けたりその人の気持ちを尊重して行動できたら 

いいなと思った」といった感想がありました。 

平成 26年度（2014年度）からスタートした小・中学校向け出前講座は、 

3 校延べ 392人の受講でスタートし、条例施行 10 年目となる令和 4年 

度（2022年度）までの合計で延べ 108校 17,446人の児童生徒が自分の 

権利を大切にするとともに、まわりの他の人の権利も大切にすることなどを学びました。 

子ども健やか育み条例に基づく取組み 

新型コロナウイルス感染症による事業実施への影響について 

子ども向けパンフレット 

出前講座の様子 
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子どもの社会参加の促進 

子ども健やか育み条例に基づき、子どもたちの声を大切にしながら、子育ち・子育てに関する取り組

みを進めています。豊中市子育ち・子育て支援行動計画策定や毎年の事業実施状況などについて、子ど

もの声を聴く機会を設け、施策に反映しています。 

 

子どもヒアリング【こども政策課】 

令和 2年（2020年）2月に策定した第 2期豊中市子育ち・子育て 

支援行動計画「こどもすこやか育みプラン・とよなか」（以下、「第 2期 

計画」という。）の進行管理の一環として、市職員が訪問し、子どもに子 

育ち・子育て支援の取組みの概要を説明するとともに、これらに対する意 

見を聴きました。小学生、中学生、高校生合計 126 人に協力いただき、 

「地域のお知らせやイベント情報の発信方法」や「18 歳から成人になる 

ことについてのイメージ」など様々な意見をいただきました。 

 

子どものつぶやき展【こども事業課】 

 就学前施設では、「豊中市人権保育基本方針」に基づき、ひとり

ひとりの子どもの人権を大切にすることを基本に、豊かな感性を

育てお互いを大切にする心を培い、人権尊重の基礎的な資質を養

うことをめざした人権教育・保育を進めています。 

 「子どものつぶやき」は、人権教育・保育の中で大切にしてきた

取組みの一つです。令和 4 年度（2022年度）は 1月に第二庁舎

1 階ロビーで「第 29回子どものつぶやき展」を開催しました。 

 子どもたちは、日ごろから友だちや大人と関わって遊び、生活す

る中で“うれしいこと”“悲しいこと”“驚いたこと”“腹がたつこ

と”“求めたり望んだりしていること”など様々なことを感じ、表

現しています。このような子どもたちの「思い」を表現したものを、

言葉だけなく、しぐさ・動き・表情などを含めて「つぶやき」とし

て捉えています。「つぶやき」を通して、子どもたちの生活や友だ

ちへの「思い」を受け止め共感するとともに、周りの友だちに伝え

広げていくことを大切にしてきました。このことは、仲間とともに

生きる子どもを育み、ひとりひとりの子どもの人権を守ることに

つながっていくものと考えています。 

 

 

 

ヒアリングの様子 

つぶやき展の様子 園での掲示の様子 

ヒアリングの概要 



- 8 - 

 

 

 

 

 

子どもの居場所ネットワーク事業の実施【こども支援課(旧こども政策課)】 

公民協働による子どもの居場所づくりの推進による、子どもを地域全体で健やかに育む環境づくり

や学校園を核としたセーフティネット体制の構築等を目的に、子どもの居場所ネットワーク事業を実

施しました。実施にあたり、市域コーディネーターに加えて、6 圏域に圏域コーディネーターを配置

しました。令和４年度（2022 年度）の主な実績は、下記のとおりです。 

 

1．ポータルサイト「いこっと」の更新 

「子どもの居場所について知りたい」「居場所の取組

みをサポートしたい」方に向けて、市内の子ども食堂

や無料・低額の学習支援など子どもの居場所情報を掲

載したポータルサイト「いこっと」を随時更新しまし

た。 

「いこっと」を通じて、居場所情報の提供や運営者

の想いを発信するほか、食材や場所の提供、ボランテ

ィア等で居場所を応援したい市民や企業と居場所運営

者とのマッチングなどを行っています。 

 

２．居場所づくり人材バンクの運営 

居場所の多様なニーズに対応するため、「いこっと」の人材バンク登録制度「いこっとサポーター」

において、人材の募集と登録、居場所への派遣や運営者とサポーターのマッチング等を継続実施し、

居場所利用者の保護者向け講演会、居場所での工作体験やワークショップ、演奏会等のイベントの実

施を目的に人材派遣を行いました。 

 

３．個別団体の居場所づくり支援 

新規立ち上げ支援として、公共施設のスペ 

ースを活用した居場所づくりや、学生が中心 

となって活動する居場所の取組み等を支援し 

ました。 

また、既存団体の支援として、新しい活動 

に関する支援や食材提供、助成金情報の提供 

等を行うとともに継続的な運営に関する相談 

支援を実施しました。 

     ひろめよう、それぞれの居場所 

    ～子どもの居場所づくり～ 
 

（１－３ 子どもの居場所づくり） 

 

重点施策 1 

Ⅳ．重点施策の事業実施状況 

Web Facebook instagram 
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４．圏域ネットワークの構築 

居場所運営者、学校関係者、地域活動関係者、

関係機関等による圏域ネットワークの構築を

目的に、居場所の活動状況の共有、地域の子ど

もに関する情報交換や、虐待、ネグレクトに関

する支援への繋ぎをテーマにした交流会等を、

北東部（2 回）、北中部、中部、中西部、中東

部で実施しました。 

５．市域ネットワークの構築 

居場所運営者、学校関係者、関係機関等の課

題共有等を目的に「こどもまんなか円卓会議」

を 2 回実施し、新規で活動を開始した居場所

の紹介のほか、活動に関わる課題や解決策・連

携方法について、参加者のテーマ提示によるグ

ループディスカッションを行いました。 

 

６．居場所ボランティア講座の実施 

子どもに関わりたい人が子どもの課題を知り、支援

のスキルを学び、現場で活動を始めるための連続講座

を実施しました。また、連続講座の一環として、既存

の居場所運営者によるブース出展を実施し、受講者が

実際に活動している運営者の話を直接聞き、居場所の

現状を知ってもらう機会としました。 

 

今後もこれらの取組みを総合的に進めていくことで、様々な課題を抱えた子どもの育ちを支えると

ともに、家庭への支援や多様な団体のつながりを創出していきます。 

 

子どもの居場所づくり推進事業補助金の交付【こども支援課(旧こども政策課)】 

「豊中のまち全体が子どもの居場所になる」まちづく

りを推進するため、地域における子ども食堂や無料・低

額の学習支援等の多様な子どもの居場所づくりを充実

することを目的に、定期的な開催や、食材等の提供を通

じて支援を必要とする子ども・家庭への見守り等を行う

団体に対して補助をすることで、居場所の安定的な運営

の支援を令和３年度（202１年度）から引き続き実施

しました。 

令和４年度（202２年度）においては、20団体を補

助し、延べ 12,982 人の参加と、延べ 819 世帯への

お弁当等の配布を通した見守りを行いました。 
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子どもの居場所・相談支援拠点モデル事業の実施【こども支援課(旧こども政策課)】 

 子どもの居場所ネットワーク事業におけるセーフティネットの仕組みづくりをさらに推進するため、

市委託型の子どもの居場所・相談支援拠点を週 3日（計 185回）開催し、延べ 849人（中学生中心）

に対し、安心・自由に過ごせる居場所の提供、食事提供、文化・社会体験活動、個別相談対応、家庭訪

問等の支援を行いました。 

また、市・学校・関係機関・地域・市内の他の居場所運営者等との情報共有・連携・横断的な支援な 

どの、公民協働による支援の仕組みの検討を行ったほか、 

子どもの居場所ネットワーク事業の事務局拠点として、 

民間居場所運営者・ボランティアの相談対応、会合・研修・ 

寄付等の物資保管の場としても活用しました。 

今後は、当事業を本格実施し、人員体制の充実や、学校・ 

関係機関からの紹介による受け入れ、各関係機関との連携強 

化に努めます。 
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（１－４ 子どもの悩みや不安に対する相談及び支援） 

（２－２ 子育てに必要な情報提供等） 

（２－３ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援） 

 

（１）切れめない相談支援 
こども総合相談窓口 

【こども支援課(旧こども相談課)】 
 平成 27年度（2015年度）から設置してい 

るこども総合相談窓口では、365日 24時間体 

制で 18歳になるまでの子どもと家庭のあらゆ 

る相談を受付けています。 

また、こども専用フリーダイヤル「とよなかっ

子ダイヤル」についても、同じく 365日２４時

間体制で相談受付しています。令和 2年度（2020年度）から開設している、こども専用チャ

ット相談「とよなかっ子ライン」（毎週水曜 17～21時）については、令和４年（2022年）

３月には市立学校で配布されるタブレット端末からも相談できるように設定を行い、子どもか

らの相談体制を拡充しています。相談窓口が身近なものになるよう、横断幕を掲示したり、

市内の小中高等学校へ相談カードを配布したりと、窓口の周知強化を継続しています。 

これらの結果、育児のしんどさや子どもにどう対応したらよいか、気になる行動をとる子ど

もにどうかかわったらよいかなど、専門職が保護者からの相談に対応し、必要に応じて関係機

関にもつないでいます。子ども自身からは、友人関係、心身の健康のことなどの相談も多数受

けており、とよなかっ子ラインでは、特に市立学校配布タブレット端末からの相談も増加して

います。今後とも、身近な相談窓口になるよう相談員の資質向上とともに、窓口の周知に努め

ていきます。 

■こども総合相談窓口 相談件数（時間帯別）■                       （件） 

 平日昼間 平日夜間 土日祝（日中） 土日祝（夜間） 合計 

2020年度 2,583 389 135 166 3,273 

2021年度 2,995 459 179 215 3,848 

2022年度 3,749 470 153 182 4,554 

  

■子どもからの相談件数（フリーダイヤルとライン内訳）■             （件） 

 小学校低学年 小学校高学年 中学生 高校生年代 不明 合計 

2020年度 16 77 128 81 55 356 

2021年度 31 196 427 135 51 885 

2022年度 103 612 391 104 152 1,362 

 

     みんなで寄り添う、健やかな育ち 

～一人ひとりの育ちにあわせた相談支援～ 
重点施策２ 
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■子どもからの相談件数（内訳）■                    （件） 

 とよなかっ子ダイヤル とよなかっ子ライン 合計 

2020年度 202 154 356 

2021年度 577 308 885 

2022年度 301 1,061 1,362 

 

いじめや児童虐待から子どもを守るプロジェクト 

【こども安心課(旧こども相談課)・児童生徒課】 

いじめや児童虐待から子どもを守るプロジェクトとして、こども未来部のこども安心課（旧

こども相談課）と教育委員会の児童生徒課が「いじめ・不登校 

（長期欠席）・児童虐待対策連絡会議」で連携し、いじめ事案、 

児童虐待事案等の個別ケース検討をはじめ予防にむけた事業も 

実施しました。 

特にいじめ予防については、未然防止はもとより、早期発見 

・早期対応としていじめの芽の段階から摘むことが重要です。 

学校では「豊中市いじめ防止基本方針」に基づき、各学校でい 

じめ対応に関する方針や計画をたて、いじめ防止に取り組んで 

います。いじめは全ての学校、全ての児童生徒に起こりうるも 

のという認識のもと、教育委員会と連携して教職員のいじめに 

対する感度を高めたり、児童生徒自身がいじめに対する理解を 

深めたりできるような取組みを行いました。 

 こども安心課（旧こども相談課）のいじめ予防校区研修会では、児童生徒を対象に弁護士か

ら身近なトラブル事例をもとに、いじめの構造やいじめの当事者以外のまわりの子どもたちの

役割について学んだり、チーフスクールカウンセラー（CSC）から適切な言葉づかいについて

学習したりしました。 

 

■令和 4 年度（2022 年度）いじめ予防校区研修会実施実績■ 

対象 実施校 講師 テーマ 

児童生徒 小学校 3校 

中学校 1校 

弁護士 

CSC 

・身近にあるいじめについて 

・適切な言葉づかいについて 

 

 令和 4年度（2022年度）も前年に引き続き、小学校の児童会や最高学年、中学校の生徒会

執行部会をはじめとし、子どもたちが主体となっていじめ予防を含めた安心安全な学校づくり

を進めていくための支援をしました。各小中学校でオリジナルの下敷きや定規などのグッズを

作り、全校児童生徒、全教職員に配布し、いじめ予防の啓発・促進を行いました。こういった

取組みを全市的にも発信していきます。 
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保護者支援講座の実施について 

【こども支援課(旧こども相談課)・おやこ保健課(旧母子保健課)】 

こども支援課（旧こども相談課）・おやこ保健課（旧母子保健課）では、3種の保護者支援

講座を行いました（下表参照）。感染症対策として Web を活用するなどの工夫をしながら、

それぞれ、子どもの育ちに大事なことや子どもと良い関係性を築く技術等を学ぶ連続講座を

行いました。成果として、受講前と受講後の行動変容など講座の有効性を確認するとともに、

Web講座では普段は外出しづらい保護者の参加など、参加者に広がりが見られました。今後

はファシリテーターの育成などにより、さらに効果を広げていけるよう工夫をしていきます。 

 

■令和 4年度（2022年度）保護者支援プログラム実績■ 

 子どもの安心感プログ

ラム（「安心感の輪」子

育てプログラム） 

子育て親育ちプログラム 

（「前向き子育てプログラ

ムトリプル P」） 

子育て発達支援プログラム

（ペアレント・プログラム 

ペアレント・トレーニング） 

対象 就学前の子どもの保護

者 

2～12 歳の子どもの保護

者 

発達が気になる子ども（主に

3～7歳）の保護者 

概要 日常生活の何気ない子

どもの姿から子どもの

欲求や気持ちを理解

し、子どもの安心感を

育む関わりを学ぶ 

（８回連続講座） 

イライラする、どなるなど

子育てに悩んだ時に、子ど

もが理解しやすく、親子が

前向きな関係をつくる具体

的スキルを学ぶ 

（グループ 7 回・Web セ

ミナー3回連続講座） 

子どもの行動・子育てに困り

感がある保護者が子どもの

「行動」の理解の仕方を学

び、楽しく子育てする自信を

つけることを目的としたプ

ログラム。 

（基礎編 6回・ステップアッ

プ編６回連続講座） 

実績 延べ 34回 

延べ参加親子 177組 

延べ 17回延べ 93人参加 

市HP掲載トリプル P動画

延べ再生回数 478回 

 

 

     

動画掲載HP 

基礎編 参加者 12名 

ステップアップ編 参加者 9

名 
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こんにちは赤ちゃん事業 

【こども支援課 (旧こども相談課)】 

豊中市では、全ての妊婦に対し母子健康手帳交付時に保健師、助産師等による保健指導を行

っています。また、保健師等による「新生児訪問」を希望された世帯以外の生後 4か月までの

乳児のいる全家庭を訪問する「こんにちは赤ちゃん事業」によって、子育てに不安のある家庭

等の支援につなげています。新生児訪問及びこんにちは赤ちゃん事業の面談率は、98.4％と、

前年と同程度の面談率を維持しました。また、赤ちゃん訪問員からの報告を受け、電話相談や

育児支援家庭訪問等に支援がつながった家庭数は、213家庭でした。面談できなかった家庭に

対しては、子育て支援センターほっぺや保健センター等が連携しています。 

転入してきて間もない家庭、実家が遠くて気軽に頼れる人がいない家庭、外国籍の家庭など

は、不安な気持ちで子育てをしている状況があります。今後も虐待の未然防止、子育て不安の

軽減につながるよう丁寧な子育て情報の提供・相談・援助に努めます。 

■乳児家庭全戸訪問事業■ 

 訪問対象人数 実面談数 面談率 

2018 年度 3,561 人 3,369 人 94.6％ 

2019 年度 3,224 人 3,131 人 97.1％ 

2020 年度 3,330 人 3,236 人 97.1％ 

2021 年度 3,040 人 2,958 人 97.3% 

2022 年度 2,991 人  2,944 人※ 98.4％ 

※新生児訪問面談数 1,298人、こんにちは赤ちゃん事業 面談数 1,657人  

両方の面談を実施した数 11人 

 

養育支援訪問事業 

【こども支援課 (旧こども相談課)・おやこ保健課(旧母子保健課)】 

保健センターでは、妊産婦、乳幼児の健康確保のために必要な情報提供を行うとともに、子

育てに対する不安を軽減し、育児をサポートするため、訪問型（アウトリーチ型）の支援事業

を行いました。 

子育て支援センターほっぺでは、育児支援家庭訪問として、自ら出向いて支援を求めること

が困難な家庭（小学 6年生までの子どもの保護者）に対し、保育教諭が継続支援を行いました。

また、必要であれば専門職（心理職・社会福祉職）が同行し、専門性を活かした効果的な支援

を行いました。相談としては、育児ストレス・育児不安・母親の健康・メンタル的な相談内容

が約半数を占め、子どもの年齢が低いほどニーズが高く、0 歳児が全体の約５割、1 歳児が約

2 割を占めています。令和４年度（2022 年度）においては、本人からの相談が 69 件あり、

おやこ保健課（旧母子保健課）・こども安心課（旧こども相談課）との連携により、育児支援家

庭訪問につながった家庭は、90家庭でした。「いつでも気軽に相談できる」「困ったら（家に）

来てくれる」という安心感から再度の訪問を希望する家庭が多くあります。 

■養育支援家庭訪問事業（子育て支援センター及び保健センターによる訪問数の合計）■ 

 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 202２年度 

延べ訪問

回数 
470 回 568 回 826 回 813 回 1,081 回 
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地域子育て支援センターや認定こども園等における相談支援【こども事業課】 

16カ所の市立こども園に設置している地域子育て支援センターには地域支援員を配置し、

就学前の子どもとその家庭を対象に、子育て講座の開催のほか、

親子の遊びや参加者同士の交流の場の提供、子育て情報の発信な

どを実施しました。また、市内 25カ所にある市立こども園にお

いても、子育てに関する身近な相談場所として、子育ち・子育て

に関する保護者の悩みや負担軽減など心のケアを行うため、電話

や対面での育児相談を実施しています。 

令和 4年度（2022年度）には、地域支援員が各地域の主任児童委員★などと公園に行き、

自らこども園や地域子育て支援センターへ出向くことが困難な家庭などの相談の場、親子の遊

びを提供する場、子ども・保護者同士が知り合う場とするため、「公園ほっとタイム」を新た

にスタートし、子育て支援の充実を図りました。 

 

子どもの支援情報一元化システムの構築【こども安心課】（旧こども相談課） 

 切れめのない相談支援、分野横断的・重層的な相談支援をめざし、子どもや家庭へより早期

に的確な支援を行う『子ども家庭支援システム（子どもの支援情報一元化システム）』を構築し、

令和５年（2023年）3月より稼動開始しました。 

同システムを活用しながら、こども支援課・こども安心課（旧こども相談課）、おやこ保健課

（旧母子保健課）、児童生徒課の４課で相互に連携し、子どもや家庭へ包括的な支援を実施しま

した。 

 

（２）分野横断的な相談支援 

利用者支援事業【子育て給付課・こども支援課(旧こども相談課)・おやこ保健課(旧

母子保健課)】 

■利用者支援事業と各相談窓口との連携■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公園ほっとタイムの模様 

※令和 4年度の業務体制 

-15- 



- 16 - 

 

利用者支援事業とは、子ども・子育て支援について個別の子育て家庭のニーズを把握して、

適切な施設・事業等を円滑に利用できるように、また、日常的に地域の様々な子育て支援関係

者とネットワークを構築し、不足している社会資源の開発などを目的にする事業です。子育て

支援センターほっぺ（「基本型」）、市役所の窓口（「特定型」）、3カ所の保健センター（「母子保

健型」）にそれぞれ「子育て支援コーディネーター」（社会福祉職等）を配置し、相互に連携す

ることで、妊娠期から子育て期にわたる総合的な支援を行う拠点である「子育て世代包括支援

センター★」に位置づけています。 

 

令和４年度（202２年度）は、とよなか出産・子育て応援金とともに伴走型支援を開始し、

妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援を開始しました。また、ネットワークの構築について

は、子育て支援コーディネーター間で連絡調整会議を開催し、対応事例の共有などの情報交換

を行い、制度やサービス・社会資源について、その有効性や課題を確認しました。また、入所・

入園に関する相談が多いことから、千里文化センター（コラボ）や庄内公民館において相談会

を実施しました。各類型の利用者支援実績は次のとおりです。 

 

「基本型」利用者支援事業【こども支援課（子育て支援センターほっぺ）】 

子育て支援コーディネーターが、地域子育て支援センターや公民館等における出張相談を41 

回実施しました（育児支援家庭訪問等の同行含む）。相談内容は、主に保育施設や子育て支援の 

制度についてや、入所・入園・一時保育についてでした。引き続き、窓口での個別相談の予約 

制やWEB相談を継続して取り入れ、一人ひとりのニーズに寄り添った支援を行います。 

■「基本型」利用者支援事業相談件数（2022年度）■               （件） 

窓口相談 電話相談 出張相談 WEB相談 合計 

323 116 241 7 687 

 

「特定型」利用者支援事業【子育て給付課】 

 子ども・子育て支援新制度への理解を深め、保育所等をよりスムーズに利用できるよう、 

子育て給付課窓口での利用案内・相談対応において、利用者の意向に寄り添ったきめ細やか 

な説明を行いました。令和 4年度（2022年度）におきましては、千里文化センター 

（コラボ）と庄内公民館で保育施設入所に関する個別相談会を実施しました。 

 

「母子保健型」利用者支援事業【保健センター】 

相談者との面接時にタブレットを活用したわかりやすい情報提供を行うほか、相談者のニ 

ーズに応じ、福祉事務所、くらし支援課、人権政策課、子育て支援センターほっぺ、保育所、 

医療機関等、児童発達支援、放課後等デイサービスなどへ繋ぎ、支援の充実を図りました。 

妊娠期から子育て期にわたるまでの切れめのない支援として妊娠届出時の全数面接、妊娠 

期の個別の支援プラン策定など、その人に応じた適切な時期にきめ細かな支援を行いました。 
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コミュニティソーシャルワーカー★とスクールソーシャルワーカー★との 

連携会議【地域共生課・児童生徒課】 

コミュニティソーシャルワーカー（以下「CSW」という）とスクールソーシャルワーカー（以

下「SSW」という）の各専門性を活かした日常的な連携の在り方を協議し、学校と福祉の連携を

深めるための交流会を全体会として 1回、連絡会を 7つの生活圏域ごとに各 1回実施しました。

その中で校区情報等の交換を行い、圏域ごとの状況・特色を相互につかむことにより、有効な支

援をしていきました。 

（３）迅速かつ丁寧に切れ目なく包括的に支援を行うための体制強化 

はぐくみセンター設置準備【こども支援課（旧こども相談課）】 

子どもや家庭に対し、確実に支援を行き届かせ、すべての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一

体的に相談支援を行うため、改正児童福祉法に基づく「こども家庭センター」の機能を果たす

「はぐくみセンター」について、国に先行して令和 5年度（2023年度）からの設置に向けた

準備を進めました。 

 

児童相談所開設準備【こども安心課（旧こども相談課）】 

全ての子どもたちが心身ともに健やかに育つことができるよう、令和７年（2025 年）４月

の児童相談所の開設に向けて検討を進めてきました。令和４年度（２022年度）におきましては、

「豊中市児童相談所設置基本計画」を策定し、相談支援体制の検討や施設整備の準備を進めると

ともに、職員育成のため大阪府への職員派遣を行いました。 
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（１）障害のある子どもへの支援 

障害のある児童生徒の通学支援サービス【障害福祉課】 

 令和 4年（202２年）4 月より、保護者の体調や就労等の理由によって、ひとりで通学が困難とな

っている障害のある児童・生徒にガイドヘルパーを派遣し、通学のために必要な支援を行っています。 

 

■ 通学支援サービス利用実績 

 延べ利用者数 延べ利用回数 

2022 年度 705 人 6,887 回 

 

児童発達支援センター機能の充実【おやこ保健課（旧こども相談課）】 

保護者支援の拡充を図るため、市内障害児通所支援事業所職員対象のペアレント・トレーニング講師

養成講座を実施するとともに（参加者数：10名）、地域子育て支援センターにおいて、保護者支援講

座及び相談会を実施しました（9 施設、参加者数：7２名）。また、令和 6年度（2024年度）の改正

児童福祉法の施行に向けて、身近な地域における発達支援親子教室の設置や義務教育終了後の発達障害

児を対象とした事業の新設など、事業の拡充について準備を進めました。 

 

障害のある子どもへの支援の質の向上【おやこ保健課（旧こども相談課）】 

障害児通所支援事業所への巡回訪問や、障害児通所支援事業者連絡会の側面的支援、共催研修を実

施しました。また、支援者への研修機会の充実のため、YouTube を活用した発達支援・障害児支援

者研修を実施しました。 

 

（２）外国にルーツをもつ子ども（家庭）への支援 

子どもサポート事業【人権政策課・（公財）とよなか国際交流協会】 

子どもの権利条約に基づき子どもの人権を尊重し、外国にルーツを 

持つ子どもが差別を受けることがないように、特に子どもに関係す 

る行政機関や教育関係者と連携しながら、赤ちゃんから青少年に至 

るまでの外国にルーツを持つ子どもに対する支援および相談事業を 

行っています。 

多文化子ども保育「にこにこ」では、新型コロナウイルス感染症の 

影響で通常の活動が難しい状況もありましたが、一時再開した時には 

おもちゃなどの消毒を行い、安心して活動に参加してもらえるよう環境を整えました。 

     だれもが安心、つながる支援 

～必要な支援を届ける環境づくり～ 
（１－４ 子どもの悩みや不安に対する相談及び支援） 

（２－３ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援） 

重点施策３ 

 

サンプレイスの活動の様子 



- 19 - 

 

「子ども母語教室」では、外国にルーツを持つ子どもたちが、母語や母文化に触れ、母語でコミュ

ニケ―ションができるように支援し、子ども同士の仲間づくりを通じた居場所づくりや、エンパワメ

ント★を行っています。外国にルーツを持つ子どものための学習支援・居場所づくり「サンプレイス」

でも、子どもたちが安心して集える場づくりを行っています。外国にルーツを持つ大学生もボランテ

ィアとして活動に携わっており、子どもたちにとって居場所であると同時にロールモデルとの出会い

の場にもなっています。 

また、15歳以上の外国にルーツをもつ若者が集い、自己実現をしていく場を創出する取り組みとし

て「若者支援事業」を実施しています。 

 

おとなサポート事業【人権政策課・（公財）とよなか国際交流協会】 

外国人市民が主体的に地域社会に参加できる機会をつくる

ため、多言語スタッフおよびカウンセラーを配置し、様々な

事業とつながりながらサポートしています。  

外国人のための一般生活相談では、主任相談員と相談員 2

名、外国語を母語とする多言語スタッフ８名を配置して相談

対応をするとともに、相談の質を高めるための支援者研修を

随時行いました。 

多言語相談サービス（対応言語は日本語、中国語、韓国・

朝鮮語、英語、フィリピン語、タイ語、スペイン語、インド 

ネシア語、ベトナム語、ネパール語）は、週 5日実施しています。令和 4年度（2022年度）の相談

件数は延べ 2,456 件と前年よりも減少しましたが、リモート対応、SNS による相談対応を継続する

など、相談しやすい環境づくりを進めています。また社会福祉協議会と連携して訪問支援を実施した

り、庄内コラボセンターで多言語相談を行うなど、アウトリーチも強化しました。多言語 Facebook

ページでは、日本語を含め 10 言語で感染症対策や支援情報など様々な情報発信を継続しました。 

 

国際教室【学校教育課】 

帰国・渡日児童生徒を対象に、日本語の読み書き指導や学校の学習支援、多文化交流を目的とした活

動を行っています。拠点校は、桜井谷・上野・高川・熊野田・豊島・東豊中・北丘の 7小学校で実施し

ています。 

 

（３）ひとり親家庭、貧困の状況にある子ども（家庭）への支援 
◆ひとり親家庭への支援については、第Ⅷ章に記載しています。 

◆貧困の状況にある子ども（家庭）への支援については、第Ⅸ章に記載しています。 

 

 

 

 

 

ショコラでの臨時相談会の様子 
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（４）ヤングケアラーへの支援 

ヤングケアラーの認知度向上･啓発のための取組み 

【こども支援課(旧こども政策課・旧こども相談課)・こども安心課(旧こども相談課)】 

ヤングケアラーの理解や気づきの視点、多分野連携

による包括的支援の必要性などについて啓発を行うた

め、関係機関や地域活動従事者や市民に向けた講演会

や研修会･出前講座を実施しました。 

また、当事者（子ども）向けの啓発カードを小･中学

校･高校や関係機関などに配布（約 20,000枚）したほ

か、学校向け出前講座の実施に向けたモデル実施を行

いました。今後は、当事者である子ども自身が気づい

て SOS 発信できるようにしていくことや、周囲の子ど

もたちもヤングケアラーについて正しく理解すること

などを目的に、子ども向けの出前講座の実施に向けて

取り組みます。 

 

 

ヤングケアラー専用相談窓口の設置【こども支援課（旧こども相談課）】 

 令和 4年（2022年）4 月にヤングケアラー専用相談窓口を開設し、令和 4 年度（2022年度）は

21 件（相談経路：市関係部局、学校、福祉・医療など関係機関）の相談支援を行いました。 

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）★を活用して、多分野の関係機関と個

人情報共有や支援内容等の協議を行うとともに、「ヤングケアラー支援運営会議」を設置して外部有識

者から個々の支援方針等に助言・意見を得る体制を整備しました。 

また、職員等の支援力向上・多機関連携強化に向けて、ヤングケアラー支援担当職員等への研修や、

子どもの相談支援ネットワーク部会（こども施策推進本部連絡会議実務担当者会議）におけるグループ

ワーク研修（事例検討）を行いました。 

今後の支援の充実について、引き続き、こども施策推進本部連絡会議ヤングケアラー支援検討部会を

通じて関係部局間で課題を共有しながら、家事支援やピアサポート★など必要なサービスの創設に向け

て取り組みます。 

 

啓発カード 
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        保育及び教育環境の充実 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

保育の質向上にむけた取組み【こども事業課】 

教育・保育の質の確保に最低限必要な環境や子どもとの関わり方などの評価の基準を示した市独自

のツール「豊中市教育保育環境ガイドライン」を平成 31 年（2019年）に策定し、公民一体となっ

た活用・取り組みを進めています。令和 4年度（2023年度）には、同ガイドラインを活用した研修

会を、公立・民間園の職員を対象に計 5回実施し、同時に公開保育を 3カ所で実施し、施設の自己評

価手法や質の向上に係る意見交換などを行いました。また、民間就学前施設の透明性の確保や保護者

が園を選択する際の参考となるよう、自己評価等を実施する施設の評価手法や内容などを市ホームペ

ージで公開しました。 

 今後も、市域全体での教育・保育の質の向上を進めていくため、同ガイドラインを活用しながら、

公民一体となった公開保育や実践報告会、研修会など学び合う場を充実させていきます。 

 

ICT を活用した学びの推進【教育センター】 

令和２年度（2020 年度）に『豊中市立小・中学校における ICT を活用した「学び」の基本方針』

を策定し、各学校の高速・大容量の通信ネットワーク環境整備と市立小中学校児童生徒への一人一台

端末の配備を行いました。令和 3 年度（2021 年度）以降は、これらのタブレット端末を活用して、

子どもたちの情報活用能力の育成をはかるなど、個別最適化された学びの実現に向けた取組みを進め

ております。今後、教職員の ICT 活用指導力及び児童・生徒の情報活用能力の向上を図るため、ICT

活用方法の研究・検討及び校内研究体制の強化・充実を支援し、さらに各校の検討の成果が全校にお

いて定着するよう情報発信します。 

めざす姿 
子どもが安全に、安心して、遊びや学びにチャレンジし、一人ひとりの個性や創造力を伸ば

すとともに、集団生活を通じて社会で生きる力を身につけることができる 

取組みの 

ポイント 

乳幼児期は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要な時期です。 

子ども・子育て支援新制度★では、保護者の就労状況に関わらず、質の高い就学前の教育・

保育や地域の子育て支援を総合的に提供していくことをめざしており、本市では乳幼児期の

保育施設の整備等による量の確保とともに、就学前の教育・保育の質の向上を図る取組みを

進めます。 

子どもの発達や学びは就学前から就学後における連続性と一貫性が大切です。また保育や

教育の中でも生きる力を培うための資質や能力の育成がますます求められています。小学校

への入学や中学校への進学が子どもや保護者にとって段差を感じることなく、より円滑につ

ながっていく教育・保育の内容や仕組みづくりに引き続き取り組みます。 

施策展開 

（１）就学前の学校教育・保育の一体的な推進 

（２）就学前の学校教育・保育の質の向上 

（３）学校教育の充実 

（４）幼少期から義務教育期間までつながりのある育ちへの支援 

1－1 

施策の柱１ 子育ち支援 

Ⅴ．施策の柱ごとの事業実施状況 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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        多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

こども音楽フェスティバル【魅力文化創造課】 

大阪音楽大学、豊中中央ライオンズクラブと連携し、子どもたちの想像力や表現力を伸ばし、豊か

な人間性を育む「音楽あふれるまちづくり」をめざすことを目的とし、市内の高校生ソロ、打楽器ア

ンサンブルや、市内の中学・高校の吹奏楽部の演奏が楽しめる「こども音楽フェスティバル」を実施

し、延べ 418人が参加しました。 

 

とよなかキッズ！あそび＆スポーツ☆ぷろぐらむ【スポーツ振興課】 

子どもたちが楽しみながら体を動かすことに親しんでもらうために、コオーディネーショントレーニ

ングを中心とした、大学による専門的な知見を活用した多様な運動プログラム「とよなかキッズ！あそ

び＆スポーツ☆ぷろぐらむ」を実施し、令和4年度（2022年度）は延べ185人が参加しました。 

今後は、学童期に多様なスポーツを体験する機会を創出するた 

めに、大学生等のアスリートから様々なスポーツの楽しさを伝

えてもらう「マルチスポーツ体験教室」を実施する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

めざす姿 
子どもが主体的に社会へ参加し、多様な人との交流や様々な体験ができる機会を通じて、身

近な社会生活や自然等に興味や関心を持ち、社会で生きる力を身につけることができる 

取組みの 

ポイント 

子どもの健やかな育ちには、地域における多様な世代の人や子ども同士の交流、様々な体

験が重要であり、地域の特性に応じて、保護者や学校、ボランティアやＮＰＯ★等が連携し、

地域社会全体で豊かな育ちの場や機会を提供していくことが大切です。 

また、ボランティア体験や職業体験等を通して自らもその一員として社会と関わっていく

取組みのほか、有害情報や犯罪等のトラブルから子ども自身が身を守るために必要な教育を

行います。 

子育ち・子育て支援施策を子どもの視点に立った実効性のあるものとするために、当事者

である子どもや若者の意見や考えを聞きながらまちの課題の把握や今後の取組みを検討し、

実践へつなげることが大切です。 

このため、子どもが積極的に意見を表明できる機会をより一層充実するとともに、子ども

が地域社会やまちづくりをもっと身近に感じることができるように、地域と連携し、子ども

の社会参加及び意見表明の機会の拡充に取り組みます。 

施策展開 

（１）多様な人との交流や様々な体験活動（場）の充実 

（２）将来に向けた学びの場の提供 

（３）子どもに対する情報発信や意見表明の機会確保 

1－２ 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 

ニュースポーツ体験（キンボール）の様子 



- 23 - 

 

 

●令和４年度（20２２年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

放課後・土日の学習支援モデル事業【中央公民館】 

家庭環境等によって自宅学習の習慣が定着しづらいなど生徒一人ひとりの状況や学習理解に応じた

学びの場を提供し、将来的に自立できるよう放課後や土日を活用しながら自宅学習の支援を行いまし

た。 

子どもたちの可能性を最大限に引き出しながら、生徒一人ひとりの学習理解状況に応じた個別の学

びの場を確保し、学習習慣を身に着けることにより、学力保障・学力向上をめざします。 

あわせて、不登校生徒に対して、学校とは別の学習機会を提供するなど、将来的に生きる力となる

一助となる場所を提供します。 

令和 4年度（2022年度）は、中学校５校を対象に中央、庄内、千里の各公民館でモデル実施を行

い、１０月～翌年３月の期間で４５分×２コマ（原則として数学と英語）２０回行いました。 

 

放課後等の児童の居場所づくり事業【学び育ち支援課】 

子どもたちが放課後、安全に安心して過ごすため、小学校の校庭などを開放した居場所づくりを実

施しています。 

令和 4 年度（2022 年度）は、10 校で実施しました。また、三季休業（春・夏・冬休み）期間の

開放を開始する等、実施日を拡充しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす姿 
家庭づくりや学校・地域における子どもの居場所づくりが進み、子どもが安全に安心して自分

らしく過ごすことができる 

取組みの 

ポイント 

子どもの居場所は、子どもにとって、安心で、あらゆる暴力から守られ、自分らしく過ごせ、

自分の思いや意見をいうことができる場所となることが大切です。 

子どもにとっては、家庭が第一の居場所になることから、家庭の教育力や子育て力の向上に

向けた支援に取り組みます。 

家族形態や保護者の就労状況の多様化等により、学校の放課後等に安全に安心して遊んだり

学んだりできる場所がより必要とされているため、放課後等の子どもの居場所づくりをさらに

充実します。また、事業の実施にあたっては、居場所の円滑な運営に関わる取組みを進めます。 

施策展開 

（１）子どもが安心して過ごせる家庭づくりの支援 

（２）学校を拠点とした放課後の子どもの居場所づくりの充実 

（３）地域における子どもが安全に、安心して遊びや学習等の活動が行える機会（場）の提供 

 【重点施策 1】 

1－３ 子どもの居場所づくり 

 新規事業 
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        子どもの悩みや不安に対する相談及び支援 

めざす姿 
子どもが安心して、気軽に自身の悩みや不安を相談できる場所があり、特別な配慮を必要と

する子どもが個別の状況に応じた適切な支援を受けることができる 

取組みの 

ポイント 

子どもにとっては、自分自身のこと、家庭や学校のこと、暴力や虐待、いじめのことなど、

どのような内容でも、直接、安心して相談できる場所があることが大切です。日頃から子ど

もが気軽に相談できるよう、子どもが抱える悩みが深刻な状況になる前に自ら打ち明けられ

るような環境づくりを進める必要があります。 

また、子どもの不安や悩みには複数の課題が混在していることも多くなっています。相談

支援にあたっては専門的な視点からのアプローチに加え、福祉・保健・教育その他の関連分

野が連携し、総合的に支援することが大切です。 

子どもの相談の内容や子どもがおかれている状況に応じ、学校等の関係機関と連携して、

子どもへの総合的な相談支援を充実するとともに、相談窓口についてわかりやすく伝える工

夫をするなど、子どもが安心して相談できる環境づくりに取り組むことが必要です。 

施策展開 

（１）子どもの相談窓口体制の充実【重点施策２】 
（２）子どもの悩みへの支援の推進 

（３）子どもが安心して相談できる環境づくり 

（４）必要な支援を届ける環境づくり【重点施策３】 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

スクールソーシャルワーカー★全小学校配置【児童生徒課】 

令和 4 年度（2022 年度）からスクールソーシャルワーカー（SSW）を市内全 41 小学校へ配置

し、早期支援を行うことにより学校内外の機関等による相談・指導を受けていない児童・生徒が減少し

ました。長期欠席・不登校の未然防止及び早期発見を目的に、長期欠席・不登校の児童・生徒に関する

情報を迅速に把握・分析するとともに、学校からの聞取りを丁寧に行うことで、状況に合った不登校児

童・生徒への相談活動や体験活動を実施する援助につなげました。 

今後も、長期欠席につながる課題の早期発見及び解決に向けた取組みを推進するとともに、質的向上 

を図ります。 

 

すてっぷオリジナル「デート DV防止プログラム」を作成 

【人権政策課・（一財）とよなか男女共同参画推進財団】 

令和 4年度（2022年度）は、中学生対象のデート DV防止プログラム「わたしもあなたも大切な

存在 ～デート DVについて～」を作成しました。「自分も相手も大切にするコミュニケーション」の

あり方を中学生と一緒に考えるという内容です。また、親やきょうだいとの関係や将来への不安など

も相談していただける 10 代～30 代の若年層に特化した従来の「ガールズ相談」

に加え、令和 5年度（2023年度）からは「ボーイズ相談」を開設します。 

 

 

 

 

 

1－４ 

すてっぷHP 

 拡充事業 
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      地域の子育て環境の整備 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

校区連絡会【こども支援課（旧こども相談課）・こども事業課】 

地域連携の更なる推進を図るため、５～6 月に「それぞれの地域資源について知り、子育て支援力

を高める」をテーマに、地域福祉ネットワーク会議(こども部会)における校区連絡会を開催しました。

地域の教育・保育施設と地域子育て支援に係る関係者との連携を深め、地域全体で子育て家庭を見守

る環境づくりを進めました。令和 4年度（2022年度）は、新たに子どもの居場所関係者の参加も呼

びかけ、各地域の実情や子どもの家庭状況に応じた支援の充実を図りました。 

 

子育て支援センターほっぺ南部分室の設置【こども支援課（旧こども相談課）】 

令和５年（2023年）2月 13日に、庄内コラボセンター「ショコラ」1階に、子育て支援センタ

ーほっぺ南部分室を開設しました。 

プレイルーム等事業周知のため、オープニングイベントを開催し、オープン後は年齢別の集まり、

誕生会などを行いました。2月～3月末までの利用者数は、プレイルーム延べ参加組数 1,989組（延

べ参加人数 4,475人）と多数の方にご利用いただきました。 

■プレイルーム及びオープニングの利用者数 

めざす姿 
子どもや子育て家庭が地域の人々によって見守られ、支えられ保護者同士も身近な場所でふ

れあい、支え合うことができる 

取組みの 

ポイント 

核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等が進み、また今後児童人口の減少も予測され

る中、家族や近所の人などから子育てについて日常的な支援や助言を受けることが難しくな

っており、地域全体で子育て家庭を支える必要があります。特に、地域特性に応じて、転入

世帯や外国人世帯など地域の中で孤立しがちな保護者に対する支援や地域とのつながりづ

くりが必要です。 

保護者の子育てに対する不安感や負担感の軽減に向けて、身近なところで子育て情報の交

換や相談ができたり、保護者同士の交流や仲間づくり、支え合いができる場が求められてい

ます。 

また、これまでの取組みの成果として、地域の子どもに関わる様々な関係機関・保護者を

含む団体が一体となってつくりあげてきた「地域子育ち・子育て支援ネットワーク」を生か

し、保護者自身の力を高めつつ、引き続き地域の教育力の向上や子育て支援の充実に向けて

取り組むことが必要です。 

施策展開 

（１）身近に集える地域の子育ち・子育て支援の拠点（場）の活用 

（２）地域子育ち・子育てネットワークの充実 

（３）地域の多様な人材の育成・連携を強化した地域教育力★の向上 

名  称 対象者 実施回数 延べ参加組数 延べ参加人数 

プレイルームの開放 

令和 5 年(2023 年)2 月 13 日～3月 31 日 

0 歳～就学前の子どもと 

保護者 
40日 1,989 組 4,475 人 

オープニングイベント 

令和 5 年(2023 年)2 月 23 日（祝日） 

プレイルーム：0 歳～就学前の

子どもと保護者 
4 回 65組 174 人 

エントランススペース： 

0 歳～就学前の子どもと家族 
1 回 187 組 513 人 

２－1 

施策の柱２ 子育て支援 

 拡充事業 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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        子育てに必要な情報提供等 

めざす姿 保護者が子育てに喜びを感じ、子どもとともに成長できていることを感じることができる 

取組みの 

ポイント 

子育てを取り巻く環境の変化に伴い、子育て家庭の抱える課題やニーズは多様化してお

り、家庭の状況によって子育てに必要な情報が異なります。それぞれの状況に応じて、保護

者が必要な情報を確実に入手できるよう、妊娠期から子育て期にわたる子育て関連情報を集

約し、一元的に発信します。 

また、家庭における教育力の向上のため、家庭教育に関わる部局や関係機関・団体が連携

しながら、子どもの年齢に応じた親学習や子育て講座、保護者同士の交流会などを実施しま

す。さらに、子育て支援事業などを通じて、子どもの育ちに大切なことを発信します。 

施策展開 

（１）利用者支援窓口の充実 

（２）子育てに関する情報発信の充実 

（３）家庭教育支援の推進 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

家庭教育支援事業【学び育ち支援課】 

 家庭教育支援事業では、命の大切さや親になることの責任について考える取組みを行っています。 

令和 4年度（2022年度）は、「明日の親のための講座」を小学校や高等学校等で実施し、全 12回、

計 429人が参加しました。 

また、人間性や学力の基礎となる「未来に向かう力」を地域社会全体で育むことをめざし、関 

係課と連携し、大阪府教育委員会作成のリーフレットによる非認知能力の育みのための啓発を行 

いました。 

 

とよなかっ子スマイル【こども政策課】 

 新しい家族を迎えた市民の子育てを応援するため、豊中市子育て 

応援クーポン配布事業を令和 5年（2023年）1月に開始し、子ども 

一人あたり 1万円相当のカタログギフト「とよなかっ子スマイル」を 

出生後 2か月頃を目途に配布しています。 

子育てに必要な物品やサービスが選べるカタログには、子育てに関 

わる相談窓口や安心して子育てをするための情報も掲載しています。 

 この事業は、子育て家庭への伴走型相談支援と経済支援を一体的に 

提供する出産・子育て応援事業（P27参照）（国の出産・子育て応援 

給付金）に加え、市独自施策として実施しています。 

 

 

 

 

２－２ 

 新規事業 
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         保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

出産・子育て応援事業（とよなか出産応援金・とよなか子育て応援金） 

【こども支援課（旧こども相談課）・おやこ保健課（旧母子保健課）・子育て給付課】 

すべての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるよう、伴走型相談支援を充実するとともに、

出産育児関連用品の購入や子育て支援サービスの利用負担軽減を図るため、経済的支援（とよなか出産・

子育て応援金（国の出産・子育て応援給付金））を給付しました。妊娠届出時の面談後に申請した妊婦に

５万円（出産応援金）、出生届出後に乳児家庭全戸訪問等による面談後に申請した養育者に子ども 1人あ

たり５万円（子育て応援金）を支給しました。令和４年度（2022年度）には、出産応援金 3,199件、

子育て応援金 2,534件を給付しました。 

 

育児支援家庭訪問事業【こども支援課（旧こども相談課）】 

子育て支援センターでは、こんにちは赤ちゃん事業等のかかわりから、自ら出向いて支援を求める

ことが困難な状況にある家庭、育児不安・負担の高い家庭等に対し、保育教諭や臨床心理士等が訪問

し継続支援を行い児童虐待の予防につながるセーフティネット機能を担っています。令和 4 年度

（2022 年度）より専門職による専門的相談支援及びヘルパー派遣による育児及び家事援助支援によ

る伴走型支援を推進し、支援の充実を図りました。 

 

 

 

めざす姿 保護者が、身近で相談や必要な支援を受けることができ、安心して子育てできる 

取組みの 

ポイント 

妊娠・出産・子育てにおいては、誰もが悩みや不安を抱えることがあります。また、それ

らの悩みや不安は多様化・複雑化していることから、身近で気軽に相談できる環境を整え、

相談窓口の情報をわかりやすく周知するとともに、各相談窓口の専門性を向上させることに

加え、窓口間の情報共有と必要に応じた円滑な連携など、福祉・保健・教育その他の関連分

野による総合的な支援に取り組みます。 

また、転入世帯や外国人世帯など孤立しがちな家庭を早期に発見し、必要に応じて支援で

きるよう、地域の関係機関との連携のもと、家庭の状況を把握するなど訪問型（アウトリー

チ★型）の支援体制を強化します。 

産前・産後の期間、子どもの多い家庭や家族の介護を行っている家庭では、家事やきょう

だいの育児が困難な場合もあります。また、就学前児童の保護者には子育てを負担に感じて

いる人もいることから、保護者の身体的・精神的疲労を軽減するためのレスパイトサービス
★の充実に取り組みます。 

施策展開 

（１）相談窓口の活用促進【重点施策２】 
（２）自ら出向くことが困難な保護者などへの訪問型（アウトリーチ型）支援体制の強化 

【重点施策２】 
（３）多様な子育て支援の充実 

（４）必要な支援を届ける環境づくり【重点施策 3】 

２－３ 

 新規事業 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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        子育てと仕事の両立の推進 

めざす姿 
必要に応じて多様な保育サービスが利用でき、子育てと仕事のバランスがとれていると感じ

ることができる 

取組みの 

ポイント 

本市は、共働き家庭の増加や保護者の勤務形態の多様化に伴い、保育ニーズが増加・多様

化しています。このため、引き続き保育所等の待機児童ゼロの状態が維持されるよう、保育

定員の確保及び保育人材の確保に取り組みます。 

子育てと仕事の両立においては、企業・事業主の理解・協力が必要であることから、国や

大阪府等関係機関と連携し、ワーク・ライフ・バランス★の啓発や、次世代育成支援対策推

進法関連情報の提供を行います。 

また、配偶者・パートナーとの協力関係が、子育てに対する不安感や負担感の軽減につな

がる傾向があることから、父母ともに参加できる講座等、引き続き父親の子育てに対する関

心と理解を深めるよう取り組みます。 

施策展開 
（１）保育所等の整備、多様な保育サービスの充実 

（２）家庭・企業・事業所等への啓発 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

パパ子料理教室・みんなで家事シェア【こども政策課】 

 とよなかイクボス★プロジェクトとして、男女共に仕事と 

子育てを両立できる環境の整備と、社会全体で子育てを 

応援する機運を醸成するため、父親と子どもを対象とした 

パパ子料理講座や、家族で家事を分担して家族の時間を 

ふやすことについての家事シェア講座を実施しました。 

またとよなかイクボス啓発チラシや、イクボス公式サイ 

トで登録企業の取組み等について発信しました。 

 「とよなかイクボス宣言」登録制度は、取組み内容が 

SDGsの目標とも合致することから、令和 5年（2023年） 

4月スタートの「豊中ＳＤＧｓ・公民連携プラットフォームへ統合しています。 

 

女性の活躍促進支援事業【人権政策課】 

経営者・管理職及び女性社員向けに女性活躍やワーク・ライフ・バランスにかかる連続セミナーを

実施し、女性活躍につながる経営の視点や女性社員のキャリアデザインの検討、各事業所の職場風土

の改善に向けた取組みにつなげました。また女性活躍やワーク・ライフ・バランスなどの専門的な知

識を有するアドバイザーを 6事業所に派遣し、女性の職業生活における活躍の促進を図りました。 

 

 

 

２－４ 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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        生活環境、保健・医療体制等の整備 

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

とよなか子育て応援団 ガイドブック・PR動画【こども政策課】 

子どもと一緒に外出しやすい地域づくりのため、子育て世帯に配慮したサービスを 

提供している「とよなか子育て応援団」登録団体の子育てを応援する想いや、利用 

者の声を紹介する TOYONAKA「子育て応援団ガイドブック」、動画「子育てしや 

すい、子育てがたのしいまち「とよなか子育て応援団」を作成しました。 

ガイドブック・動画は市ホームページで閲覧できるほか、ガイドブックは市内の 

就学前施設やとよなか子育て応援団の登録店舗等を通じて子育て世帯へ配布しました。 

 併せて登録団体募集のため事業者向けチラシを作成し、令和 4 年度（2022 年度）に 19 件増の

231件となりました。 

 

千里中央公園の再整備【公園みどり推進課】 

千里中央公園では、公募により選ばれた民間事業者グループ「千里中央公園パートナーズ」との連

携により、令和４年度（2022年度）から公園の魅力向上に向けた公民連携事業がスタートしました。 

ワークショップやイベントの開催など、民間事業者が主体となり、公園での賑わいづくりをめざし

た活動を進めていきながら、令和 5年（2023年）3月には公園内の旧公園管理事務所をリノベーシ

ョンし、地域住民とともに公園での憩いや賑わいを創出する施設「1OOORE SCENES」がオープン

しました。カフェやミニショップのほか、コミュニティスペースが入り、自然や景観などの今ある公

園の良さを感じながら、家族や友達など、みんなで楽しく過ごすことができる新しい拠点となってい

ます。 

令和５年度（2023年度）からは賑わい拠点施設「1OOORE SCENES」を中心に、活性化事業を

本格的に実施していくとともに、施設の改修も進めながら、公民連携事業により千里中央公園のさら

なる魅力向上を図ります。 

めざす姿 地域の中で安全に安心して妊娠・出産・子育てができる 

取組みの 

ポイント 

妊産婦の健康づくりや不安の解消、子どもの健やかな成長に向けて、妊婦・産婦・乳幼児

健康診査や産後うつ予防対策の体制を充実するとともに、母子の健康づくりに向けた啓発や

学習機会の提供等に取り組みます。 

小児医療に関しては、地域におけるきめ細やかな体制の充実や、医療機関等と連携した体

制づくりを進めます。 

子どもや子育て家庭にやさしい生活環境づくりに向けて、市内の公園・緑地をみどりの拠

点とし、安全で安心して憩い楽しめる空間として保全・整備します。また、子どもや保護者

が安心して外出できる環境整備に取り組みます。 

子育てに関する経済的負担を軽減するための制度については、対象となる人が円滑に活用

できるよう、わかりやすい情報提供、相談支援を進めます。 

施策展開 

（１）妊娠・出産・子育てに関する知識の普及、相談・指導の充実 

（２）母子保健事業の充実 

（３）小児医療体制の充実 

（４）子育ち・子育てにやさしい生活環境の確保 

（５）子育てに関する家庭への経済的な支援 

（６）子育て世帯にとってのまちの魅力発信の充実 

３－１ 

施策の柱３ 安心・安全なまちづくり 
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        子どもの安全確保  

 

●令和 4年度（2022年度）の主な取組みおよび今後の取組み 

更生保護活動【地域共生課】 

教育関係機関と連携、協力しながら犯罪をした青少年の更生や対話集会などを 

通じて青少年の犯罪予防活動を行っています。 

令和4年度（2022年度）に実施をした、「第72回“社会を明るくする運動” 

市民のつどい」では、延べ137名が来場されました。 

 

 

 

「園児からの贈り物 火の用心」動画【消防局予防課】 

全国的に火災の発生は住宅が多く、死者数は高齢者が多くを占めていることから、市民に対する防火意

識の向上を図ることを目的に、ビデオレターによる広報を行いました。 

市内幼年消防クラブの協力のもと、子どもを中心とした市民向けビデオレ 

ターを作成し、市内の広報可能施設やＳＮＳを活用した啓発活動を行いました。 

また、ビデオレターを通じて子ども・子育て世代の幅広い世代がつながる 

火災予防活動を実施することができました。  

 

めざす姿 子どもや子育て家庭が犯罪や災害から守られ、安全に、安心して暮らすことができる 

取組みの 

ポイント 

子どもを犯罪や災害から守り、子どもや子育て家庭にとって安全・安心に生活できるまち

づくりに向けて、地域の防犯・防災意識の向上、関係機関・団体、学校、地域住民等と連携

した取組みを進めていくことが大切です。 

阪神・淡路大震災や大阪府北部地震、東日本大震災、台風被害等の教訓を生かし、子ども

に対する防災教育・学習機会の充実や災害時における避難・支援体制の確立に向け取り組み

ます。 

また、子どもに対する防犯・防災教育を進め、危険から身を守る力を養います。 

交通事故等の防止に向けては、安全な道路交通環境の整備を行うとともに、引き続き市民

への啓発や子どもに対する交通安全教育の充実に取り組みます。 

施策展開 
（１）地域住民や関係団体等と連携した見守り体制の充実 

（２）子どもを対象とした災害や犯罪に対する安全対策の強化、交通安全活動の推進 

３－２ 

配信動画HP 

イベントの模様動画 



　1. 学校教育・保育
◇教育・保育提供区域ごとの実績については36ページ
◇教育・保育提供区域の説明については35ページ
◇園児数、認定者数は本市在住者のみ。

　①学校教育（1号認定　※満３歳以上の小学校就学前の学校教育） 各年5月1日時点

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年

度
令和4年

度
令和5年

度
令和6年

度

①計画値
（利用定員確保量）

6,608 6,442 6,292 6,054 5,866

②実績値
（利用定員※2）

7,620 7,502 7,358 6,886

③実績値
（園児数）

5,663 5,701 5,334 4,921

　②-Ⅰ　保育（2号認定　※保育を必要とする満３歳以上（学校教育希望以外）） 各年5月1日時点

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年

度
令和4年

度
令和5年

度
令和6年

度

①計画値
（利用定員確保量）

4,590 4,903 5,053 5,252 5,442

②実績値
（利用定員）

4,538 4,722 4,868 4,977

③実績値
（認定者数）

4,954 4,966 5,087 5,299

④実績値
（園児数）

4,728 4,826 4,961 5,129

　②-Ⅱ　保育（3号認定（1・2歳）　※保育を必要とする満３歳未満） 各年5月1日時点

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年

度
令和4年

度
令和5年

度
令和6年

度

①計画値
（利用定員確保量）

3,202 3,236 3,330 3,359 3,382

②実績値
（利用定員）

3,031 3,036 3,057 3,112

③実績値
（認定者数）

3,327 3,629 3,692 3,770

④実績値
（園児数）

3,091 3,155 3,192 3,219

　②-Ⅲ保育（3号認定（0歳）　※保育を必要とする満３歳未満） 各年5月1日時点

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年

度
令和4年

度
令和5年

度
令和6年

度

①計画値
（利用定員確保量）

773 782 776 773 773

②実績値
（利用定員）

697 699 707 708

③実績値
（認定者数）

688 678 724 658

④実績値
（園児数）

561 555 585 537

　

令和4年度（2022年度）の事業実施内容

〇2023年4月までの新規開園等
　・保育所3園が新規開園（再掲）
○2023年4月1日現在施設数（分園をカウントせず）
　・幼保連携型認定こども園（公立24か所、私立24か所・再掲）
　・保育所48か所（再掲）
　・事業所内保育所1か所（再掲）
　・小規模保育事業所（A型）15か所　・家庭保育所2か所

・保育所
・認定こども園
・地域型保育施
設
・家庭保育所
（0歳）

人

・幼稚園
・認定こども園

人

・保育所
・認定こども園
・地域型保育施
設

人

※2　従来制度の幼稚園は認可定員を適用

令和4年度（2022年度）の事業実施内容

○2023年4月までの新制度移行等
　・保育所2園が幼保連携型認定こども園へ移行
　・幼稚園(新制度)1園が幼稚園型認定こども園へ移行
　・幼稚園(従来制度)1園が幼稚園(新制度)へ移行
○2023年4月1日現在施設数（分園をカウントせず）
　・幼保連携型認定こども園（公立24か所、私立24か所）
　・幼稚園型認定こども園9か所　・幼稚園（新制度）7か所
　・幼稚園（従来制度）9か所

令和4年度（2022年度）の事業実施内容

○2023年4月までの新規開園等
　・保育所3園が新規開園(うち1園は2号の設定なし)
　・幼稚園(新制度)1園が幼稚園型認定こども園へ移行(再掲)
○2023年4月1日現在施設数（分園をカウントせず）
　・幼保連携型認定こども園（公立24か所、私立24か所・再掲）
　・幼稚園型認定こども園9か所（再掲）
　・保育所48か所
　・事業所内保育所1か所

・保育所
・認定こども園
・地域型保育施
設
・家庭保育所等
（1、2歳）

人

令和4年度（2022年度）の事業実施内容

〇2023年4月までの新規開園等
　・保育所3園が新規開園(再掲)
○2023年4月1日現在施設数（分園をカウントせず）
　・幼保連携型認定こども園（公立24か所、私立24か所・再掲）
　・保育所48か所（再掲）
　・事業所内保育所1か所（再掲）
　・小規模保育事業所（A型）15か所　・家庭保育所等4か所

Ⅵ．子ども・子育て支援法に基づく市町村計画の実施状況
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　２. 地域子ども・子育て支援事業

　①利用者支援事業

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

5 5 5 5 5

②実績値
5 5 6

　②時間外保育事業（延長保育事業）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

287 297 307 317 327

328 432 565
(95,195) (125,152) (165,487)

　③実費徴収にかかる補足給付を行う事業

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

特定教育・保育
等を受けた場合
にかかる物品
の購入費用等
を助成する事業

実績値 件 33 32 30

○生活保護世帯を対象に、教育・保育にかかる実費負担額を助成し
ました。
　１号認定児童・・・給食副食費4,500円/月（上限）及び教材費等
2,500円/月（上限）
　２号認定・３号認定児童・・・教材費等2,500円/月（上限）

　④多様な主体の参入促進事業

令和4年度（2022年度）の事業実施内容

（2）社会福祉法人立の幼保連携型認定こども園に在籍する1号認定
障害児に対し、担当職員の人件費を補助しました。
（対象施設：1園）

（1）新規参入事業に対する相談・助言等巡回支援等
（2）特別支援：私学助成や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要な子ども
を認定こども園で受け入れるための職員の加配を促進するための事業

事業等の情報
提供、相談支
援、関係機関と
の連絡調整等
を行う事業

か所

◆特定型
・子育て給付課に子育て支援コーディネーターを2名配置。
・子育て支援コーディネーターを中心に窓口応対者全員で来庁者へ
の個別相談に乗る形で様々なアドバイスを実施しました。
・庄内公民館、千里文化センター「コラボ」の保護者向け子育て関連
イベントに出向き、制度に関する出張講義を実施しました。
◆基本型
・こども相談課（子育て支援センターほっぺ）に子育て支援コーディ
ネーター1名配置。
・子育て支援コーディネーター連絡調整会議を6回開催し、相談対応
から見えてくる地域の課題について話し合いました。
・転入者を対象としたWEB相談を実施しました。
◆母子保健型
・市内3つの保健センター（千里・中部・庄内）に子育て支援コーディ
ネーターを1名ずつ配置。
・母子健康手帳交付時に個別の支援プランを作成することにより支
援ニーズに応じた情報提供及び支援を行いました。

通常保育時間
を超えて保育を

行う事業

人
（人日）

○市内の認定こども園・保育所・地域型保育事業118か所（公立25、
民間94ヵ所）にて実施しました。

②実績値
1日平均

（延べ人日）

事業概要
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⑤放課後児童健全育成事業（放課後こどもクラブ） 各年5月1日時点

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

3,091 4,582 4,674 4,733 4,813

②実績値
（利用人数）

4,623 4,261 4,592

上記②のうち、
低学年

3,876 3,710 3,979

上記②のうち、
高学年

747 551 613

⑥子育て短期支援事業（ショートステイ事業）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

531 528 523 520 516

②実績値
延べ人数

282 286 210

⑦乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

3,416 3,379 3,334 3,289 3,246

②実績値 3,236 2,958 2,944

⑧養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

483 490 495 501 506

②実績値 826 813 1,081

令和4年度（2022年度）の事業実施内容

要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）機能
強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の
専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組みを実施
しました。

就労等を理由
に保護者が放
課後家庭に不
在の小学生を

対象に、小学校
等を利用して適
切な遊び及び
生活の場を提
供する事業

人

○保護者が昼間家庭にいない小学生4年生までの児童（支援の必
要な児童は6年生まで）に対し、各小学校内で「放課後こどもクラブ」
を運営しました。
○19時までの延長保育事業を実施（2014年11月～）
○土曜日の開設を通年毎週実施（2016年4月～）
〇民間事業者への補助制度の実績はありませんでした。

保護者の疾病
等を理由に、家
庭での養育が
一時的に困難
になった児童を
児童養護施設

等において一定
期間養育を行う

事業

人日

〇令和元年度から実施方法を変更し、トワイライトステイを包含し
て、日帰り型（7日以内/月）、宿泊型（6泊7日以内）として実施しまし
た。
○市内1か所、市外5か所の施設に委託実施しました。
　市内：社会福祉法人大阪水上隣保館翼
　市外：社会福祉法人大阪水上隣保館 遥学園
　　　　 社会福祉法人大阪水上隣保館 乳児院
 　　　　社会福祉法人済生会支部大阪済生会 大阪乳児院
　　　 　社会福祉法人大阪西本願寺 常照園
　　　　 社会福祉法人児童養護施設 松柏会  松柏学園

生後4か月まで
の乳児のいるす
べての家庭を訪
問し、子育て支
援に関する情報
提供や養育環
境等の把握を

行う事業

人

保育教諭、主任児童委員、保健師、助産師による訪問を実施しまし
た。
対象児童のいる3,095家庭のうち、2,944家庭に面談（面談率は
98.4％）しました。

【養育支援訪問
事業】

養育支援が特
に必要な家庭を
訪問して、養育
能力を向上させ
るための支援を

行う事業

人

〇子育てに不安や悩みのある家庭に保育教諭等が訪問し、育児相
談や子育てサービスの情報提供等を行いました。
〇支援が必要な妊産婦、新生児、乳幼児等に対し保健師や助産
師、社会福祉職等が家庭訪問を行い、個々の状況に応じた適切な
保健師指導や援助、受診勧奨などを行いました。（実績463件　延べ
1,081件）

事業概要

【子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業】
要保護児童対策地域協議会の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員
（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク間の連携強化を図る取り組みを実施する事業
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⑨地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター等）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（量の見込み）

人回 8,857 8,800 8,742 8,634 8,519

②計画値
（確保量）

か所 18 18 19 19 19

③実績値
（延べ利用組

数）
人回 3,414 1,453 1,218

④実績値 か所 18 18 19

⑩-Ⅰ　一時預かり事業<幼稚園型>（預かり保育）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

161,646 154,304 146,070 139,549 132,809

②実績値
延べ人数

109,732 118,247 128,638

⑩-Ⅱ　一時預かり事業<一般型>等（一時保育事業、ファミリー・サポート・センター事業<小学校就学前>、トワイライトステイ事業）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

人日 35,090 34,859 34,483 34,213 33,899

①のうち
一時保育

32,655 32,440 32,090 31,838 31,545

①のうち
ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ

事業<小学校就学前>
2,435 2,419 2,393 2,375 2,354

①のうち
ﾄﾜｲﾗｲﾄ･ｽﾃｲ

* * * * *

②実績値
延べ人数

人日 16,788 18,067 20,448

②のうち
一時保育

15,045
(定員

73,950）
16,360 19,092

②のうち
ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ

事業<小学校就学前>
1,743 1,707 1,356

②のうち
ﾄﾜｲﾗｲﾄ･ｽﾃｲ

* * *

地域において、
子育て相談や

情報発信、親子
が交流できる場
の提供等を行う

事業

○子育て支援センターほっぺ、地域子育て支援センター16か所、親
子の交流ひろば「さくらんぼひろば」で、親子でゆったり過ごせる環境
を提供しました。
○コロナ禍において、消毒・換気時間を設け、また人数制限を行い
ながら拠点を開放しました。
＜実績及び量の見込み＞月当たり延べ利用回数

幼稚園での通
常の就園時間
に加え、延長し
て預かる事業

人日
○公立こども園6か所、民間こども園21か所、私立幼稚園6か所にて
1号認定の児童に対して実施しました。

家庭において保
育を受けること
が一時的に困
難となった乳幼
児を一時的に
預かり、必要な
保護を行う事業

◆一時預かり（一般型）（一時保育）
（1）断続的一時保育・・・満1歳から小学校就学前児童で保護者が一
時的に保育が必要な場合、週3日を限度として預かる事業。民間保
育所、認定こども園等57か所で実施しました。（定員279名）
（2）緊急一時保育・・・保護者の疾病や介護、冠婚葬祭等緊急に保
育が必要な場合、12日間を限度として公立こども園、民間保育所等
25か所で実施しました。
※実績値及び定員にはポピンズキッズルームの緊急一時保育（一
時保育利用枠：定員8人×2か所）を含む。

◆ファミリー・サポート・センター・・・引き続き広報等により援助会員
の確保に努めました。
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⑪病児保育事業（病児・病後児保育）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

21,041 21,687 21,709 22,846 23,412

②実績値
延べ人数

21,058 24,129 33,170

②のうち
病児保育事業

1,114 1,888 1,420

②のうち
体調不良児対応

型
19,944 22,241 31,750

⑫子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業<小学校就学後>）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

542 543 544 545 546

②実績値
延べ人数

208 125 123

⑬妊婦に対する健康診査（妊婦健康診査）

事業概要 区分 単位
令和2年

度
令和3年度

令和4年
度

令和5年
度

令和6年
度 令和4年度（2022年度）の事業実施内容

①計画値
（確保量）

38,444 38,028 37,522 37,016 36,533

②実績値
延べ人数

41,457 39,363 37,967

●豊中市の教育・保育提供区域
区域

第１区域

第２区域

第３区域

妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成することで、安心して継続
的に妊婦健康診査を受診し、妊婦と胎児の健康管理をできるよう支
援しました。

◇　教育・保育提供区域とは

 子ども・子育て支援法第61条第２項にもとづき、地理的条件、人口、交通事情、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供す
るための施設の整備状況その他の条件を総合的に勘案し、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域として設定し
たもの。豊中市においては、小学校区を基本単位として下記のとおり３区域の設定を行っています。

小学校区

育児の援助を
行いたい者と援
助を受けたい者
が、相互に会員
となって、会員
同士が育児に
関する援助活
動を行う事業

人日
引き続き広報等により援助会員の確保に努めました。
会員登録していない保護者が会員や活動を気軽に知ることができる
よう、地域での交流会を1回開催しました。

保育所等で病
児・病後児を預

かる事業
人日

◆病児保育事業・・・市内3施設で実施しました（定員4人、6人、20
人）。

◆体調不良児対応型・・・看護師配置の保育所等65か所にて実施し
ました。

北丘、東丘、西丘、南丘、新田、新
田南、東泉丘、野畑、北緑丘、少
路、上野、東豊中、東豊台

桜井谷、桜井谷東、刀根山、大池、
蛍池、箕輪、克明、桜塚、南桜塚、
熊野田、泉丘

緑地、寺内、北条、小曽根、高川、
豊南、原田、豊島、豊島北、豊島
西、中豊島、野田、島田、庄内、庄
内南、庄内西、千成

妊婦に対する健
康診査を行う事

業
人回
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≪令和4年度（2022年度）≫

（1）園児数 （2）認可定員（私学助成園）・利用定員（新制度園）

第１区域 第２区域 第３区域 合計 第１区域 第２区域 第３区域 合計

新制度の幼稚園 436 430 218 1,084 新制度の幼稚園 465 610 225 1,300

新制度の認定こども園 770 1,115 670 2,555 新制度の認定こども園 1,111 1,328 919 3,358

従来制度の幼稚園 487 368 415 1,270 従来制度の幼稚園 925 565 1,210 2,700

新制度の幼稚園 6 合計 2,501 2,503 2,354 7,358

新制度の認定こども園 80 2,041 2,471 1,780 6,292

従来制度の幼稚園 339

新制度の幼稚園 16 2 9 27

新制度の認定こども園 172 10 24 206

従来制度の幼稚園 38 135 379 552

合計（本市児童） 1,693 1,913 1,303 5,334

2,154 1,700 1,615 5,469

≪令和5年度（2023年度）≫

（1）園児数 （2）認可定員（私学助成園）・利用定員（新制度園）

第１区域 第２区域 第３区域 合計 第１区域 第２区域 第３区域 合計

新制度の幼稚園 171 394 213 778 新制度の幼稚園 240 520 225 985

新制度の認定こども園 1,029 1,004 625 2,658 新制度の認定こども園 1,449 1,237 870 3,556

従来制度の幼稚園 328 375 402 1,105 従来制度の幼稚園 570 565 1,210 2,345

新制度の幼稚園 9 合計 2,259 2,322 2,305 6,886

新制度の認定こども園 81 1,957 2,403 1,694 6,054

従来制度の幼稚園 290

新制度の幼稚園 11 6 9 26

新制度の認定こども園 190 8 26 224

従来制度の幼稚園 215 121 308 644

合計（本市児童） 1,528 1,773 1,240 4,921

2,012 1,633 1,571 5,216【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量）

本
市
児
童

市
内
園

市
内
園

他
市
園

【参考】計画値
（利用定員確保量）

他
市
児
童

市
内
園

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量）

児童数（実績値） 確保量（実績値）

令和5年（2023年）5月1日現在 令和5年（2023年）5月1日現在

他
市
児
童

市
内
園

児童数（実績値） 確保量（実績値）

令和4年（2022年）5月1日現在 令和4年（2022年）5月1日現在

本
市
児
童

市
内
園

市
内
園

他
市
園

【参考】計画値
（利用定員確保量）
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≪令和4年度（2022年度）≫

◆２号認定 単位：人　

（1）児童数（認定者数・園児数） （2）利用定員

第１区域 第２区域 第３区域 合計

２号認定者数（本市児童） 1,629 1,782 1,676 5,087 第１区域 第２区域 第３区域 合計

　保育所（通園児童数） 199 398 344 941 保育所 195 375 338 908

　認定こども園（〃） 1,380 1,296 1,289 3,965 認定こども園 1,330 1,242 1,346 3,918

　地域型保育給付事業 0 47 0 47 地域型保育給付事業 0 42 0 42

　他市委託（〃） 1 6 1 8 合計 1,525 1,659 1,684 4,868

合計 1,580 1,747 1,634 4,961

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量） 1,744 1,626 1,683 5,053

◆３号認定（1・2歳児）

（1）児童数（認定者数・園児数） （2）利用定員

第１区域 第２区域 第３区域 合計

３号(１・２歳）認定者数 1,146 1,416 1,130 3,692 第１区域 第２区域 第３区域 合計

　保育所（通園児童数） 367 720 296 1,383 保育所 338 684 275 1,297

　認定こども園（〃） 539 469 496 1,504 認定こども園 518 465 470 1,453

　地域型保育給付事業（〃） 79 81 56 216 地域型保育給付事業 72 102 52 226

　家庭保育所（〃） 16 8 8 32 家庭保育所 14 8 7 29

　認可外保育施設運営支援

　事業適用事業所等（〃） 0 23 24 47 認可外保育施設運営支援
事業適用事業所等 0 24 28 52

　他市委託（〃） 3 1 6 10 合計 942 1,283 832 3,057

合計 1,004 1,302 886 3,192

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量） 1,094 1,084 1,152 3,330

◆３号認定（０歳児）

（1）児童数（認定者数・園児数） （2）利用定員

第１区域 第２区域 第３区域 合計 第１区域 第２区域 第３区域 合計

３号(０歳）認定者数 211 259 254 724 保育所 95 167 77 339

　保育所（通園児童数） 57 134 83 274 認定こども園 127 79 101 307

　認定こども園（〃） 110 74 86 270 地域型保育給付事業 13 26 11 50

　地域型保育給付事業（〃） 7 15 10 32 家庭保育所 5 4 2 11

　家庭保育所（〃） 2 2 1 5 認可外保育施設運営支援
事業適用事業所等 0 0 0 0

　認可外保育施設運営支援

　事業適用事業所等（〃） 0 0 0 0 合計 240 276 191 707

　他市委託（〃） 0 0 4 4

合計 176 225 184 585
■保育利用率（0～5歳）

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量） 216 214 222 652 保育利用率
（=　B/A　)

０～5歳
児童数（A)

認定者数
（２号・３号）

利用定員
（２号・３号）

通園児童数
（２号・３号）

（B)

42.07% 20,770 人 9,503 人 8,632 人 8,738 人

■保育利用率（３号認定）

保育利用率
（=　B/A　)

０～２歳
児童数（A)

認定者数
（３号）

利用定員
（３号）

通園児童数
（３号）（B)

38.19% 9,891 人 4,416 人 3,764 人 3,777 人

３号（０歳）児童数（実績値） ３号（０歳）確保量（実績値）

令和4年（2022年）5月1日現在 令和4年（2022年）5月1日現在

３号（1・2歳）児童数（実績値）

令和4年（2022年）5月1日現在 ３号（1・2歳）確保量（実績値）

令和4年（2022年）5月1日現在

２号児童数（実績値）

令和4年（2022年）5月1日現在 ２号確保量（実績値）

令和4年（2022年）5月1日現在
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≪令和5年度（2023年度）≫

◆２号認定 単位：人　

（1）児童数（認定者数・園児数） （2）利用定員

第１区域 第２区域 第３区域 合計

２号認定者数（本市児童） 1,665 1,830 1,804 5,299 第１区域 第２区域 第３区域 合計

　保育所（通園児童数） 139 436 324 899 保育所 129 411 346 886

　認定こども園（〃） 1,467 1,308 1,400 4,175 認定こども園 1,403 1,263 1,383 4,049

　地域型保育給付事業 0 48 0 48 地域型保育給付事業 0 42 0 42

　他市委託（〃） 2 1 4 7 合計 1,532 1,716 1,729 4,977

合計 1,608 1,793 1,728 5,129

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量） 1,828 1,694 1,730 5,252

◆３号認定（1・2歳児）

（1）児童数（認定者数・園児数） （2）利用定員

第１区域 第２区域 第３区域 合計

３号(１・２歳）認定者数 1,142 1,451 1,177 3,770 第１区域 第２区域 第３区域 合計

　保育所（通園児童数） 367 720 275 1,362 保育所 344 699 264 1,307

　認定こども園（〃） 546 470 519 1,535 認定こども園 546 465 504 1,515

　地域型保育給付事業（〃） 79 108 57 244 地域型保育給付事業 72 100 52 224

　家庭保育所（〃） 9 0 7 16 家庭保育所 7 0 7 14

　認可外保育施設運営支援

　事業適用事業所等（〃） 0 21 26 47 認可外保育施設運営支援
事業適用事業所等 0 24 28 52

　他市委託（〃） 1 2 12 15 合計 969 1,288 855 3,112

合計 1,002 1,321 896 3,219

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量） 1,093 1,101 1,165 3,359

◆３号認定（０歳児）

（1）児童数（認定者数・園児数） （2）利用定員

第１区域 第２区域 第３区域 合計 第１区域 第２区域 第３区域 合計

３号(０歳）認定者数 187 240 231 658 保育所 95 167 70 332

　保育所（通園児童数） 57 115 75 247 認定こども園 130 79 113 322

　認定こども園（〃） 90 76 89 255 地域型保育給付事業 13 26 11 50

　地域型保育給付事業（〃） 8 14 10 32 家庭保育所 2 0 2 4

　家庭保育所（〃） 0 0 2 2 認可外保育施設運営支援
事業適用事業所等 0 0 0 0

　認可外保育施設運営支援

　事業適用事業所等（〃） 0 0 0 0 合計 240 272 196 708

　他市委託（〃） 0 0 1 1

合計 155 205 177 537
■保育利用率（0～5歳）

【参考】計画値（ﾆｰｽﾞ量） 221 215 223 659 保育利用率
（=　B/A　)

０～5歳
児童数（A)

認定者数
（２号・３号）

利用定員
（２号・３号）

通園児童数
（２号・３号）

（B)

44.17% 20,117 人 9,727 人 8,797 人 8,885 人

■保育利用率（３号認定）

保育利用率
（=　B/A　)

０～２歳
児童数（A)

認定者数
（３号）

利用定員
（３号）

通園児童数
（３号）（B)

39.75% 9,449 人 4,428 人 3,820 人 3,756 人

３号（０歳）児童数（実績値） ３号（０歳）確保量（実績値）

令和5年（2023年）5月1日現在 令和5年（2023年）5月1日現在

３号（1・2歳）児童数（実績値）

令和5年（2023年）5月1日現在 ３号（1・2歳）確保量（実績値）

令和5年（2023年）5月1日現在

２号児童数（実績値）

令和5年（2023年）5月1日現在 ２号確保量（実績値）

令和5年（2023年）5月1日現在
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２．地域子ども・子育て支援事業　教育・保育提供区域ごとの実績

⑩-Ⅰ一時預かり事業＜幼稚園型＞　

単位：人日　（年間延べ人数）

第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域

56,527 55,733 49,386 54,042 52,419 47,843

73,943 68,845 36,502 56,527 55,733 49,386 55,877 53,065 27,257 54,042 52,419 47,843

③（②-①）過不足 0 0 0 0 0 0

第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域

50,046 49,867 46,157 46,747 47,902 44,900

71,440 69,700 39,396 50,046 49,867 46,157 70,641 66,281 45,333 46,747 47,902 44,900

③（②-①）過不足 0 0 0 0 0 0

第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域 第１区域 第２区域 第３区域

43,774 45,849 43,186

43,774 45,849 43,186

③（②-①）過不足 0 0 0

2019年度（実績値） 2020年度（計画値） 2020年度（実績値） 2021年度（計画値）

2022年度（実績値） 2023年度（計画値）

①量の見込み

②確保方策・実績

①量の見込み

②確保方策・実績

2021年度（実績値） 2022年度（計画値）

①量の見込み

②確保方策・実績

備考 認定こども園及び新制度の私立幼稚園及び従来制度の幼稚園　合計43園で実施。

2023年度（実績値） 2024年度（計画値） 2024年度（実績値）
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（１）放課後こどもクラブ及び地域子ども教室の運営 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：豊中市教育委員会事務局学び育ち支援課調べ  

※1 地域子ども教室：学校や公共施設を活用して、安心・安全な居場所（活動拠点）を設け、子どもたちが 

        放課後や週末等に地域の大人と交流しながらスポーツや文化活動など様々な体験活動を行っている。 

※   平成 16年度（2004年度）から平成 18年度（2006年度）は国委託事業。平成 19年度（2007年度）からは

国・府の補助事業、平成 24 年度（2012 年度）からは国の補助事業となり、小学校を中心に事業展開を図

るなど制度変更あり。 

Ⅶ．学校を拠点とした放課後の子どもの居場所 

づくりの充実（新・放課後子ども総合プラン★） 

資料：豊中市教育委員会事務局学び育ち支援課調べ（各年 5 月 1 日現在） 

 

   

とよなか地域子ども教室（※1）の状況

2018 2019 2020 2021 2022

40 40 39 38 39

110,078 102,427 14,003 17,392 39,387

87,249 80,958 11,122 14,005 31,515

22,829 21,469 2,881 3,387 7,872延べ参加者数（大人：人）

年　度

箇　所　数（カ所）

延べ参加者数（総数：人）

延べ参加者数(子ども：人）
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（２）両事業の一体型運営の取組み 

 地域子ども教室につきましては、各小学校区において、地域のボランティアにより安全・安心な

居場所づくりとして、学習やスポーツ、文化活動など地域の特性を活かした取組みが行われました。

活動を通じて子どもたちが地域の大人たちと交流し、地域でのつながりづくりの機会となりました。 

学校を拠点とした地域社会全体で子どもたちの学びや育ちを支える環境づくりを推進するために、

地域子ども教室と関連する、放課後こどもクラブ事業、放課後等の児童の居場所づくり事業の連携、

効果的な組み合わせを検討することにより、子どもたちの居場所の充実を進めます。 

 

（３）放課後等の児童の居場所づくり事業 

すべての就学児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、各校

に見守り員を配置し、授業終了後の校庭開放事業を実施しました。また、三季休業（春・夏・冬休み）

期間の校庭開放を開始する等、実施日を拡充し、居場所の充実を図りました。今後、全校実施に向け取

り組んでいきます。 

 

■放課後等の児童の居場所づくり事業実施校（小学校） 

 

2016 年度 大池 

2017 年度 大池、野畑、西丘 

2018 年度 大池、野畑、西丘、寺内 

2019 年度 大池、野畑、西丘、寺内 

2020 年度 大池、野畑、西丘、寺内、豊島西、桜井谷、東丘、高川、刀根山、新田南 

2021 年度 大池、野畑、西丘、寺内、豊島西、桜井谷、東丘、高川、刀根山、新田南 

2022 年度 大池、野畑、西丘、寺内、豊島西、桜井谷、東丘、高川、刀根山、新田南 
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4 

づくりの充実（新・放課後子ども総合プラン 

（１）関係機関との連携による相談体制及び情報発信の充実 

福祉事務所、くらし支援課並びにハローワークと連携して就労の相談を実施しています。ひとり親

家庭の就労相談を行ったうえで自立支援プログラムを作成し、市役所内の常設ハローワーク窓口につ

なぐことで、きめ細かな支援を行いました。令和４年度（20２2年度）は児童扶養手当現況届受付時

に、相談が必要と思われる人へ相談窓口を積極的に案内する取組みをしました。 

ひとり親家庭相互の交流及び各種相談、生活指導及び生業指導等を行う施設である母子父子福祉セ

ンターでは、センター職員による日常生活における悩み全般の相談に加え、弁護士による法律相談と

専門相談員による養育費や面会交流の取り決めに関する相談を行っています。特に弁護士相談では、

夜間、土曜日の対応も行っており、令和 4年（2022 年）９月から養育費請求に関する弁護士費用補

助のための事前相談を開始しており、ひとり親家庭の支援拠点として機能の充実を図っています。ま

た、レクリエーション事業は、クリスマス会や母と子のバスツアーなどを感染症対策を行いながら開

催し、116人の参加者がありました。 

 

■令和 4年度（2022年度） 母子父子福祉相談（母子父子福祉センター）延べ 262件の内訳■ 

相談種別 
ひとり親家庭の悩み全般 

(月曜～金曜) 

弁護士による法律相談 

(第 2･4 水曜、第 1・3 土曜) 

専門相談員による相談 

(第 3木曜) 

件数 195 件 39件 28件 

 

（２）就業支援 

令和4年度（2022年度）の職業訓練中の生活費を支援する高等職業訓練促進給付金は延べ139件、

訓練経費を支援する自立支援教育訓練給付金は 3件の給付を行い、ひとり親の経済的自立に効果的な資

格の取得や技能の習得を支援しました。 

児童扶養手当の手続き等の機会をとらえた母子父子自立支援員の就労相談の他、ハローワークや地域

就労支援センターと連携し、ひとり親家庭の生活状況・就労ニーズに応じた自立支援プログラムを 22

件策定しました。 

また、母子父子福祉センターにおいて日商簿記検定試験３級取得講座や介護職員初任者研修等の就労

支援講座を実施し、延べ 431 人の参加がありました。 

 

（３）子育て・生活支援 

ひとり親家庭の方、離婚前の方に対して、専門的知識を有する母子・父子自立支援員が相談に応じ、

生活の安定、自立に必要な情報提供や支援を行いました。 

疾病や冠婚葬祭などの社会的事由や、技能習得のための通学などの自立促進に必要な事由が生じた

Ⅷ．ひとり親家庭への支援の充実 

（ひとり親家庭等自立促進計画） 
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世帯へのヘルパー派遣に加え、子育て支援として平成 29 年（２０１７年）８月から実施しているフ

ァミリー・サポート・センター利用料を補助する事業により、ひとり親家庭の仕事と家庭の両立を支

援しました。 

 ■母子・父子自立支援員相談■ 令和４年度（2022年度）実績 

内 容 件 数 

生活一般（就労・家庭紛争・住宅等） ５１４件 

児童（養育教育等） ３８件 

生活援護（貸付・児童扶養手当等） ６１６件 

その他（母子生活支援施設等） ５件 

合計 １，１７３件 

 

■ひとり親家庭等日常生活支援事業■ 令和４年度（2022年度）実績 

利用区分 
利用者の負担額 

※所得の状況に応じて異なる 

利用 

世帯数 

延べ 

利用回数 

① 子育て支援（ファミサポ利用料の補助） 

【実施場所】家庭生活支援員★の居宅 

（２時間以上から時間単位での利用） 

１時間あたり 

０円～150円 
５世帯 １７回 

② 生活援助（ヘルパー派遣） 

【実施場所】利用者の居宅 

（１時間以上から時間単位での利用） 

１時間あたり 

０円～300円 
２世帯 5回 

《利用（例）》技能習得のための通学や就職活動、疾病、事故等、冠婚葬祭や出張、学校等の行事のとき 

離婚等生活環境の激変、残業等就業上の事由（所定内労働時間を除く。小学生までの子を養育する場合） 

 

（４）経済的支援・養育費の確保  

母子父子寡婦福祉資金貸付金については、文部科 

学省の制度である給付型の奨学金や減免制度の充実 

により、貸付件数は減少傾向となっています。8月 

の児童扶養手当の現況届提出時に高校の最終学年に 

あたる児童がいるひとり親に対して、貸付相談を案 

内する等、制度の周知を行いました。 

新型コロナウイルス感染症や物価高騰に対する経 

済的支援として国制度の低所得の子育て世帯に対す 

る子育て世帯生活支援特別給付金（子ども一人あた 

り 5万円）をひとり親家庭に給付しました。  

養育費確保のための取組として令和 4年（2022年）９月から拡充事業として養育費請求に関する

弁護士費用補助を開始し、２件の利用がありました。また、公正証書や調停調書または確定判決にか

かる書類取得費用を補助する公正証書等作成促進補助金は 34件の利用がありました。 

 

 
新規(件) 継続(件) 合計(件) 

201８年度 8 22 30 

2019 年度 6 26 32 

2020 年度   5 15 20 

202１年度   1 14 15 

  2022 年度 1 8 ９ 

 ■母子父子寡婦福祉資金貸付事業■ 

2018年度～2022年度貸付実績 

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。 
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 （５）子どもへの支援 

ひとり親家庭の中高生を対象とした学習支援教室を母子父子福

祉センターで実施し、延べ５７９人が参加しました。 

また、専門学校等の推薦入試を受験する子どもの学費について

貸付相談等の時間的余裕ができるよう、奨学金制度の説明会を６

月に実施しました。 

 

 

 

学習支援教室の様子 

 拡充事業 
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（１）子どもの居場所づくり 

「Ⅳ．重点施策の事業実施状況 １．子どもの居場所づくり」《８ページ》に記載しています。 

（２）一人ひとりの育ちにあわせた相談支援 

「Ⅳ．重点施策の事業実施状況 ２．一人ひとりの育ちにあわせた相談支援」《1１ページ》に記載し 

ています。 

（３）必要な支援を届ける環境づくり 

「Ⅳ．重点施策の事業実施状況 ３．必要な支援を届ける環境づくり」《1８ページ》に記載していま 

す。 

（４）総合的かつ重層的な施策展開 

・子育ち・子育て支援施策に関する小・中・高校生へのヒアリングで、興味のある体験活動やその

効果的な周知方法について把握しました。 

・「子どもの視点、子育て当事者の視点に立った市のこども施策について考える」をテーマに本施策

に関連する実務担当者研修会を実施し、子どもの居場所づくりなどの重点施策について周知する

とともに、子どもの権利を軸とした豊中市のこども施策の推進について学びました。 

・子どもの居場所の取り組み状況の調査への協力や他自治体等が主催するセミナー等での事業報告

により、課題解決に向けた国・府・市の連携を深めるとともに、他市町村等の情報を把握しまし

た。 

・国・府の基金や食材提供に関する情報を子どもの居場所団体へ周知しました。 

 

●国の大綱に即した総合的な取組み 

（1）教育の支援 学習支援・就学支援・不登校支援等 

（2）生活の支援 くらし再建パーソナル事業・ひとり親家庭等日常生活支援事業等 

（3）保護者に対する就労の支援 地域就労支援事業・ひとり親家庭自立支援給付金等 

（4）経済的支援 児童扶養手当・医療費助成等 

（5）その他 学習会など 

 

 

 

 

 

Ⅸ．子どもの未来応援施策の推進 

（子どもの貧困対策計画） 
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■成果（アウトカム）指標と活動（アウトプット）指標 

※1 「当てはまる」「どちらかといえば、あてはまる」の合計 

※2 令和 2年度（2020年度） 全国学力学習状況調査実施なし。 

 

■子どもの状況を把握するための指標 
  

指 標 単位 
令和元年度 

（2019 年度） 

令和 2 年度 令和 3 年度 

（2021年度） 

令和 4年度 

(2022 年度) （2020年度） 

状況 
就学援助率 

（上段：小学校、下段：中学校） 
％ 

12.4  12.7  12.1 11.6 

15.4  16.2  14.6 13.7 

状況 
生活保護世帯に属する子どもの進学率 

（上段：高等学校等、下段：大学等） 
％ 

95.7  93.8  96.3 93.5 

56.6  60.9  49.2 43.0 

状況 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退

率 

％ 5.0  1.6  0.9 2.7 

状況 
児童扶養手当の受給状況 

（上段：受給資格者数、下段：受給者数） 
人 

3,096  3,035  2,961 2,873 

2,659  2,559  2,483 2,389 

状況 生活保護世帯のうち、0～18 歳児童のいる世帯 世帯 624  576  536 506 

状況 
生活保護世帯の状況（上段；0～18 歳の児童数、

下段：全児童数に占める割合） 

人 1,122  1,005  923 873 

％ 1.58  1.43  1.47 1.26 

 

指標 単位 
令和元年度 

（2019 年度） 

令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

(2022 年度) 
目標 

（2020年度） （2021年度） 

成果 
「自分には良いところがある」と回答した子どもの割合

※1（上段：小学生、下段：中学生） 
％ 

78.2 ※2 74.7  77.6 
増加 

 71.8 ※2 73.2  74.7 

活動 

スクール・ソーシャル・ワーカーによる対応実績のある

学校数（定期的派遣及び事案対応派遣の合計）（上

段：小学校、下段：中学校） 

校 
26 27  33  41 

増加  

4 6  3  3 

成果 スクール・ソーシャル・ワーカーによる事案解消率 ％ 54.6 53.1  53.2 53.1 増加 

成果 
朝食を毎日食べている子どもの割合※1 

（上段：小学生、下段：中学生） 
％ 

94.9 ※2  94.5 93.6 
増加 

91.0 ※2  91.4 90.4 

成果 
「今住んでいる地域の行事に参加している」子どもの

割合※1（上段：小学生、下段：中学生） 
％ 

56.3 ※2  43.5 49.6 
増加 

36.9 ※2  28.7 28.7 

活動 民生委員・児童委員の子どもに関する相談件数 件 5,126 1,664  1,564 3,365 維持 

活動 
母子・父子福祉相談件数（悩み全般、法律相談、専門

相談） 
件 265 346  345 355 増加 

活動 
地域就労支援事業のひとり親の就労支援の実績（上

段：新規相談者数、下段：就職者数） 
人 

27 41 17 26 
維持 

3 18 16 13 

活動 
ひとり親家庭の親の就労支援の実績（自立支援給付

金事業、自立支援プログラム策定事業等） 
人 30 27  36 37 増加 
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施策の進行状況を評価するための指標です。 

成果（アウトカム）指標と活動（アウトプット）指標があります。 

 

施策の柱 1 子育ち支援 

※1 「あてはまる」「ややあてはまる」の合計 

※2 「とよなかっ子ダイヤル」と「とよなかっ子ライン（令和 2年（2020年）8月開設）」の合算。 

 

施策の柱 2 子育て支援 

指 標 単位 
令和元年度 

（2019年度） 

令和 2年度 

（2020年度） 

令和 3年度 

(2021年度) 

令和 4年度 

（2022年度） 

目標値 

（最終年度） 

成果 

自分のことを好きだと思う子どもの割合※1 

（上段：小学生、中段：中学生、下段：高校生相

当年齢）（出典：ニーズ調査 5年毎に実施） 

％ -  - 

  65.0 

- - 60.0 

  50.0 

１－１ 保育及び教育環境の充実   

成果 
教育・保育環境が充実しているまちだと思う市民

の割合（出典：市民意識調査 2年毎に実施） 
％ 40.7 - 46.5 - 50.0 

１－２ 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供   

活動 子どもの社会参加事業数 事業 40 40 40 41 44 

１－３ 子どもの居場所づくり 

活動 
重点施策１ 子どもの居場所がある小学校区数 

（子ども食堂や無料・低額の学習支援等） 
校区 18 11 16 22 全校区 

活動 
重点施策３ ひとり親家庭学習支援事業の参加

者数 

人 
841 655 736 579 増加 

１－４ 子どもの悩みや不安に対する相談及び支援 

活動 重点施策２ 子どもからの相談件数※2 件 386 356 885 1362 増加 

活動 

重点施策３ 国際交流センターの子どもサポート

事業（多文化子ども保育、子ども母語、サンプレ

イス）の参加者数 （上段：子どもの各延べ人

数、下段：ボランティアの各延べ人数） 

人 

620 227 264 461 650 

526  299 318 363 600 

指 標 単位 
令和元年度 

（2019年度） 

令和 2年度 

（2020年度） 

令和 3年度 

（2021年度） 

令和 4年度 

（2022年度） 

目標値 

（最終年度） 

成果 

子育てを楽しいと感じる保護者の割合※3（上

段：就学前、下段：小学生）（出典：ニーズ調査 

5年毎に実施） 

％ -  - - - 

95.0 

93.0 

  

Ⅹ．評価指標 
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※3「楽しいと感じることの方が多い」「楽しいと感じることとつらいと感じることが同じくらい」の合計 

※4「感じる」「まあまあ感じる」の合計 

 

 

施策の柱 3 安心・安全なまちづくり 

指 標 単位 
令和元年度 

（2019年度） 

令和 2年度 

（2020年度） 

令和 3年度 

（2021年度） 

令和 4年度 

（2022年度） 

目標値 

（最終年度） 

成果 
豊中市は子どもにとって住みやすいと感じる保

護者の割合※5（上段：就学前、下段：小学生） 
％ -  - - - 

75.0 

75.0 

成果 16歳未満の子どもに対する刑法犯認知件数 件 42 48 79 98 減少 

成果 市内の交通事故数（子どもが関わる事故）※6 件 38 34 31 40 0 

２－１ 地域の子育て環境の整備   

成果 

身近なところに、日頃から親子づれで交流でき

る場所があると思う市民の割合（出典：市民意

識調査 2年毎に実施） 

％ 40.7 - 46.5 - 50.0 

活動 
地域子育て支援事業実施個所の割合（就学前

施設） 

％ 
100 100 100 100 100 

２－２ 子育てに必要な情報提供等   

活動 
重点施策 2 利用者支援窓口の相談件数 

（母子保健型から各機関への連携数） 
件 25 113 131 158 増加 

 重点施策 2 乳児家庭全戸訪問事業面談率 ％ 97.1 97.1 97.3 98.4 100 

２－３ 保護者の悩みや不安に対する相談及び支援 

成果 
子育てに不安や負担を感じる保護者の割合 

（上段：就学前、下段：小学生） 
％ - - - - 

35.0 

35.0 

活動 
重点施策３ 母子父子福祉センター相談対応件

数 

件 
265 346 345 262 

増加 

活動 
重点施策３ こども療育相談対応件数（延べ件

数） 

件 
1,695 1,279 1,904 2040 

増加 

２－４ 子育てと仕事の両立の推進 

成果 

家庭における「仕事」と「仕事以外の生活」のバ

ランスがとれていると感じる保護者の割合※4

（上段：就学前、下段：小学生） 

％ - - - - 

50.0 

60.0 

成果 保育所等の待機児童数（４月１日） 人 0 0 0 9 0 
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３－１ 生活環境、保健・医療体制等の整備   

成果 妊娠届が満 11週までに提出される割合 ％ 96.9 97.8 97.8 97.6 100 

活動 
重点施策 2 妊産婦乳幼児等電話面接相談対

応件数 

件 
14,210 19,138 20,151 20975 増加 

活動 
乳幼児健康診査受診率（上段：4か月児、中段：

1歳 6か月児、下段：3歳 6か月児） 
％ 

97.1 95.2 97.1 97.0   

100 96.7 93.2 96.8 98.1 

92.5 92.6 93.6 95.1 

３－２ 子どもの安全確保 

活動 子どもの安全見守り隊隊員数★ 人 3,615 3,595 3,461 3,420 維持 

※5「たいへん住みやすい」「まあ住みやすい」の合計 

※6期間は「年：1月～12月」 

 



令和5年（2023年）4月1日現在

都 市 活 力 部 魅 力 文 化 創 造 課 文化芸術センター、ローズ文化ホール、 伝統芸能館、市民ギャラリー

令和5年度（2023年度）　豊中市組織機構図　（抜粋）

市　長
　　　　　　　　　所　管　施　設　等

( 危 機 管 理 監 ) 危 機 管 理 課

都 市 経 営 部
デ ジ タ ル 戦 略 課

副市長

環 境 部 ゼ ロ カ ー ボ ン シ テ ィ 推 進 課 環境交流センター
公 園 み ど り 推 進 課 花とみどりの相談所

(資源循環長)

ふれあい緑地少年野球場）、庭球場５か所（豊島公園、千里東町公園、
野畑、ふれあい緑地、グリーンスポーツセンター）、球技場３か所
（二ノ切少年、グリーンスポーツセンター、ふれあい緑地）

産 業 振 興 課

( 会 計 管 理 者 )

美 化 推 進 課

健 康 危 機 対 策 課

保健センター（中部、庄内、千里）

市 民 協 働 部 コ ミ ュ ニ テ ィ 政 策 課

く ら し 支 援 課 生活情報センターくらしかん、豊中しごと・くらしセンター

市民公益活動支援センター

コ ロ ナ 健 康 支 援 課

福 祉 部 地 域 共 生 課 地域共生センター、火葬場

障 害 福 祉 課 障害福祉センターひまわり

家 庭 ご み 事 業 課

財 務 部 固 定 資 産 税 課

( こ ど も 家 庭 支 援 監 ) はぐくみセンター

健 康 医 療 部

（ 公 財 ） と よ な か 国 際 交 流 協 会

（ 公 社 ） シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー

（ 社 福 ） 豊 中 市 社 会 福 祉 協 議 会

学 校 給 食 課

教育センター教 職 員 課
児 童 生 徒 課

小学校38校　中学校16校　義務教育学校1校
選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局

豊 中 市 伊 丹 市 ク リ ー ン ラ ン ド

管理者 管理者：豊中市長

学 校 教 育 課

給食センター（原田南、走井）（ 教 育 政 策 監 ）

（ 事 務 局 長 ） 再 資 源 ・ 搬 入 課
副管理者 事      務      局 副管理者：伊丹市長

保 健 安 全 課

（保険長）
保 険 相 談 課

こ ど も 未 来 部 こ ど も 政 策 課

こ ど も 事 業 課 こども園24か所
子 育 て 給 付 課 母子父子福祉センター

都 市 計 画 推 進 部 住 宅 課

（ 事 務 局 長 ） 学 務 保 健 課
青少年交流文化館いぶき、青少年自然の家、 郷土資料館、螢池青少年運動広場、

読 書 振 興 課
図書館８館（岡町、庄内、千里、野畑、東豊中、服部、高川、螢池）

上 下 水 道 事 業 管 理 者 上 下 水 道 局

社 会 教 育 課

医 療 支 援 課

福 祉 事 務 所

消 防 局 救 急 救 命 課
予 防 課

市 立 豊 中 病 院 事 業 管 理 者 市 立 豊 中 病 院

教 育 委 員 会
教 育 総 務 課

教育長 事      務      局 学 校 施 設 管 理 課

都 市 基 盤 部 交 通 政 策 課
基 盤 整 備 課

こ ど も 支 援 課
こ ど も 安 心 課

お や こ 保 健 課

都 市 計 画 課
都 市 整 備 課

学 び 育 ち 支 援 課

　注１ 斜体の施設は指定管理者制度を導入しているもの
　注２ 「（　）」内の施設は、複数の組織に所属する施設
　注３ 「[　]」の施設は、休館中の施設

（中央公民館、螢池公民館、螢池図書館）
千里文化センター（千里公民館、千里図書館、千里保健センター、
新千里出張所）
庄内コラボセンター（庄内公民館、庄内図書館、庄内保健センター、
子育て支援センターほっぺ南部分室、庄内出張所）

子育て支援センター

児童発達支援センター

公民館４館（中央、螢池、庄内、千里）、ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗｻﾞ2か所（中豊島、大池）

経 営 戦 略 課

地 域 連 携 課

人 権 政 策 課 とよなか男女共同参画推進センターすてっぷ、とよなか国際交流センター
人権平和センター

ス ポ ー ツ 振 興 課 体育館４館（豊島、柴原、庄内、千里）、武道館ひびき、
高川スポーツルーム、温水プール2か所（二ノ切、豊島）
野球場４か所（大門公園、豊島公園、千里北町公園、

広 報 戦 略 課

[ 児 童 相 談 所 開 設 準 備 チ ー ム PT]

Ⅺ．事業一覧

◆令和2年度（2020年度）から令和6年度（2024年度）までの事業の実施状況を、施策の柱ごとに掲載しています。

（施策体系については4ページ参照）

◆事業の実施状況の項目における分類については以下のとおりです。

「新規」新しく事業を開始するもの 「拡充」対象者や規模の拡大等、例年に比べて内容を充実させて実施するもの

「継続」例年どおり実施するもの 「完了」事業目標の達成や他の事業との統合等により、事業を廃止するもの

◆「子どもの社会参加促進の促進に関わる事業実施状況」に関連する事業は一覧に示しています。

◆「豊中市子どもの未来応援施策に関する基本的な考え方」に関連する事業には支援の種類を表記しています。《45ページ参照》

◆所管部署については、以下の機構図（関係機関のみ抜粋）をご参照ください。
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関連事業の事業実施状況

所管部署

課(施設)
出
産
前

０
～

２
歳

３
～

５
歳

小
学
生

中
学
生

高
校
生

相
当
年
齢

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

施策の柱１－１　保育及び教育環境の充実

1-1 1 公立こども園整備事業

公立こども園の4つの機能を果たし、老朽化の解
消や安心・安全な教育・保育環境を整え、子ども
たちが自分らしく過ごし、夢を育めるような施設
づくりを行うため、『「夢はぐくむ」公立こども
園整備計画（平成30年9月策定）』及び「公立こ
ども園再整備計画（前期）（令和2年1月策定）」
に基づき、整備を進めます。

こども事業課 ○ ○
新
規

継
続

継
続

継
続

1-1(1)
1-1(2)

1-1 2 就学前施設教職員研修

公私立こども園、民間保育所(園)、私立幼稚園、
児童発達支援センター等、豊中市の就学前施設の
教職員対象に、研修を行い、教育･保育の質を高
めます。

こども事業課 〇 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 3 ●
人権尊重に根ざした保育の
推進

豊中市人権保育基本方針を中心に、子どもの生活
実態をふまえ、さまざまな人権問題の解決をめざ
した総合的な取組みをいっそう推進します。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 4
豊中市立こども園教育・保
育研究会

こども園教員の専門性の向上を図るとともに、将
来的展望に立った教育・保育を追求します。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 5 保育アドバイザー派遣事業

公立こども園の保育内容の充実を図るため、保育
教諭等の資質向上と乳幼児理解の深化をめざしま
す。
また、研究保育を行い、指導助言を受けます。教
育・保育内容や協議会は公開とし、関係機関へ発
信します。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 6
遊びのボランティア紹介事
業

遊びの場面などで、さまざまな技能や専門性を
もった地域人材の登用と活用を図り、開かれた園
づくりを推進します。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 7
公立こども園教育の自己評
価

公立こども園が地域の幼児教育センター的役割を
担うため、教育内容や環境などについて、自己評
価を行い、公立こども園の教育の充実、教員の資
質の向上を図ります。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 8 公立こども園評議員会

園や地域の実情に応じて、園運営に関し、保護
者・地域住民の意向を聞くとともにその理解と協
力を得て、特色ある教育活動を主体的かつ積極的
に展開していくため、公立こども園評議員を各園
に設置します。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(2)

1-1 9 教育振興計画の推進

教育振興計画をもとに、毎年度教育行政方針を作
成・公表します。また前年度事務事業等の点検及
び評価を行い、報告書を議会に提出するとともに
公表します。

教育総務課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1（3）

1-1 10 長寿命化計画の推進

中長期的に維持管理に係るトータルコストの縮減
及び予算の平準化を図りつつ、学校施設に求めら
れる機能・性能を確保するため、学校施設長寿命
化計画を策定します。

学校施設管理課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1（3）

1-1 11
とよなかブックプラネット
事業

学校図書館と公共図書館の蔵書を一体的かつ効果
的に活用する環境を整備することにより、児童生
徒の読書活動を促進し、自ら学ぶ力を育成しま
す。

読書振興課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1（3）
1-2（2）

1-1 12
学校図書館への支援・学校
との連携

学校図書館との連携により、児童生徒の読書活動
を推進します。ブックプラネット事業により、読
書センター、学習・情報センター、教員支援セン
ターとして学校図書館が活用されるよう支援しま
す。小学生の図書館見学の受け入れや、学校への
団体貸出、調べものの相談(レファレンス)に応
じ、学校と連携しながら、地域の子どもの読書を
支えます。

読書振興課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1（3）
1-2（2）

1-1 13 学校図書館教育の充実事業

学校司書を全小・中学校に配置し、授業での図書
館活用を図ります。学校間相互並びに学校図書館
と市立図書館の蔵書の一体的活用を図るため、図
書運搬連絡車を運行します。

読書振興課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1（3）
1-2（2）

1-1 14 小学校35人学級の推進

小学校3年生から6年生の学級編成を順次35人1学
級とし、増学級された担任教員を市費負担の常勤
講師として配置するため、教職員確保に向けた取
組みを着実に進めます。

教職員課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1（3）
1-2（2）

1-1 15 教育センター機能の充実

教職員の研究・研修の実施やICT・科学教育の推
進、あわせて教育に関する情報の提供や資料の収
集及び閲覧を行うための施設として、機能の充実
を図ります。

教職員課
(教育センター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 16 教育情報化推進事業

すべての小・中学生に一人一台タブレット端末を
配布し、あわせて各学校のインターネット環境の
整備をすすめることにより、各学校における主体
的・対話的で深い学びの実現を図ります。

教職員課
(教育センター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 17 学校図書館教育の充実

各教科等を通じて学校図書館を計画的に利用し、
その機能の活用を図ることで、児童生徒の主体
的、意欲的な学習活動や読書活動の充実を目指し
ます。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)
1-2(2)

1-1 18 学力向上自主企画事業

全国学力・学習状況調査等により明らかとなった
各学校の児童生徒の学習面や生活面における個別
課題に対応するため、学校の独自性を生かした学
力向上策を支援し、活力ある学校づくりの推進を
図ります。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 19 「小中一貫教育」推進事業

小中学校間の円滑な接続を図り、9年間を見通し
た指導の一貫性を図るとともに、校種間のより望
ましい連携や接続について、全中学校区において
取組みを推進します。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 20 小学校高学年教科担任制

授業の質の向上、小中学校間の円滑な接続などを
目的として、市立小学校の５年生及び６年生全学
級の外国語、理科、算数又は体育の授業につい
て、教科担任制を実施します。

学校教育課 ○
継
続

継
続

継
続

拡
充

1-1(3)
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1-1 21
小学校における国際理解教
育（英語（外国語）体験活
動）の推進

小学校における国際理解教育の一環として、地域
在住の外国人ボランティアの協力による、異なる
文化を持つ人々との交流等の体験的な活動をとお
して、国際理解や共生の資質、積極的にコミュニ
ケーションを図ろうとする態度の育成をめざしま
す。

学校教育課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 22 学校教育の充実

「学校規模と通学区域に関する課題の解消に向け
た基本方針に基づき、学校や地域の実情に応じた
課題の解消を図るための企画立案を行います。ま
た、「庄内地域における『魅力ある学校』づくり
計画」に基づき、義務教育学校の開校に向けた準
備を進めます。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 23
学校地域連携ステーション
事業

学校支援コーディネーターを学校に配置し、学校
と地域における情報の共有化や地域諸団体の連絡
調整など、学校と地域とのコーディネートを行
い、学校教育活動の活性化を図ります。

学び育ち支援課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(3)

1-1 24 幼保小連絡協議会

公私立こども園、幼稚園、保育所(園)、児童発達
支援センター、公私立小学校相互の連携を密に
し、一貫した教育のあり方を追究し、教育の充実
に向け取組みます。

こども事業課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-1(4)

施策の柱１－２　多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機会の提供

1-2 1 ● こども多世代ふれあい事業
学習クラブ事業（小学生～高校生）、交流・体験
学習事業、多世代ふれあい事業を行います。

人権政策課
(人権平和センター豊

中)
○ ○ ○

新
規

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-2(1)

1-2 2
地域交流事業(「ひと・ま
ち・であい夏まつり」等)

地域の団体と協働して、差別のない人権尊重のま
ちづくりと地域の子どもたちの健全育成を進める
とともに、出会いとふれあいの場をめざします。

人権政策課
(人権平和センター豊

中)
○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)
2-1(1)

1-2 3 他
子ども国際事業「おまつり
地球一周クラブ」

次世代の子どもたちが日本や世界の様々な文化の
体験を通して具体的に学ぶことのできるような、
異文化理解・国際理解の機会を提供します。

人権政策課
((公財)とよなか国際

交流協会)
○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)
1-4(4)
2-3(4)

1-2 4 ●
高校生軽音楽フェスティバ
ル

市内の軽音楽系クラブの活動成果を発表する場と
して、所属する生徒達による野外ライブを行いま
す。

魅力文化創造課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 5
教
育

子どもアートフェスティバ
ル

子どもにアートに関心をもってもらえるよう、展
示やワークショップ等さまざまなイベントを行い
ます。（概ね3年に1回を予定）

魅力文化創造課 〇 ○ ○ ○
新
規

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 6
教
育

ホールでオーケストラ♪

市内の中学生に舞台芸術に触れる機会をつくり、
豊かな感性、創造性を育むとともに、舞台芸術へ
の関心を高める。経済的理由等で部隊芸術に触れ
る機会のない子どもも等しく参加体験できます。

魅力文化創造課 ○
新
規

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 7
教
育

こども音楽フェスティバル
大阪音楽大学の協力のもと、ソロ、打楽器アンサ
ンブルや、市内の中学・高校の吹奏楽部の演奏が
楽しめるイベントを開催します。

魅力文化創造課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 8
教
育

豊中音楽コンクール

大阪音楽大学の協力のもと、次代を担う優れた演
奏家を発掘・育成し、音楽文化の振興を図ること
を目的とすると共に、子ども達に発表、鑑賞の機
会を提供する。

魅力文化創造課 ○
新
規

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 9
スポーツ教室事業
(子ども対象)

市民のライフステージに応じたスポーツ活動の振
興を図るため、体育館、武道館ひびき、温水プー
ル、野球場、庭球場などで、各種スポーツ教室を
行います。

スポーツ振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 10 ● 環境学習の推進

子どもたちの将来に良好な地球および地域環境を
引き継ぐために、市民・事業者・NPOや学校等が
環境の状況や問題点などを正しく認識し、あらゆ
る場で主体的かつ自立的な学習活動を推進し、日
常生活や事業活動の中で自ら環境に配慮した行動
につながるように、幼児期から高齢期まで生涯を
通じた環境学習を推進します。

ゼロカーボンシティ
推進課［旧環境政策

課］
○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 11 ●
自然観察会・体験で学ぶ自
然環境学習

自然に親しみながら自然環境を保全していくこと
の重要性を啓発するため、自然観察会や5歳以上
の子どもとその保護者を対象に、体験で学ぶ自然
環境学習「自然ふしぎ発見クラブ」を実施してい
ます。また、ふれあい緑地1街区のビオトープを
活用した植物や生き物に触れて学ぶ体験型の講座
を実施しています。

公園みどり推進課 ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

拡
充

継
続

1-2(1)

1-2 12 ●
農体験等の資源循環啓発学
習

小学校、こども園や親子等を対象に、野菜の植付
けや米づくり、収穫等を体験する農体験学習を実
施しています。また、食のリサイクルや農業など
について講演し、食と農の大切さ、循環型社会づ
くりの重要性について学ぶ講座型環境学習も実施
しています。

公園みどり推進課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-1 13
絵本「きょうのきゅうしょ
くな～にかな」の発行

小学校給食の食べ残しを減らし、食べ物を大切に
して欲しいという願いを込め、絵本を作成してい
ます。給食が体を作り、元気の素になる大切なも
のであることや残してしまうと食べ物がごみにな
るので残さないようにしましょうといった内容で
す。就学前の市内こども園等の年長児全員に配布
します。

家庭ごみ事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続 1-2(1)

1-2 14 ● 環境学習

こども園、小学生、中学生を対象とし、環境にや
さしい行動を子どもたち自らが実践できるよう支
援することを目的として、ごみの分別方法や実際
のごみ収集車での収集作業の体感と乗車体験をと
おして、より深くごみと再生資源について学習し
ます。

家庭ごみ事業課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)
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1-2 15 ●
教
育

学生・若者の市民公益活動
への参加促進

市民公益活動支援センターとの連携のもと、学生
や若者の市民公益活動への参加を促進するため、
市民公益活動支援センターを活動のPRの場として
提供するほか、市民活動団体等からのボランティ
ア募集情報を提供します。
（令和5年１月末までは市民活動情報サロンにお
いて事業を実施し、2月より市民公益活動支援セ
ンターへ機能を移転）

コミュニティ政策課
（市民公益活動支援

センター）
○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 16 ●
教
育

福祉共育の推進

小中学生を対象に子どもたちが高齢者や障害のあ
る人などについての理解を深め、その生活課題を
自分のこととして共有し、解決する方法を共に考
え導き出す機会をつくります。

地域共生課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 17
サウンドスクール
(幼児)

情操教育の一環として、音楽文化の醸成による
「音楽溢れる学校づくり」を目的に、大阪音楽大
学との連携により、幼児・児童・生徒が生きた音
楽に触れる機会の充実や、中学校への筝の貸出し
による伝統音楽の普及を進めます。

こども事業課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 18 ●
中高生対象　都市景観啓発
事業

平成25年度（2013年度）に策定した「豊中市都市
景観形成マスタープラン」において、まちの好感
を楽しみ、共感へと広げる取組みを実践していく
人を“景観スタイリスト”と呼び、その育成プロ
グラムの一つとして市立中学校、市内高等学校に
通う生徒たちが、“景観スタイリスト”として身
近な景観を楽しむ「景観スポットまちあるき」を
開催。まち歩きの中で生徒自身が見た残したい景
観や気に入った景観を描いたスケッチを作成し、
それらを掲載した「発見！とよなか景観スケッチ
ブック」「とよなか景観まちあるきブック」を発
行するとともに、それらの配布及び原画展の実施
を通して、本市景観の周知にもつなげています。

都市計画課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
1-2(3)重1

1-2 19
子ども文化財教室の運用・
出前講座

郷土資料館において、市内の埋蔵文化財や民俗資
料など、これまでに収集・整理・調査された成果
を展示します。また、市民による学習活動や小・
中学校での総合学習など、史跡等の見学や出前講
座を開催します。（※R4/11/01から郷土資料館開
館）

社会教育課
（郷土資料館）

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 20
青少年自然の家の施設の利
用促進

指定管理者であるＮＰＯ法人豊中市青少年野外活
動協会が、小・中・高校が利用したいと思えるプ
ログラムの開発、こども園のお泊り行事や一般の
家族を対象とした事業を実施し、施設の利用促進
を図っていきます。

社会教育課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 21 青少年自然の家主催事業

指定管理者ＮＰＯ法人豊中市青少年野外活動協会
が、各種野外活動や創作活動および自然とのふれ
あいを体験してもらうことを目的に、小・中学生
やその家族を対象に、オープン事業・野外活動事
業・里山事業等を実施します。

社会教育課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 22 星空観察会

天体望遠鏡で惑星や月のクレーター等を観察する
ことで、天体の知識を学習し、自然科学に対する
興味を喚起することをねらい、星空観察会を行い
ます。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 23 ●
高校生パフォーマンスフェ
スタ

ダンスや音楽等に取り組んでいる高校生世代の青
年グループを公募して実行委員会を立ち上げ、そ
れぞれのグループの発表のみならず、制作過程を
大切にした高校生等によるパフォーマンスの発表
会を創りあげます。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 24 ● 公民館講座
各公民館(中央、蛍池、庄内、千里)において、創
作活動や体験学習をとおして親子のふれあい、仲
間づくりの場を提供します。

中央公民館 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 25
図書館利用が困難な子ども
へのサービス

動く図書館の巡回、団体貸出や出前おはなし会に
より、図書館に来館しにくい子どもたちへ図書館
サービスを届けます。点字絵本やさわる絵本、大
きな活字の本の収集により、図書館利用が困難な
子どもへの資料提供に努めます。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-2(1)
1-4(4)

1-2 26 ●
「科学の街とよなか」推進
事業

科学関連のイベントや出前授業を実施し、身近に
科学に触れる機会をつくることにより、小・中学
生の科学に対する興味、関心や意欲を育むよう取
り組みます。

教職員課
(教育センター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 27
ユネスコスクール活用等に
よる国際教育推進事業

持続可能な社会の構築（ESD）を教育活動の基盤
に、国内外の学校間交流等をとおして、グローバ
ル社会を生きる次世代の担い手育成に向けた国際
教育を進めます。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 28
サウンドスクール
(児童・生徒)

情操教育の一環として、音楽文化の醸成による
「音楽溢れる学校づくり」を目的に、大阪音楽大
学との連携により、幼児・児童・生徒が生きた音
楽に触れる機会の充実や、中学校への筝の貸出し
による伝統音楽の普及を進めます。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 29 ●
生
活

とよなか地域子ども教室

子どもが安全に安心して過ごせる居場所づくりを
目的に、小学生が地域の大人や大学生などの若者
と交流しながら学習やスポーツ、文化活動などを
行います。

学び育ち支援課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-2(1)
1-3(2)
1-3(3)

- 53  -



所管部署

課(施設)
出
産
前

０
～

２
歳

３
～

５
歳

小
学
生

中
学
生

高
校
生

相
当
年
齢

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

事業実施状況
（年度）

該当施策
(全て)

施
策
の
柱

N
o
.

未
来
応
援
施
策

事業名 事業内容

子
ど
も
の
社
会
参
加

事
業

事業の対象年齢

1-2 30 ●
水に関する図画・習字作品
募集

作品の制作および展示を通じて、上下水道への理
解を深めることをねらいとして、小学4年生を対
象に水に関する創意ある作品を募集しました。

上下水道局
経営企画課

○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(3)重1

1-2 31 ● 環境学習の推進

子どもたちの未来を守る持続可能な資源循環型社
会を構築するために、
①保護者と一緒に参加できる施設見学会や 環境
学習企画講座等の来館型環境啓発事業を行いま
す。
②こども園、学校など市民のところへ出かけてい
く出前講座による環境学習を行います。

豊中市伊丹市クリー
ンランド

再資源・搬入課
○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 32 ●
ボランティア体験プログラ
ムの紹介

夏休みを利用して、小･中･高･大学生が福祉施設
等でボランティア活動をする際のプログラムを紹
介し、コーディネートをします。
【団体自主事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 33 ● 福祉体験支援事業
小･中･高校等で福祉体験やボランティア体験を行
う際の企画や講師派遣等の支援を行います。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 34 世代間交流の推進
小中学校の子どもが地域の高齢者と交流する際の
コーディネートを行います。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 35 ● シカケコンテスト

まちづくりに関して、産官学連携した取組みとし
て、「仕掛学」を用いた、まちの中にある様々な
課題解決のシカケアイデアを小学生対象に募集し
ます。

都市整備課 ○
継
続

完
了

1-2(1)

1-2 36
とよなか こども伝統芸能
館フェスタ～大学連携によ
る

伝統文化の鑑賞、ワークショップを通じて次世代
への伝統文化の理解と普及啓発となるきっかけづ
くりをします。

魅力文化創造課 ○
継
続

完
了

1-2(1)

1-2 37 ●
とよなか産業フェア
「しごと体験・展示コー
ナー」

市内の企業や個人事業主の魅力を市民の皆様に
知っていただく「とよなか産業フェア」におい
て、薬局での調剤業務体験や番組製作体験などの
仕事を体験するコーナーを実施します。

産業振興課 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 38 ●
学校向け消費者教育出前教
室

市内の小学生、中学生を対象に携帯電話・イン
ターネットトラブルなどの消費者問題等の出前教
室を行い、消費者としての知識の普及啓発及び消
費者被害の未然防止を図ります。

くらし支援課 ○ ○ 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 39 ●
親子で学ぼう 夏休みお薬
教室

薬は日常生活の中で年齢に関係なく使用されるた
め、幼い頃から薬の正しい使い方に関する知識を
身に付けることは市民にとって有益であり、さら
には将来の医療費削減にもつながります。
そこで、小学生とその保護者を対象に、実験や工
場見学などを含むお薬教室を開催し、医薬品の適
正使用に関する啓発を行っています。

保健安全課
［旧健康政策課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 40 ●
若年層向け薬物乱用防止啓
発事業

最近は、インターネットから大麻等の薬物を容易
に購入できるため、若者を中心に薬物乱用の事
件・事故が多発しています。
そこで、豊中市と市内音楽事業者が協働で薬物乱
用防止の啓発楽曲を制作し、市内の大学、高校生
向けイベント等で発信します。
また、高校生が制作した原画を活用し啓発グッズ
の作成・配布を通じて、若年層に向けた効果的な
啓発を実施します。

保健安全課
［旧健康政策課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 41
知っておこう 薬の知識
（出前講座）

最近はインターネットなどで医薬品を簡単に手に
入れることができるようになりましたが、薬は
誤った使用量や使用方法により、十分に効果が発
揮されなかったり、思わぬ副作用によって健康被
害が生じることもあります。そこで、薬について
正しい知識を身に付けていただくために、薬はな
ぜ効くのか、薬の種類や飲み方、副作用などにつ
いてお話しします。

保健安全課
［旧健康政策課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 42 ●
薬物乱用 ダメ。ゼッタ
イ。（出前講座）

近年、覚せい剤や大麻、危険ドラッグなど、薬物
乱用が大きな社会問題となっています。薬物乱用
とはどういうことか、乱用される薬物の種類、薬
物の人体への影響など、薬物乱用のおそろしさに
ついてお話します。また、身近な人から誘われた
場合にも、強い意志を持ってきっぱりと断れるよ
う、対処法を伝授します。

保健安全課
［旧健康政策課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 43
教
育

思春期教育
学校保健とおやこ保健課［旧母子保健課］・感染
症担当が連携し、小中学校での性教育などを行い
ます。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 44 ●
子ども健やか育み条例出前
講座

平成25年度（2013年度）4月に制定された子ども
健やか育み条例の子どもへの周知をはかるととも
に、子どもの人権に関する子どもの理解を深める
機会とすることを目的に、市内の小学校・中学校
で子ども健やか育み条例や子どもの人権にかかわ
る内容をテーマにした出前講座を実施

こども政策課 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
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1-2 45 ● ライフデザイン支援事業
子ども・若者を対象として、結婚から育児までに
前向きな意識が持てるよう情報誌の作成や講座を
とおして、情報提供を行います。

こども政策課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 46 平和月間事業
夏休み期間中に、いぶきにおいて、青少年対象
に、平和月間事業でパネル展示などを行います。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 47
児童書等の蔵書の充実と提
供

各図書館において、児童書等の蔵書を充実し、提
供することにより、子どもたちのよりよい読書環
境づくりを推進します。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
1-3(3)

1-2 48 ●
子どもと本をつなぐボラン
ティア活動の支援

子どもと本をつなぐボランティアの活動を支援す
るとともに、こども自身が読み聞かせボランティ
ア活動に参加する取組みを推進します。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2）
2-1(3)

1-2 49
子どもの権利条約(児童の
権利に関する条約)等の情
報提供

児童福祉施設や図書館、学校等で、さまざまな機
会を通じ、子どもの権利条約(児童の権利に関す
る条約)及び豊中市子ども健やか育み条例につい
て、情報提供します。

読書振興課
こども政策課

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
1-3(1)
2-2(3)

1-2 50 おはなし会等

各図書館において、乳幼児、小学生を対象とした
絵本の読み聞かせやおはなしなどを通じて、図書
館を身近に感じ、絵本などに親しむ機会を提供し
ます。

読書振興課 ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
2-1(1)

1-2 51 ● 小学校体験学習推進事業

各小学校においてボランティア活動など社会奉仕
体験活動、自然体験活動その他の体験活動等、児
童や学校、地域の実情等を踏まえ、地域資源を活
用した体験プログラムを実施します。

学校教育課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 52 ● 中学校体験学習推進事業

各中学校におけるキャリア教育で捉えなおした特
色ある教育活動や体験活動のさらなる活性化を図
り、生徒一人ひとりの社会的・職業的自立に向け
た基礎的・基本的な知識・技能の習得ならびに、
それらを活用する力の育成を目指します。

学校教育課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 53 ● 人権・平和の集い
子ども(こども園、小・中学生)、保護者・市民・
教職員を対象に、人権・平和の集いを開催しまし
た。

学校教育課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
1-3(1)
2-2(3)

1-2 54 ● 水道出前教室

小学４年生及びその保護者を対象に、水道への関
心を深め、水道水が安全な飲み物であると理解し
てもらうことをねらいとして、水道水ができるま
での過程や、各家庭に水道水が配られる仕組みな
どを、簡単な実験を行いながら説明しました。

上下水道局
経営企画課

○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 55 ●
若者向け選挙啓発事業「選
挙はじめまして」

豊中市内の学校(小学校、中学校、高等学校、支
援学校、専門学校、短期大学、大学など)に通う
児童・生徒などを対象に、「主権者教育」や「政
治的教養を育む教育」に役立つ出前授業や選挙用
品の貸出しなどを実施しています。

選挙管理委員会事務
局

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)

1-2 56 子どもの社会参加の促進

豊中市子ども健やか育み条例に基づき実施する施
策等について、子どもが意見表明することができ
るよう、施策の情報や意見表明する機会の提供を
推進します。

こども政策課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(3)

1-2 57 ● 中学生シンポジウム
中学校全18校の代表生徒が集まり、生徒会活動の
充実に向け、現状や課題等について発表と意見交
換を行います。

学校教育課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(3)

1-2 58 ● 成人式企画委員

「おとなになったことを自覚し、みずから生き抜
こうとする青年を祝いはげます」ことを目的とし
て、市が主催する成人式式典について、当日の
「誓いの言葉」をはじめ式典内容について主体的
に関わり企画してもらう。

社会教育課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(3)

1-2 59 0さいからのコンサート
未就学児を対象に、室内楽コンサートを開催しま
す。

魅力文化創造課 〇 〇
新
規

継
続

継
続

1-2(1)

1-2 60
こども園アーティスト派遣
事業

子どもたちが文化芸術に触れ、主体的に取り組む
機会を創出するため、市内のこども園にアーティ
ストを派遣し、園に通う子どもたちが自由に参加
できるワークショップ「おひるえたいむ」を開催
します。1～2週間に1回程度こども園で活動する
ことで、子どもたちとの関係性を築くとともに、
アートが日常となるよう、取り組みを進めます。

魅力文化創造課 〇
新
規

継
続

継
続

1-2(1)

施策の柱１－３　子どもの居場所づくり

1-3 1
放課後の児童の居場所づく
り事業

子どもたちが放課後、安全に安心して過ごすた
め、小学校の校庭などを開放した居場所づくりを
実施します。

学び育ち支援課 ○
拡
充

継
続

継
続

拡
充

重点施策1
1-3(2)
2-4(1)
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1-3 2
豊中市放課後こどもクラブ
事業

市立の全小学校で、放課後、帰宅をしても保護者
が仕事などで家庭に不在の本市に居住している小
学校4年生(支援学級・支援学校在籍児童は6年生)
までの児童を対象に、遊びや異年齢の交流、集団
活動を通じて、自発的･自主的な生活態度や習慣
を養い、保護及び健全育成を図ります。

学び育ち支援課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(2)
2-4(1)

1-3 3 ● こどもの学び・居場所事業
学びの場づくり事業（小3～中3）、見守り・寄り
添い活動の場づくり事業を行います。

人権政策課
(人権平和センター豊

中)
○ ○

新
規

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 4
市民活動のネットワークの
形成・交流

子育て中の母親・父親に対して地域のつながりを
持つ機会の提供や、すてっぷのロビーを利用して
いる若年層に着目し学習スペースを提供するとと
もに、地域の若年者の集まる場所としての施設認
知度の向上を図ります。

人権政策課
（とよなか男女共同
参画推進センターす

てっぷ）

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)
2-1①(1)

1-3 5
生
活

子どもの居場所ネットワー
ク事業

子どもの未来応援及び地域包括ケアシステムの考
え方を踏まえ、地域ごとに子どもの居場所コー
ディネーターを配置し、学校を核としたセーフ
ティーネットの仕組みづくりを行います。

こども支援課
［旧こども政策課］

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 6
学校体育施設開放事業(遊
び場開放)

子どもの健全育成や市民の健康･体力づくりの一
環として、市立小・中学校の体育施設を市民に開
放します。

学校施設管理課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 7 自習室開放事業 学習支援の一環として、自習室を設置します。
社会教育課

（青少年交流文化館
いぶき）

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 8 夏休み自習室開放
各公民館(中央、蛍池、庄内、千里)において、夏
休み期間に小学生から高校生の児童生徒を対象に
自習室を開放します。

中央公民館 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 9 子どもの居場所づくり事業

地域で子どもたちが遊び、憩い、学び、つながる
場が必要とされています。このことから、日曜日
や長期休業中の地域における子どもたちの居場所
づくりを行い、「子ども文化」をキーワードに未
来に生きる子どもたちを健やかで心豊かに育んで
いく場を創出・提供していきます。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 10 図書活動
ほんのひろばを地域に開放し、貸し出し、自由閲
覧、たのしいつどいなど、図書に親しむ機会を提
供します。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策1
1-3(3)

1-3 11 学習活動

長期休業中における自習室開放
目的：学習の基本的態度、習慣の育成・基礎基本
の徹底・集団活動を通して社会性の育成。
対象：市内在住の小学4年～中学3年まで

R4.3.31事業廃止 ○ ○
継
続

継
続

完
了

重点施策1
1-3(3)

施策の柱１－４　子どもの悩みや不安に対する相談及び支援

1-4 1 家庭児童相談事業

子どもと家庭にかかるあらゆる相談に応じる「総
合相談窓口」を設置するとともに、相談支援ネッ
トワーク会議を構築し、部局間連携を推進しま
す。

こども支援課
［旧こども相談課］

○ ○ ○ ○ ○
拡
充

継
続

拡
充

継
続

重点施策2
1-4(1)
2-3（1）

1-4 2 他
こどもの相談支援ネットワーク
会議

関係機関同士の緊密な連携のため、定期的に情報共
有の機会を持って関係機関同士の顔の見える関係づ
くりを構築し、支援の困難事例に対するスキルアップ・
課題の共有を図ります。

こども支援課
［旧こども相談課］

○ ○ ○ ○ ○ 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
1-4(1)
2-3(1)

1-4 3
生
活

子どものための相談窓口の
周知

市や教育委員会、府などの関係機関で行っている
相談窓口(いじめや友達の悩み・不登校の悩み等)
について、様々な手法を用いて子どもへの周知を
図ります。

学校教育課
こども政策課
こども支援課

［旧こども相談課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
1-4(1)

1-4 4
生
活

いのちの授業

若年層のうつ病・自殺対策として実施しています。一
人ひとり大切な存在であり、問題や悩みを抱えても一
人で抱え込まず誰かに相談すれば、解決できることを
啓発します。

医療支援課
［旧保健予防課］

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(2)

1-4 5
生
活

こころの体温計

うつ病・自殺対策として実施しています。インターネット
を利用した、メンタルセルフチェック。今のこころの状態
をチェックし、判定画面に簡単なアドバイスと相談窓口
を案内しています。

医療支援課
［旧保健予防課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(2)
2-2(2)

1-4 6
生
活

こころの健康相談

不登校・ひきこもりの相談や、発達障害その他こころの
不調や精神症状等に関する相談に対応しています。
早期回復により、学校や社会生活に復帰できるように
支援します。

医療支援課
［旧保健予防課］

○ ○
拡
充

継
続

継
続

継
続

1-4(2)

1-4 7 青少年相談活動
小中学生のいじめ・非行等の問題について、専門
相談員が小中学生本人やその保護者からの相談を
受け、問題解決にむけて支援します。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(2)

1-4 8
スクールサポーター配置事
業

小・中学校にスクールサポーター(大学生等)を配
置し、配慮を要する児童・生徒に対して心理面等
の状況に応じてサポートを行います。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(2)

1-4 9
教
育

豊中市スクールソーシャル
ワーカー活用事業

いじめ・不登校・暴力行為及び児童虐待など児童
生徒のさまざまな課題に対応するため、社会福祉
に関して高度な専門的知識を有し、相談支援活動
経験のある人材を、スクールソーシャルワーカー
(ＳＳＷ)等として小・中・義務教育学校に派遣・
配置を行います。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

拡
充

重点施策2
1-4(2)
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1-4 10
スクールカウンセラー配置
事業

学校における教育相談体制の充実を図るために、
学校に児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的
な知識及び経験を有する者等をスクールカウンセ
ラーとして配置し、児童生徒のいじめ・不登校・
問題行動等の解決を図ります。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
1-4(2)

1-4 11
教
育

創造活動(不登校児童生徒
への援助)

豊中市在住の小中学生を対象に、家庭と学校との
中間的なステーションとして、不登校状態の子ど
もたちに安心できる居場所を提供し、以下３点の
援助活動を行っています。①不登校等の児童生徒
に関する、保護者や教職員への相談援助活動 ②
学生カウンセラーによる、不登校児童生徒の家庭
訪問を主とした訪問援助活動 ③多様なプログラ
ムを設け、児童生徒の興味関心を行動に移し、心
の充足や体験の積み上げにより、成長をはかる自
主創造活動（グループ活動）

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

拡
充

1-4(2)

1-4 12 他
コミュニティ・ソーシャル・ワー
カーとスクール・ソーシャル・
ワーカーとの連携会議

学校と福祉の連携のため、地域福祉計画に基づき、コ
ミュニティ・ソーシャル・ワーカーとスクール・ソーシャ
ル・ワーカーとの意見交換会を開催し、複雑多様化の
一途をたどる問題の解決に向けてネットワークを形成
し包括的な支援に向けた検討を行います。

地域共生課
児童生徒課

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
1-4(3)

1-4 13 いじめ・児童虐待防止の対策

子ども一人ひとりの健やかな成長と子どもを愛情深く
育むことができるよう、いじめ・児童虐待を許さない地
域社会づくりの推進のため、いじめ防止対策や児童虐
待の防止・早期発見などに取り組みます。

こども安心課
［旧こども相談課］
児童生徒課

○ ○ ○ ○ ○
拡
充

継
続

継
続

継
続

重点施策2
1-4(3)

1-4 14
豊中市いじめ防止基本方針
の推進

いじめに関する関係機関との連携を目的とした
「豊中市いじめ問題対策連絡協議会」等を設置・
運営します。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(2)

1-4 15 ●

教
育
・
生
活

子どもサポート事業

子どもの権利条約の具現化を念頭に、すべての子
どもの権利の保障に向けて取り組みます。 多文
化子ども保育や外国にルーツを持つ子どもが母語
や文化を学ぶことを通じて仲間と出会う場づくり
を実施します。また、日本語・学習支援を通した
居場所づくりを行っています。

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 16 他 多文化共生推進事業
外国人、日本人が相互の文化を学びあい、理解を促
す取組みをさまざまなテーマで実施します。

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
〇

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 17 ●
生
活

多文化子どもエンパワメン
ト事業[若者支援]

15歳以上の外国にルーツを持つ若者を対象とした
活動を行っています。若者が無条件に集うことの
出来る場を設けることで安心して参加できる居場
所の機能を果たすほか、相談対応や日本語指導を
行います。（2021年より指定管理事業「子どもサ
ポート事業」として実施）

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 18 障害児チャレンジスポーツ
3歳～中学生の障害がある子どもを対象に、体育
遊びを通して、体を動かす楽しさを体験してもら
うとともに、体力の向上を図ります。

スポーツ振興課 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 19
生
活

くらし再建パーソナルサポート
事業

生活困窮者の自立に向けた相談支援に加え、就労支
援や家計相談支援など包括的な支援を行うため、総
合相談窓口を直営の地域就労支援センターに併設し
ています。また複雑な課題を有するケースは専門家に
よるチーム支援を行う「くらし再建パーソナルサポート
センター＠いぶき」、アウトリーチが必要なケースはコ
ミュニティ・ソーシャル・ワーカーと連携した支援ができ
る「くらし再建パーソナルサポートセンター＠社協」の３
機関による直営＋委託方式により運営しています。ま
た、困窮者の早期発見、早期支援につなげるために、
庁内の関係部局との連携を図っています。

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 20 ●
教
育

就学・就労に向けた学習・
生活支援事業

貧困の世代連鎖を防止するため、家庭環境等の課
題により、将来の生き方に不安を感じている生活
困窮世帯等の子どもを対象に、多様な学びや体験
の機会を提供し、働き方や将来の姿を具体的にイ
メージし、その実現に向かって歩むことができる
力を身に付けられるよう支援します。
【受託団体：(特非）とよなかESDネットワーク・
（一社）日本地域統合人材育成機構】

くらし支援課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-2(2)
1-4(4)

1-4 21
生
活

社会福祉事業基金

広く市民の方からの寄付を受け、積み立て運用し、子
どもの福祉にかかわる施設整備（認定こども園の建設
費用や修繕費用）や事業に要する費用に充て、社会
福祉の充実に努めます。

地域共生課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 22 障害児通所支援

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デ
イサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童
発達支援があり、障害児に対する日常生活での基
本的動作の指導や集団生活への適応訓練などの援
助を行います。

おやこ保健課
［旧こども相談課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
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1-4 23
発達支援・障害児支援者研
修

保育所、幼稚園、こども園等の就学前施設及び市
立小・中学校の教員等を対象に子どもの発達や障
害について、早期の気づきから発達支援につな
げ、子どもの育ちを支えることを目的とした研修
を行います。

おやこ保健課
［旧こども相談課］

○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 24 医療的ケア児支援連絡会議

人工呼吸器の装着等の医療的ケア児が、どのライ
フステージにおいても、つなぎの支援や保健、医
療、障害福祉、保育、教育を担当する期間が緊密
に連携し、地域で主体的に生活ができるための仕
組みを構築します。

おやこ保健課
［旧こども相談課］

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 25 こども療育相談

発達に課題のある児童の課題整理や解決への支援
方法を作業療法士や言語聴覚士等の専門職が相談
に応じ、ご本人やご家族と検討をします。必要に
応じて児童が所属する施設内での支援方法などの
助言も行います。

おやこ保健課
［旧こども相談課］
（児童発達支援セン

ター）

○ ○ 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(5)

1-4 26
児童発達支援センター児童
発達支援事業・放課後等デ
イサービス事業

児童福祉法に基づく児童発達支援事業と放課後デ
イサービス事業で、障害や発達に課題のある小学
校2年生までの子どもに対して、保護者と通所す
ることで、生活習慣の獲得や親子関係を基本とし
た人間関係の土台作りとともを行っています。

おやこ保健課
［旧こども相談課］
（児童発達支援セン

ター）

〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(5)

1-4 27 個別療育事業

児童福祉法に基づく児童発達支援事業です。子ど
もの発達特性を個別にアセスメントし、特性に
合った関わりや支援について保護者と共有しなが
ら療育を行います。

おやこ保健課
［旧こども相談課］
（児童発達支援セン

ター）

〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(5)

1-4 28 単独通所事業

児童福祉法に基づく児童発達支援事業です。小集
団のクラスで、生活や遊びを通して集団生活の土
台つくりや生活習慣の獲得を目的にした療育を行
います。

おやこ保健課
［旧こども相談課］
（児童発達支援セン

ター）

〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(5)

1-4 29
児童発達支援センター診療
所事業

身体障害や発達に課題のある子どもに対し、医学
的な見立てを行い、必要に応じて、発達検査や医
学的処置等を行います。また、医師の指示に基づ
き理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による医
学的リハビリテーションを実施します。

おやこ保健課
［旧こども相談課］
（児童発達支援セン

ター）

〇 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(5)

1-4 30
教
育

家庭支援推進保育事業
入所児童に対して、家庭環境に配慮したきめ細や
かな保育を行います。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 31 障害児保育
子どもの実態を把握し一人ひとりの状況に応じな
がら統合保育を原則とした障害児保育を行いま
す。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 33 保育施設への入所
被虐待児童家庭への支援のため、優先的な保育施
設入所に配慮します。(児童虐待防止法13条の2)

子育て給付課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 34
教
育

奨学金事務
修学の希望があるにもかかわらず、経済的理由のた
めに、高等学校等の修学が困難な者に対し、奨学費を
貸し付けています。

学務保健課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 35
教
育

若者支援総合相談窓口等事
業

社会的支援を要する若者にかかる相談に応じ、支
援機関の紹介や必要な情報提供、助言などコー
ディネートを行い、若者の自立を支援をします。
高校生世代の若者の義務教育課程の学び直し（い
ぶき学習支援事業）や学校出張相談も行っていま
す。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 36 他
公民館講座課題別講座　地
域で子育ちを考える学習会

貧困を初めとする子どもたちを取り巻く環境の厳しさの
中で、改めて子どもたちの背景にある実際の生活やそ
の中での思いを知る事から、具体的な関わりや子ども
たちにとって住みやすい地域づくりについて考えます。
（蛍池公民館実施）

中央公民館 ○ 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 37
教
育

中学校夜間学級補食事業

中学課程の修得をめざしている生徒の健康保持と就
学奨励を図るために補食（パンと牛乳）を実施します。
※1.義務教育の年齢（満15歳）を超えている人が入学
対象

学校給食課 ※
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 38 通訳派遣事業
帰国・渡日してくる児童・生徒、また、保護者の
様々な状況に対応するため、学校等へ通訳者の派
遣を行います。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

1-4 39 国際教室
帰国・渡日児童生徒に、学校の学習支援や日本語
の読み書きを指導するとともに、様々な国から来
た子どもたちが交流し様々な文化を学びます。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 40 在日外国人教育推進協議会
在日外国人教育基本方針に基づき在日外国人教育
の推進について連絡・調整を行います。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
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1-4 41
教
育

進路選択支援事業

進学意欲がありながら、経済的な理由により就学
が困難な生徒に対して、相談･助言を行い、積極
的に自己の進路を考え、将来に対する展望がもて
るよう支援します。豊中･蛍池の両人権平和セン
ターにおいて実施します。

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 42
障害児関連施策豊中地域連
絡協議会

障害のある乳幼児･児童生徒が地域の中でいきい
きと生活できる環境づくりの推進を目的に、福
祉･保健･教育を担当する機関が緊密な連携を図
り、効果的な施策推進を図ります。

児童生徒課
こども事業課

○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(4)重3

1-4 43
障害児教育推進事業
（学校支援事業）

障害等支援が必要な子どもの教育環境の充実を図
ります。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 44
支援教育事業
（学校支援事業）

支援教育を進めるため、教職員を対象とした研修
会や巡回相談を行います。

児童生徒課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(4)

1-4 45
教
育

寄り添い型学習支援事業

「生活困窮者自立支援法」の趣旨に基づき、経済
的等の困難を抱える中学生に対して、義務教育終
了後も必要となる自学自習力をはぐくみ、自らの
進路を切りひらくことができるよう、学習の場を
提供します。

児童生徒課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)

1-4 46 ユースチャレンジキャンプ

ひきこもり若しくはひきこもり経験のある無業の
若者を対象として、青少年自然の家において４泊
５日の生活・就労合宿訓練を行い、自然環境の中
での原始的労働や集団生活において自尊感情や自
己肯定感を高め、仲間を意識することで協調性を
養うとともに社会貢献活動への参加のきっかけを
作ります。

社会教育課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(4)

1-4 47 児童相談所開設準備事業
豊中市児童相談事業の基本的な考え方に基づき、児
童相談所等の開設準備に向けた検討を行います。

こども安心課
［旧こども相談課］

〇 〇 〇 〇 〇 〇
新
規

継
続

重点施策2

施策の柱２－１　地域の子育て環境の整備

2-1 1 キッズランドしょうない

地域の親子が集う場を提供することで、親子間、
世代間の交流を図ります。また、子育て世代が抱
える不安や悩みが少しでも解消するよう、各方面
から専門家を講師として招き、面白くてためにな
る催しとなることを狙いとします。

地域連携課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 2
地域子育て支援センターの
整備

地域の子育て支援拠点として、子育て相談、情報
提供、ボランティアグループの活動の支援、遊び
や交流の場などを提供する地域子育て支援セン
ター等の施設をおおむね1中学校区に1ヵ所設置し
ます。
また、子育て支援センターほっぺが地域子育て支
援拠点を総括する中核的な施設として、子どもの
視点に立った子ども施策の企画調整を行います。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)
2-1(3)

2-1 3 遊びの場の提供

気軽な集いの場として、子育て支援センターほっ
ぺ、地域子育て支援センターのプレイルームや庭
の開放を行います。また、保育教諭が体育館など
にも出向き、遊びの提供や相談を行います。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 4 赤ちゃんサークルぴよぴよ

子育て支援センターやこども園等において、0歳
児とその保護者や妊婦を対象に、子育て相談を
行ったり、親子のふれあい遊びの場と情報を提供
します。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 5 地域活動事業

施設型給付施設等(こども園、保育所等)におい
て、就学前児童を対象に園庭開放、誕生会、発育
測定、高齢者との世代間交流、育児講座、赤ちゃ
んサークル等を行います。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)
2-2(2)
2-3(1)

2-1 6 こども園地域活動事業
公立こども園において、就学前児童を対象に園庭
開放、誕生会、発育測定、高齢者との世代間交
流、育児講座、赤ちゃんサークル等を行います。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-1(1)
2-2(2)
2-3(1)

2-1 7
私立幼稚園教育振興・子育
て支援事業

私立幼稚園が幼児教育の充実推進事業と、子育て
支援事業を実施することで、地域の幼児教育支援
センター的な役割を担います。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 8 子育てサークルの育成

公立こども園で｢親と子の遊びのひろば｣を開催
し、子どもの視点に立った遊びや情報の提供を行
い、保護者が子育ての楽しさを共感したり、悩み
を話し合うことで、保護者の仲間づくりを進めま
す。

こども事業課 ○ ○
完
了

2-1(1)

2-1 9 保育室開放
千里公民館において週2回、庄内公民館において
週1回、就学前の親子を対象に保育室を開放しま
す。

中央公民館 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 10
公民館登録グループ(子育
てグループ)の支援

各公民館(中央、蛍池、庄内、千里)において、公
民館登録グループとして、子育てグループの活動
場所を提供します。

中央公民館 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 11
外国人親子の交流の場づく
り

とよなか国際交流協会に協力し、絵本の読み聞か
せや図書館利用を体験する外国人親子の集いの場
をつくりを提供し、図書館の多文化サービスの促
進を図ります。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-1(1)
1-4(4)
2-3(4)
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2-1 12 子育てサークルへの支援

子育てサークルへの助成金に関する情報提供、会
員募集の支援、サークル運営に関する情報提供･
情報交換、手遊びや読み聞かせ等の学習機会の提
供など支援を図ります。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 13 子育てサロン
小学校区単位に月1～2回、子育て中の親子の交流
や情報交換の場づくりを行います｡
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 14
子育て支援ネットワーク事
業

小学校区単位の子育てサロンの開催、子育てボラ
ンティアの派遣、子育てサークルマップの作成、
わいわい子育てミーティングなどを行います。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)
2-1(2)

2-1 15
地域福祉ネットワーク会議
（こども部会）校区連絡会

公立こども園が中心となって、コミュニティソー
シャルワーカーとともに各小学校区の地域活動を
支援するために、校区連絡会を開催し、関係機関
や団体との連携を図り、身近な日常的かかわりの
中で、子育て支援を行います。子育て支援セン
ターほっぺは、地域福祉ネットワーク会議のこど
も部会の事務局を担います。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 16 公民協働事業
「みんなあつまれわくわくランド」など公民が一
体となり、地域の親子へ子育て情報の提供ととも
に各機関のＰＲを行っています。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(2)

2-1 17
生
活

民生・児童委員活動
主任児童委員活動

こども相談課をはじめ地域の関係機関･団体等と
連携･協働し、見守りや支援活動を進めます。

地域共生課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)

2-1 18
小地域福祉ネットワーク活
動

校区福祉委員会において見守りや声かけ活動を行
うとともに、子育てサロン等の子育て支援事業の
充実を図ります。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)
2-1(2)

2-1 19 豊中地区BBS会活動
さまざまな問題を抱える子どもと交流し、立ち直
りを支援したり、レクリエーション活動や非行防
止活動などを行います。

地域共生課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 20 青少年団体連絡協議会 青少年団体相互の連絡及び情報交換を行います。
社会教育課

(青少年交流文化館い
ぶき)

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 21

子育て支援センターほっ
ぺ・地域子育て支援セン
ター・社会福祉協議会との
連携・協力

図書館による団体貸出や絵本講座など、子どもと
その保護者が読書に親しむための機会を関係機関
と連携して提供します。

読書振興課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 22
子ども文庫活動の支援と協
力・連携

個々の子ども文庫に対して、資料の団体貸出、子
どもの本に関する情報、文庫活動に役立つ情報の
提供を行います。また、豊中子ども文庫連絡会と
の共催事業を通じて、子どもの読書の大切さにつ
いて保護者や地域の大人の理解を深める取組みを
推進します。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(1)
2-1(3)

2-1 23
子ども読書活動推進計画の
推進

図書館が中核となって、家庭・学校・地域との連
携を図り、子どもの読書環境の整備を進めます。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 24 子ども読書活動連絡会

子ども読書活動推進連絡協議会を発展させ、市
民、関係部局、関係機関からなる「子ども読書活
動連絡会」を立ち上げ、全市的、多角的に、子ど
もの読書環境の見まもりを行います。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
2-1(3)

2-1 25 青少年健全育成会

各小･中学校区での青少年の健全育成活動を通じ
て、家庭や地域における教育力の向上を図るとと
もに、地域における子育て支援の強化を進めま
す。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 26
学警合同補導・巡視及び広
報活動

各関係機関・団体と連携し、市内の危険箇所や書
店等への立ち入り調査並びに交通安全指導等を行
うとともに、広く市民への啓発広報活動を行い、
青少年の健全育成を図ります。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 27 ●
地域教育協議会(すこやか
ネット)

中学校区に設置された地域教育協議会の活動を通
じて、学校・家庭・地域の三者連携を充実し、地
域における総合的な教育力の向上をめざした活動
を展開します。

学び育ち支援課 ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-1(2)
2-1(3)

2-1 28
高齢者による有償育児支援
サービス

小学校の放課後やこども園等で見守りなどの支援
を実施しています。
【団体自主事業】

(公社)豊中市シル
バー人材センター

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 29 青少年活動指導者の養成

青少年団体のリーダーや野外活動ボランティアが
青少年活動の指導者として必要な知識や技能を習
得するために、青少年指導者人権研修を行いま
す。

社会教育課
(青少年交流文化館い

ぶき)
○

継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)

2-1 30
子育て支援に関するイベン
トや講座の実施

親子で参加することのできるイベントや保護者
（妊娠中を含む）を対象にした子育てに関する講
座を多数実施することで、子育てしやすい地域の
環境づくりをめざします。

地域連携課 〇 〇
新
規

継
続

継
続

2-1(1)(3)

施策の柱２－２　子育てに必要な情報提供等(情報提供の充実)
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2-2 1
生
活

利用者支援事業
(母子保健型)

妊娠期から子育て期にわたる総合的な相談対応を
行います。必要に応じて、医療機関、地域の子育
て支援事業や、教育・保育施設の利用について情
報提供しています。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-2(1)

2-2 2
生
活

利用者支援事業
(基本型)

子ども・子育て関連3法の円滑な施行をめざし、
認定こども園、幼稚園、保育所などの教育・保育
施設や地域の子育て支援事業の利用にあたっての
相談対応を行います。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-2(1)

2-2 3
生
活

利用者支援事業
(特定型)

子ども・子育て関連3法の円滑な施行をめざし、
認定こども園、幼稚園、保育所などの教育・保育
施設や地域の子育て支援事業の利用にあたっての
相談対応を行います。

子育て給付課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-2(1)

2-2 4
外国人向け市政案内・相談
窓口

外国人向け市政案内･相談窓口に外国語(英語・中
国語・その他言語も対応可)の出来る相談員を配
置し、来庁する外国人に基本的な行政(サービス)
情報を適切に提供するほか、担当課への案内、手
続にかかる通訳、その他相談に応じます。

人権政策課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
拡
充

継
続

継
続

継
続

2-2(2)
2-3(4)

2-2 5
メールによる情報提供の充
実

メール配信を希望する人に、子育てに関する情報
や、各小中学校・認定こども園からの連絡事項な
どを担当課が配信できるシステムです。

デジタル戦略課
教育総務課

○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

完
了

2-2(2)

2-2 6 広報とよなかの発行

子育ち・子育てに関する特集やお知らせの記事を
掲載します。また、未就学児を対象にした記事に
は「子ども」マークを付け、より探しやすくして
います。

広報戦略課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)

2-2 7
外国人向け市政案内情報の
発行

外国人に関わりが深いと思われる市政情報(乳幼
児予防接種や相談窓口、催しなど)を毎月4言語
(英語、中国語、スペイン語、韓国･朝鮮語)で発
行します。
※令和3年度（2021年度）より、8言語（英語、中
国語、韓国朝鮮語、ベトナム語、ネパール語、ス
ペイン語、インドネシア語、タイ語）で発行

人権政策課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
拡
充

継
続

継
続

継
続

2-2(2)
2-3(4)

2-2 8
子育ち・子育て応援アプリ
「とよふぁみ」

子育ち・子育てに関する情報発信の充実を推進す
ることに加え、妊娠・出産・育児までの関連情報
を一元化して発信するアプリ「子育ち・子育て応
援アプリ『とよふぁみ』」を作成し、その円滑な
運営管理を行います。

こども政策課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)

2-2 9 出前講座
子育てサロン・サークル等からの依頼により地域
に出向き、遊びや情報の提供・子育て相談を行い
ます。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)

2-2 10 情報提供の充実

身近な地域の子育て支援の情報提供や子育て総合
情報誌を発行します。また、子育て支援をはじ
め、母子保健や医療、福祉、教育など子育てに関
わるさまざまな情報をインターネットで公開する
とともに、最新情報を定期的に更新します。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)
こども政策課

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)

2-2 11 「食育」の取組み
心とからだの健康、人との関わりや食を営む力の
基礎を培うことができるよう、教育・保育指導を
行います。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)
3-1(1)

2-2 12 「食」に関する子育て講座
地域の子育て家庭を対象に、こども園給食をもと
に、離乳食・幼児食や手作りおやつなどの講習を
行います。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)
3-1(1)

2-2 13
外国人保護者への保育施設
入所案内等

入所時の説明や教育・保育制度の理解に役立つよ
うに、英語版の入所案内を作成、配布します。

子育て給付課
こども事業課

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-2(2)
2-3(4)

2-2 14 情報提供の充実

図書館ホームページやメールマガジンなど多様な
メディアでの情報提供を行います。各図書館では
子育てに関する図書の充実、地域の子育て情報の
提供に努めます。

読書振興課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
2-2(2)

2-2 15
子育てサークル・子育てサ
ロン情報

インターネットを通じて、子育てサークルの情報
を提供します。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)

2-2 16
子育ち・子育て・親育ち事
業

南部地域で子育てする親向けの講座を定期的に開
催し、子育てしやすい地域を目指します(ママと
ベビーのすくすくヨーガ、パパとベビーでたのし
くあそぼう、えがおはぐくむベビーマッサージ、
おしゃべりママカフェ、パパのためのベビーマッ
サージとママが助かる育児の話)。

地域連携課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-2(3)

2-2 17 子育て講座
子育て支援センターにおいて、就学前児童の保護
者を対象に子育てに関する講座を開催します。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-2(3)

2-2 18
親を学ぶプログラム
(ベビー編含む)

親の本来持っている力を引き出し、「親」として
の自信を持って子育てができるようにワーク
ショップを行います。参加者同士が経験・交流す
る中で各自がさまざまな事に気づき、自分自身を
見つめる機会とします。

こども相談課
(子育て支援セン

ター)
○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-2(3)

2-2 19 「安心感の輪」プログラム
日常生活の何気ない子どもの姿から子どもの欲求
や気持ちを理解し、子どもの安心感を育むかかわ
りを学ぶ機会とします。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-2(3)

2-2 20
こども園児童とのふれあい
及び育ちを学びあう機会の
提供

家庭科授業の中で、①子どもの育ち方･子どもへ
の接し方②子育てで大事にしたいことを話し、実
際にこども園等で子どもと接する機会を持つこと
とあわせて、子育てや保育について体験し学習し
ます。

こども事業課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-2(3)
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2-2 21
生
活

ブックスタート事業「えほ
んはじめまして」

4カ月児健康診査時の機会を活用するなど、図書
館が関係部局・市民と連携しながら、乳幼児と保
護者が絵本と出会うきっかけづくりを推進しま
す。

読書振興課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-2(3)

2-2 22 家庭教育支援事業
親学習の講座や世代間交流の実施など、様々な家
庭教育に関する学習機会の提供を行います。

学び育ち支援課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-2(2)
1-3(1)
2-1(3)
2-2(3)

2-2 23 入所入園相談会
子育て世帯の多い千里地域でこども園等の入所入
園に関する相談会を実施し、子育てに関する必要
な情報を提供する場を作っています。

地域連携課 〇 〇 〇
新
規

継
続

完
了

2-2(2)

施策の柱２－３　保護者の悩みや不安に対する相談及び支援

2-3 1
生
活

精神保健福祉相談
こころの健康相談

こころの不調や精神疾患等に関して、予防から、早期
発見早期対応、社会復帰に至るまでの一連の相談支
援を行っています。特に、次世代の養育者となる子ど
もが健やかに育つよう、親のうつ病自殺予防として産
後うつ病の早期発見や、思春期の精神疾患の早期発
見に努めています。

医療支援課
［旧保健予防課］

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
1-4(1)
2-3(1)

2-3 2
妊娠・出産・子育て相談窓
口

妊娠から出産、子育てにいたる幅広い相談に対応
するため、関係機関との連携により、すこやかプ
ラザ内に相談窓口を設置します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)
3-1(1)

2-3 3
生
活

妊産婦乳幼児等電話面接相
談

①妊産婦・乳幼児の保護者等の電話や窓口による
健康相談に、保健師、栄養士、歯科衛生士、助産
師等が相談に応じます(「妊娠・出産・子育て相
談窓口」とし関係機関との連携も図り対応しま
す)。
②妊娠や産後の体や育児状況などの経過の確認が
必要と思われる対象者に対し保健師等から電話に
よる保健指導を行います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)
3-1(1)

2-3 4
子どもを守る地域ネット
ワーク

大阪府池田子ども家庭センターをはじめ、児童に
係る関係機関等と連携・協働し、児童虐待の予防
や早期発見及び被虐待児童への迅速かつ適切な対
応を行うための情報共有及び対応策、関係機関職
員への研修等の検討を行います。

こども安心課
［旧こども相談課］

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 5 児童虐待相談事業
児童虐待の通告及び相談の受理、調査、支援をし
ます。

こども安心課
［旧こども相談課］

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 6 子育て心の悩み相談事業

保護者の子育ての悩みや不安、乳幼児の心身の発
達に関する個別の相談を受けたり、親子が前向き
な関係をつくる具体的なスキルを学ぶ保護者支援
プログラムを実施します。

こども支援課
［旧こども相談課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 7
子育て支援センターの相談
事業

育児、食事、健康などについての相談助言(電
話、面談、出前相談)を子育て支援センター･地域
支援保育士が行います。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 8 子育て相談
子育てに関する電話相談と来所による相談を行い
ます。

こども事業課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 9 教育相談（電話相談）

教子どもの心理・ことば(発音等)などに関する悩
みや問い合わせについての対応を行うことを目的
として、電話相談や関係機関等の紹介を行いま
す。

児童生徒課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 10 教育相談（来所相談）

子どもの心理・ことば(発音等)などに関する悩み
についての相談に対応し、個人のより豊かな心身
の成長を促すことを目的としたカウンセリングや
プレイセラピー等を行います。

児童生徒課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(1)

2-3 11
生
活

妊産婦及び乳幼児(新生児
含む)等訪問指導

助産師または保健師などが家庭訪問して、妊産婦
や乳幼児の健康状態を観察し、適切な保健指導や
助言、受診勧奨などを行います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(2)
3-1(1)

2-3 12 地区育児相談
地域の子育てサロンやこども園などからの要望に
応じて、保健師、栄養士、歯科衛生士などが地域
に出向き健康相談を行います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(2)

2-3 13 こんにちは赤ちゃん事業

生後4か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、さ
まざまな不安や悩みを聞き、子育て支援に関する
情報提供を行うとともに、親子の心身の状況や養
育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭
に対しては適切なサービスにつなげます。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-2(2)
2-3(2)
3-1(1)

2-3 14
生
活

育児支援家庭訪問事業

養育支援が必要でありながら、自ら支援を求めて
いくことが困難な状況にある家庭や、育児不安が
高い家庭に対して、地域支援保育士などが家庭を
訪問し、育児に関する相談や助言等の支援を行い
ます。

こども支援課
［旧こども相談課］
(子育て支援セン

ター)

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
2-3(2)
3-1(1)
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2-3 15 日中一時支援事業

施設での宿泊を伴わない一時的な入所サービスで
す。
〈一時的な利用〉
知的障害者又は障害児で、介護者の病気やその他
の理由により、居宅での介護が一時的に困難に
なった場合にご利用いただけます。
〈継続利用〉
障害のある中学生・高校生で、放課後において継
続して支援が必要な方にご利用いただけます。
※令和5年1月1日付で利用区分及び障害種別によ
る制限を撤廃

障害福祉課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(3)
2-3(4)

2-3 16
宿泊型及びデイサービス型
産後ケア事業

産後1年未満の母子に対して、心身のケアや育児
のサポート等必要な保健指導を産後ケア事業(宿
泊型及びデイサービス型)で実施します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-3(3)
3-1(3)

2-3 17
ファミリー・サポート・セ
ンター事業

育児の援助を行いたい人と受けたい人からなる相
互活動を支援します。サービス内容は、こども園
等の開所前、終了後の子どもの預かり、こども園
等への送迎などです。運営は社会福祉協議会に委
託しています。

こども支援課
［旧こども政策課］

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-3(3)

2-3 18 子育て短期支援事業

子どもを家庭で養育することが一時的に難しく
なったときに、7日間を限度に子どもを児童養護
施設で預かる「宿泊型ショートステイ」と、「日
帰り型ショートステイ」を行います。

こども支援課
［旧こども相談課］

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-3(3)

2-3 19 障害児一時預かり事業
就学前の障害や発達に課題のある子どもにおい
て、保護者の緊急時等一時預かりを行います。

おやこ保健課
［旧こども相談課］
（児童発達支援セン

ター）

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(4)
2-3(3)
2-3(4)

2-3 20
一時預かり事業
(一時保育事業)

一時保育として、週3日を限度とした断続的保
育、やむを得ない理由により月12日を限度とした
緊急保育を行います。

こども事業課
子育て給付課

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-3(3)
2-4(1)

2-3 21 休日保育
保護者の就労、疾病等の事由により、休日におけ
る家庭での保育が困難である児童に対し保育サー
ビスを提供します。

こども事業課
子育て給付課

○ ○
継
続

継
続

継
続

拡
充

2-3(3)
2-4(1)

2-3 22 ボランティア派遣事業
産後の家事援助やこども園等送迎など子育て家庭
に対し、ボランティアによる支援を行います。
【市補助事業】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(2)
2-3(3)

2-3 23 DV面接・電話相談事業

配偶者暴力相談支援センターにおいて、DVに関す
る情報提供や助言を行っています。また、必要に
応じて、関係機関と連携とりながら、DVに関する
悩みや相談に対応しています。

人権政策課 〇 〇 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

1-3(1)
2-3(4)

2-3 24
生
活

性別に起因する人権の侵害
及び悩みに関する相談事業

（女性の生き方総合相談(電話相談・働く女性のための
電話相談・ガールズ相談・カウンセリング）、からだと心
と性の相談、しごと準備相談、労働相談、法律相談、
離婚にまつわるお金の相談、男性のための相談、
ボーイズ相談）
市民が抱える男女共同参画推進に関する問題（性別
に起因する等）の解決を支援するため、ジェンダーに
敏感な視点で相談事業を実施。地域に開かれた安心
して話すことができる相談室として、多様な相談メ
ニューを通じて、女性が働く、働き続けながら社会に参
画、活躍の場を広げられるよう支援します。男性のた
めの相談やボーイズ相談では、固定的な意識に捉わ
れず自らの課題に向き合えるよう支援します。

人権政策課
（とよなか男女共同参
画推進センターすてっ

ぷ）

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

2-3 25

生
活
・
就

労
外国人のための多言語相談
サービス事業

外国人に対して母語で必要な情報提供を実施します。
（就労相談を含む）

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
○ ○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-2(2)
2-3(4)

2-3 26
生
活

おとなサポート事業
子どもを抱える外国人女性などが気楽に集まって
子育てなどについて話す場を提供したり、子育て
などに悩む外国人の相談窓口を設けています。

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
○ ○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
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2-3 27

生
活
・
就
労

日本語交流活動「もっともっと
つかえるにほんご」

資格取得や就労などステップアップをめざす外国人の
ための日本語学習の場を実施します。（毎週月曜日10
時～12時）

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
○ ○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 28
就
労

日本語検定サポート
就労を視野に入れて、日本語検定能力試験をめざす
外国人のための試験対策の場を実施します。（年2
回、試験の3か月前から3か月間実施）

人権政策課
(とよなか国際交流セ

ンター)
○ ○ ○ ○ ○ ○

継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 29
就
労

就労準備支援事業

生活困窮者自立支援法に基づく事業として、生活自
立・対人能力、社会適応能力等に問題を抱え、就業が
著しく困難な生活困窮者に対して、就労に従事する準
備として基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援
するもので、講座や事業所等での就労体験の場を提
供し、就労に対する意欲喚起や、適応能力等の自覚
を促す支援を実施しています。

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 30
生
活

住居確保給付金事業

生活困窮者自立支援法に基づく事業として、離職など
により住居を失った方、または住居を失うおそれのあ
る方に、就職活動をすることなどを条件に、一定期間、
家賃相当額を支給します。住居を整えた上で、就職を
目指すための支援です。（※一定の資産収入等に関
する要件を満たしている方が対象です。）

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 31
生
活

家計相談支援事業

生活困窮者自立支援法に基づく事業であり、多重債
務等の課題を抱える生活困窮者の債務や生計の状況
などを聴取し、債務整理のため法律専門家への誘導
をするとともに、関係機関及び関係部局と連携して生
活再建を支援します。

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 32
就
労

豊中市生活保護受給者等「自
立・就労」支援

生活保護受給者等で保護受給において就労が要件と
なる方に対して就労支援事業を行っています。福祉事
務所が事前に就労指導対象者と判断した方で、一人
での求職活動が難しい場合や就労に際して制限があ
る場合には就労支援事業の活用を促し、同意を得て
個々の状況に応じた支援を行います。支援を行ううえ
で、池田公共職業安定所やくらし支援課との連携を
行っています。

福祉事務所 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 33
生
活

ひきこもり家族交流会

ストレスフルかつ孤立しがちなひきこもり家族が、安心
して集い、相互に支えあい、家族自身が健康を回復す
ることを目的として実施しています。副次的には当事
者のひきこもり回復を促します。

医療支援課
［旧保健予防課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(4)
2-3(4)

2-3 34
ひとり親世帯（母子・父子世
帯）の国民健康保険料の減免
制度

現に婚姻していない者のうち、20歳に満たない子を養
育しているひとり親（母子・父子）に対し、保険料の3割
を減額します。（所得制限あり）

保険相談課
［旧保険資格課］

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 35
生
活

ひとり親家庭の優先入所
従来より通常の就労事由を上回る世帯加算を実施し
ています。

子育て給付課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 36
生
活

ひとり親家庭等日常生活支
援事業

ひとり親家庭及び寡婦の方で自立促進に必要な事
由(技能習得のための通学、就職活動等)または社
会的事由(疾病、出産、看護、事故、冠婚葬祭、
残業、転勤、出張及び学校等の公的行事への参加
等)により、一時的に生活援助、子育て支援が必
要な世帯に家庭生活支援員（ヘルパー）を派遣し
ます。また、平成29年（2017年）8月からファミ
サポ利用料の補助を開始しています。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 37

生
活
・
就
労

母子・父子自立支援員

ひとり親家庭及び寡婦を対象に離･死別直後の精
神的安定を図りその自立に必要な情報提供、相談
指導等職業能力の向上及び求職活動に関する支援
を行います。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 38
就
労

ひとり親家庭自立支援給付
金

ひとり親家庭の父母のよりよい就業に向けた能力
開発を支援、資格取得のための安定した修業環境
の提供と雇用、就労促進を図ります。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 39
就
労

母子父子自立支援プログラ
ム策定等事業

児童扶養手当受給者等の自立を促進するため、母
子父子自立支援プログラム策定員を設置し、個々
の受給者の状況・ニーズ等に対応した自立支援プ
ログラムを策定し、就業・自立支援事業等を活用
することで、継続的な自立・就業を図ります。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 40
生
活

母子生活支援施設への入所
さまざまな事情のため、母子保護を希望する場
合、子どもと一緒に入所できます。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)

2-3 41
市社協くらしささえあい事
業

援助の必要な妊産婦等に対し、家事援助(調理・
洗濯・掃除・買物等)、相談・話し相手などの生
活支援を協力会員を通じて行います。
【団体自主事業】
【平成29年度（2017年度）に事業名を「生活支援
サービス」から変更】

(社福)豊中市社会福
祉協議会

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-1(2)
2-3(4)
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2-3 42
就
労

ひとり親家庭高等学校卒業
程度認定試験合格支援

ひとり親家庭の親子の学び直しを支援することに
より、より良い就業や転職に向けた能力開発を支
援し、雇用安定を図ります。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
新
規

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

2-3 43
経
済

養育費の履行確保支援
離婚前後の父母に対し、養育費や面会交流に関す
る取り決めを促進し、養育費の履行を確保しま
す。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
新
規

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)

施策の柱２－４　子育てと仕事の両立の推進

2-4 1
教
育

通常保育(公立・民間)
児童の保護者の労働、疾病等により、保育を必要
と認定された児童を、認定こども園・保育所等に
おいて保育し、児童の福祉の増進を図ります。

子育て給付課
こども事業課

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(1)

2-4 2
教
育

家庭保育所制度
児童の保護者の労働、疾病等により保育を必要と
する児童を、市独自制度の家庭保育所において保
育し、児童の福祉の増進を図ります。

子育て給付課
こども事業課

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-3(3)
2-4(1)

2-4 3 延長保育
保護者の勤務時間・通勤時間等の状況に応えるた
め、開所時間をこえて1時間又は2時間の延長保育
を実施します。

子育て給付課
こども事業課

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(1)

2-4 4 1号認定児の預かり保育
子育て支援の一環として、1号認定の正規の教育
時間終了後、希望する保護者の園児を対象に預か
り保育を実施します。

子育て給付課
こども事業課

継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(1)

2-4 5 病児保育事業

子育てと就労の両立支援の一環として、満1歳以
上小学校4年生までの児童等で、病気の回復期に
至らない場合で集団保育が困難であり、かつ保護
者が就労、疾病、災害、事故、出産、看護、冠婚
葬祭の社会的理由により家庭での保育が困難な児
童に対する保育を補助対象となった3つの民間施
設において行います。

こども事業課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(1)

2-4 6 男女共同参画に関する学習

男女共同や仕事と子育ての両立などについての講
演会や親同士のネットワーク、子育てについての
フリートーキング、ふれあい遊びなどを行い、男
女共同参画の啓発を行います。

人権政策課
（とよなか男女共同参
画推進センターすてっ

ぷ）

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(2)

2-4 7
男女共同参画の推進のため
のアウトリーチ(地域啓発)
事業

地域に出向き男女共同参画についての講座(ジェ
ンダー平等教育推進助成事業、デートDV防止出前
講座）を実施し、啓発します。地域とのつながり
をつくるとともに自前講師育成につなげます。

人権政策課
（とよなか男女共同参
画推進センターすてっ

ぷ）

○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

拡
充

2-4(2)

2-4 8
就
労

地域就労支援センター事業

障害者、母子家庭の母親、中高年齢者などで働く意欲
がありながらさまざまな就労阻害要因を抱えるため就
労が実現できない者や就労意欲が乏しい若年者、学
卒無業者などに対して、相談や各種講座などの支援
や、無料職業紹介所と連携して求人情報の提供等を
行っています。

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
2-4(2)

2-4 9
就
労

無料職業紹介事業

求職者の居住地の近隣での就職を実現するために、
職業安定法に基づく無料職業紹介所を設置し、相談
者の状況に応じた求人開拓とマッチング、および就職
後の定着支援を行っています。また、合同面接会や就
職支援講座等を実施しています。

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-3(4)
2-4(2)

2-4 10 労働関係法令等の啓発
勤労者ニュースの発行等を通じて、労働関係法令
の改正についての情報提供、障害者等の雇用促進
普及に努めます。

くらし支援課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(2)

2-4 11
ワーク・ライフ・バランス
の推進

仕事と生活・子育ての両立の実現をめざし、ワー
ク・ライフ・バランスの推進を図るため、市民及
び企業への周知・啓発を行います。
また、ワーク・ライフ・バランスの実現や子育て
家庭に向けた地域社会全体での取組みを支援する
ため、出前講座や情報提供を行います。

こども政策課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

完
了

2-4(2)

施策の柱３－１　生活環境、保健・医療体制等の整備

3-1 1
生
活

母子健康手帳の交付(妊娠
届の受理)時の保健指導

妊娠届出者に対して、保健師・助産師等が面接を
行い、母子健康手帳の目的・内容の説明及び妊
娠・出産に関する保健指導を行います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2(2)
3-1(1)

3-1 2 妊娠期の教室

妊娠中の過ごし方について助産師、栄養士、歯科
衛生士が講話などを行う「マタニティークラ
ス」、調理実習を行う「マタニテイークッキン
グ」を開催します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(1)

3-1 3 両親教室
初めての妊娠を迎える妊婦とパートナーを対象
に、妊娠・出産・育児について学び、意見交換を
します。助産師会に委託しています。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-4(2)
3-1(1)

3-1 4 離乳食講習会
栄養士による離乳食に関する講話と試食の講習会
を行います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(1)
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3-1 5 幼児食講座
栄養士による幼児食に関する講話と試食の講座を
行います。また、希望する保護者には相談も行い
ます。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(1)

3-1 6
乳幼児のための予防救急講
習会

市内で発生した乳幼児の救急事案を分析し、救急
事故の未然防止を図るため、救急事故の予防法、
応急手当などについて説明します。対象は、乳幼
児の保護者です。

消防局
救急救命課

〇 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(1)

3-1 7 妊婦健康診査

妊婦に対して、妊婦一般健康診査受診票を交付し
(母子健康手帳綴りこみ)、それに基づき個別医療
機関(大阪府内の委託医療機関)で1回健診を実
施。平成19年5月から、後期妊婦一般健康診査受
診票の交付を開始。さらに、平成20年5月から、
中後期(妊娠28週以降)にも交付。合計3回の健診
を実施。平成21年4月から、14回分の受診券を交
付。府外の受診者には還付しています。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(2)
3-1(5)

3-1 8 産婦健康診査事業
産婦健康診査受診券を発行し、かかりつけ医での
個別健診受診料の一部を助成します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(2)

3-1 9
生
活

4か月児健康診査

対象者に健診日程を個別通知し、集団健診で小児
科医による診察、集団指導、個別相談(育児、栄
養、発達、健康管理など)を行います。会場は千
里保健センター、中部保健センター、庄内保健セ
ンターの3カ所でそれぞれ月1～2回実施していき
ます。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(2)

3-1 10
生
活

1歳6か月児健康診査

対象者に健診日程を個別通知し、集団健診で小児
科医･歯科医師による健診をはじめ保健師・歯科
衛生士・栄養士・心理相談員の相談や保健指導を
行います。 千里保健センター、中部保健セン
ター、庄内保健センターの3会場でそれぞれ月1～
2回実施しています。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(2)

3-1 11
1歳6か月児健診フォロー事
業(「にこにこくらぶ」)

1歳6か月児健診の結果、集団による経過観察が必
要な児に対して、保健師・保育士(関係機関)・心
理相談員による問診、心理相談､育児相談等を行
います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

未
定

3-1(2)

3-1 12
生
活

3歳6か月児健康診査

対象者に健診日程を個別通知し、集団健診で月2
～3回小児科医・歯科医師による健診をはじめ、
保健師・歯科衛生士・栄養士・心理相談員の相談
や保健指導を行います。視聴覚の検査は、スク
リーニングの結果に基づき、必要な児に対して、
眼科医・耳鼻科医に紹介状を発行します。 千里
保健センター、中部保健センター、庄内保健セン
ターの3会場で実施していきます。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(2)

3-1 13 二次健診

健診などで経過観察が必要と思われる乳幼児に対
し二次健診を行うことにより、疾病や障害の早期
発見・治療につなげるとともに、その保護者に対
し相談や保健指導を実施します。また、未熟児や
身体障害などの児に対して医師や心理士による相
談や必要な療育指導を行うことで、その家族の不
安の解消や孤立の解消、障害の受容をめざしま
す。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
3-1(2)

3-1 14
育児相談(乳幼児健康診査
後)

乳幼児健康診査後の経過観察や電話相談などで指
導が必要と思われる乳幼児の保護者を対象に、保
健師・栄養士による個別相談(育児、栄養、発達)
などを行います(予約制)。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策2
3-1(2)

3-1 15
外国語・日本語併記母子健
康手帳

在日外国人で必要な方に、10か国語(英語、中国
語、タガログ語、インドネシア語、ハングル語、
タイ語、ポルトガル語、スペイン語・ベトナム
語・ネパール語)と日本語併記の母子健康手帳を
交付します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
3-1(2)

3-1 16 新生児聴覚検査
新生児の聴覚障害を早期発見し、早期の療育等必
要な支援に繋げることを目的に医療機関での検査
費用の一部を助成します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

○
新
規

継
続

継
続

継
続

3-1(2)
3-1(5)

3-1 17 不育症治療費等助成事業

妊娠はするものの、2回以上の流産や死産等の不
育症に悩む、法律上の婚姻または事実婚の夫婦に
対し、医療保険が適用されない不育症検査及び治
療に要した費用の一部を助成します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇
新
規

継
続

継
続

3-1(5)

3-1 18
豊能広域こども急病セン
ター

豊能二次医療圏(豊中市、池田市、箕面市、吹田
市、豊能町、能勢町)の4市2町が協力して、箕面
市に小児初期救急医療診療所を開設し、小児救急
医療体制の充実を図ります。

保健安全課
［旧健康政策課］

○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(3)

3-1 19
地域周産期母子医療セン
ター

正常分娩の取扱いの他、基礎疾患を持つ妊産婦や
ハイリスク妊娠に対し高度な医療やケアを提供し
ています。

市立豊中病院
病院総務課

○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(3)

3-1 20
ＮＩＣＵ
(新生児集中治療室)

小さな赤ちゃんだけでなく、生まれても何らかの
治療が必要な赤ちゃんや、他院で生まれ治療が必
要な赤ちゃんも入院しています。

市立豊中病院
病院総務課

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(3)
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3-1 21
都市公園等安全・安心対策
事業

子どもや高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利
用できる都市公園等をめざし、公園施設の戦略的
な機能保全・向上対策による安全性の確保等、都
市公園等における総合的な安全・安心対策事業に
よる整備を、緊急かつ計画的に実施します。

公園みどり推進課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(4)

3-1 22
大阪府子どもの受動喫煙防
止条例の推進

大阪府子どもの受動喫煙防止条例を推進するた
め、美化推進課と協働で全小中学校に受動喫煙防
止横断幕を設置しており、今後、こども園にも設
置していきます。また、市管理施設受動喫煙防止
ガイドラインにより、市が管理する施設は、敷地
内全面禁煙となります。

コロナ健康支援課
［旧健康政策課］

○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(4)

3-1 23 とよなか子育て応援団

子育て家庭に配慮している事業者に「とよなか子
育て応援団」に登録してもらい、その情報を一覧
にして冊子やホームページなどで公開し、子育て
家庭に提供することをとおして、市内事業者の子
育て家庭に対する配慮への意識醸成もはかりなが
ら、「このまちみんなで子育て応援」をするまち
づくりをめざします。

こども政策課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-2①

3-1 24
赤ちゃんの駅普及・啓発事
業

乳幼児連れの保護者が安心して外出できるよう
に、授乳、おむつ交換又は遊びのスペースが自由
に利用できる公共施設に「赤ちゃんの駅」標識
(看板又はステッカー)を掲示します。また、施設
一覧表を作成し、市ホームページに掲載するとと
もに、「こんにちは赤ちゃん事業」訪問時などに
配布します。

こども政策課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(4)

3-1 25 三世代同居・近居支援事業

世代間で助け合いながら安心して暮らせる環境づ
くりのために、市外在住の子育て世帯が市内在住
の親世帯と市内で同居または近居するための住宅
の取得費用やリフォーム費用の一部を補助しま
す。

住宅課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

完
了

3-1(4)

3-1 26
生
活

市営住宅の子育て世帯向け
募集枠の設置

市営住宅の募集時に子育て世帯向けの募集枠を設
定し、小学校就学前の子どもがいる世帯に対して
居住の安定の確保に努めています。

住宅課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(4)

3-1 27
生
活

市営住宅の入居時における
優遇倍率の措置

市営住宅の入居申込者のうち、母子・父子世帯な
どについては、抽選時に倍率を優遇して居住の安
定の確保に努めています。

住宅課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(4)

3-1 28 歩道改良整備の推進

歩道設置されている市道で、狭い、勾配がきつ
い、段差、凹凸がある等の問題がある歩道につい
て、「歩道改良実施計画(改訂版)」(平成24年
(2012年)9月策定)令和4年度以降は「歩道改良実
施計画（令和3年度改訂版）」（令和4年（2022
年）3月策定）に基づき、安全で快適な歩行空間
を形成するため、歩道の拡幅や構造形式の変更な
どの改良整備を実施します。

基盤整備課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(4)

3-1 29
経
済

固定資産税･都市計画税の減
免

税法上の寡婦及びひとり親で、所得･所有資産･年税
額の一定要件を満たす方は、申請に基づいて、固定
資産税･都市計画税の年税額のうち、最大で2分の1を
減免します。

固定資産税課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
3-1(5)

3-1 30 障害児福祉手当

重度障害児に対してその障害のため必要となる精
神的、物質的な特別の負担の軽減の一助として手
当を支給することにより、特別障害児の福祉の向
上を図ることを目的としています。

障害福祉課 〇 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
3-1(5)

3-1 31 特別児童扶養手当
精神又は身体に障害を有する児童に手当を支給す
ることにより、これらの児童の福祉の増進を図る
ことを目的としています。

障害福祉課 〇 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
3-1(5)

3-1 32
不妊に悩む方への特定治療
支援事業

子どもの出生を望んでいるにもかかわらず、特定
不妊治療以外の治療法によってしか妊娠の見込が
ないか又は極めて少ないと医師に診断されている
法律上の婚姻または事実婚の夫婦に対し、指定医
療機関での治療費の一部を助成します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇
拡
充

継
続

完
了

3-1(5)

3-1 33 未熟児養育医療給付事業
入院を必要とする未熟児に、その養育に必要な医
療の給付を行います。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(5)

3-1 34
小児慢性特性疾病医療費助
成事業

医療費の助成を実施します。また、認定審査のた
め小児慢性特定疾病審査会を運営します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(5)

3-1 35 結核児童療育給付事業
結核にかかっている児童に適切な医療を給付し、
併せて学習用品等を支給します。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇 〇 〇 〇 〇
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(5)

3-1 36
経
済

子ども医療費助成制度

18歳到達後最初の3月31日までの子どもの医療費
の自己負担額（保険診療に限る）を助成します。
ただし、1医療機関1日500円、月2回を限度に一部
自己負担金があります。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-1(5)
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3-1 37
生
活

助産制度
生活保護世帯等、経済的理由により出産費用の負
担が困難な方は、指定の助産施設(病院)へ入所を
措置します。

子育て給付課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
3-1(5)

3-1 38
教
育

給食費・教材費等の実費徴収
に係る補足給付事業

認可施設に在園する低所得で生計が困難である世帯
の子どもの保護者が支払うべき日用品、文房具等の
購入費用または行事への参加費用等を補助すること
で特定教育・保育のさらなる円滑な利用を図ります。

子育て給付課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
3-1(5)

3-1 39
教
育

償還払分施設等利用給付
幼児教育・保育の無償化に伴い、対象となる児童の保
護者に対し、預かり保育・認可外サービス利用の費用
を償還払い（認定要件・上限あり）にて支払います。

子育て給付課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
3-1(5)

3-1 40
経
済

児童扶養手当

父もしくは母と生計を同じくしていない児童や、
父もしくは母が政令で定める程度の障害の状態に
ある児童等が、育成される家庭の生活の安定と自
立の促進に寄与するとともに、児童の福祉の増進
を図ることを目的として支給されます。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
2-3(5)

3-1 41
経
済

ひとり親家庭医療費助成制
度

18歳到達後最初の3月31日までのひとり親家庭の
児童とその保護者の医療費の自己負担額（保険診
療に限る）を助成します。ただし、1医療機関1日
500円、月2回を限度に一部自己負担金があります
（所得制限あり）。

子育て給付課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
2-3(5)

3-1 42
教
育

ひとり親世帯・在宅障害者世
帯及び多子世帯の利用者負
担額（保育料）軽減措置

従前から一定の軽減措置を実施している中、国からの
幼児教育の段階的無償化の方針に則り、範囲を拡大
し、該当する世帯の利用者負担額を軽減するもので
す。

子育て給付課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
2-3(4)
3-1(5)

3-1 43
教
育
・

生
活

母子父子寡婦福祉資金貸付
高校、大学等の修学に必要な資金など、母子父子
寡婦福祉資金の貸付を行います。

子育て給付課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
2-3(5)

3-1 44
教
育

特別支援教育就学奨励費制
度

市立小・中学校、義務教育学校の特別支援教育の普
及奨励を図るため、特別支援学級及び通級学級に就
学する児童・生徒の保護者に対し、奨励費を支給する
ことにより経済的負担を軽減しています。

学務保健課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
3-1(5)

3-1 45
教
育

要・準要保護児童（生徒）
就学援助

経済的な理由により就学が困難と認められる児
童・生徒の保護者に対して、学用品費等を援助し
ます。

学務保健課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
2-3(5)

3-1 46
教
育

私立高等学校入学支度金貸
付あっせん制度

私立高等学校に修学の希望があるにもかかわらず、
経済的理由のため修学が困難な生徒の保護者に、入
学支度金の貸付のあっせん及び利子等を補給してい
ます。

学務保健課 ○
継
続

継
続

継
続

継
続

重点施策3
1-4(4)
2-3(4)
2-3(5)

3-1 47 魅力創造・発信の企画調整

豊中の地域資源を再発見し、人々の暮らしの充実
につながる新たな価値や魅力を創り出し、発信す
る取組みを進めます。令和2年4月からの新たなブ
ランド戦略に基づき、市域外の人々も含めた交
流・にぎわいづくり事業を実施します。

魅力文化創造課 〇 〇 〇 〇 〇 〇
完
了

2-3(5)

3-1 48 不妊症治療費等助成事業
保険診療で行った不妊治療等の費用の自己負担分
を助成します。（令和4年4月1日以降治療開始分
より。受付開始は令和4年9月～。）

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇
新
規

継
続

3-1(5)

3-1 49
不妊症・不育症オンライン
専門相談

不妊症や不育症の検査や治療について、産婦人科
医師がオンラインで相談を受けます。

おやこ保健課
［旧母子保健課］

〇
新
規

継
続

3-1(5)

施策の柱３－２　子どもの安全確保

3-2 1
青色回転灯防犯パトロール
カー活動助成

青色回転灯を装備した自動車による防犯パトロー
ル活動を行う団体に対して、青色回転灯パトロー
ルカーの申請に要する費用の一部を助成し、地域
における自主的な防犯活動を支援します。

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)
3-2(1)

3-2 2 青色防犯パトロールの実施

不法投棄防止パトロール業務で市内を巡回してい
る車両を利用し、主に小学生が下校する時間帯に
子どもの安全を確保するため、青色防犯パトロー
ルを実施します。

美化推進課 ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(1)

3-2 3
更生保護活動
(豊中地区保護司会)

教育関係機関と連携、協力しながら犯罪をした青
少年の更生や対話集会などを通じて青少年の犯罪
予防活動を行います。

地域共生課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(1)
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3-2 4 子どもの安全見まもり隊

PTAや健全育成会、自治会等地域の住民や団体等
で組織する子どもの安全見まもり隊を小学校区ご
とに設置し、登下校時の通学路における子どもの
見まもり活動を行うことにより、子どもの安全を
確保することを目的としています。
【平成30年度（2018年度）から児童生徒課から事
業移管】

学校教育課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(1)

3-2 5 「こども110番の家」運動

地域住民に「こども110番の家」の旗を掲げても
らい、地域の児童生徒の緊急時における危険回避
場所として協力をお願いしています。地域の協力
家庭を拡充することにより、児童生徒の安全確保
に加え、地域における犯罪抑止効果も期待できま
す。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(1)

3-2 6
こどもの安全 110番パト
ロール隊

ごみ収集や水道検針などの業務で市内を走る公用
車にパトロール隊のステッカーを貼り、市民への
啓発を行うとともに、街頭犯罪の警戒を行いま
す。また郵便集配バイク及びタクシー等の車両が
参加しています。

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(1)

3-2 7 学警連絡会兼協助員会

大阪府池田子ども家庭センター、豊中警察署、豊
中南警察署、大阪府池田少年サポートセンター、
豊中地区少年補導協助員会、豊中南地区少年補導
協助員会と連携し問題行動傾向の少年の指導、非
行防止に取組みます。

児童生徒課 ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

2-1(3)
3-2(1)

3-2 8 ● 防災に関する出前講座

災害に対する普段からの備え等についてや地震・
水害対策などに関する内容のほか、地域住民の自
衛意識と連帯感に基づいて結成される防災組織の
活動等について、出前講座を開催します。

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 9 防災アドバイザー派遣制度
気象、防災等の専門的な知識を有する防災アドバ
イザーを地域に派遣し、防災対策に関する講演会
等を実施します。

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 10 防犯カメラ設置補助事業
自治会で自発的に取り組む防犯活動を支援するため、防犯
カメラを新たに設置する自治会に対し、その設置費用の一
部を補助します。

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 11 見守りカメラ事業
通学路を中心に見守りカメラ(防犯カメラ)を設置
し、維持管理を行います。

危機管理課 ○ ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 12 PFAセミナー

災害などの緊急下にストレスを抱えた子どもを傷
つけず対応するために、支援者に向けて子どもの
ための心理的応急処置（PFA）を啓発する取組み
を行います。

医療支援課
［旧保健予防課］

○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

1-4(4)
3-2(2)

3-2 13
通学路交通安全プログラム
の推進

各小学校区の通学路や未就学児の移動経路の交通
安全を確保するため、定期的な合同点検を実施
し、関係機関と連携しながら、安全対策を推進し
ます。

交通政策課 ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 14 交通安全啓発事業
「交通事故をなくす運動」豊中市推進協議会の活
動を通じて、保育所や幼稚園、認定こども園、学
校等を対象とした交通安全教室を実施します。

交通政策課 ○ ○ ○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 15 ●
ジュニア救命サポーター事
業

市内小学校の5年または6年生の児童を対象に心肺
蘇生法等の講習会を実施し、「命の大切さ」、
「救命の連鎖」の指導を行い、子どもの頃から救
命手当の必要性を根付かせ、将来的には全市民が
救命手当を習得できることを目標とし、救命力の
向上を図ります。

消防局
救急救命課

○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)

3-2 16
子どもに対する防火・防災
教育

幼稚園等の幼児、小学校・中学校の児童・生徒を
対象に、火災や地震の怖さの理解、災害時の身の
安全の確保、初期消火や応急救護など、年齢に応
じた防火・防災教育を実施します。

消防局
予防課

○ ○ ○
継
続

継
続

継
続

継
続

3-2(2)
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１．人口・出生等の状況
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(人/世帯）(人,世帯）

資料：豊中市市民課「住民基本台帳世帯人口数調査」（各年4月1日現在）

(年）
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23,000

2018 2019 2020 2021 2022

転入・転出の推移

転入 転出

(人）

資料：豊中市統計書

・0～5歳児童人口数は平成30年（2018年）から減少傾向となっています。

・高齢化率と年少人口割合は平成30年（2018年）からほぼ横ばいとなっています。

概 要

Ⅻ．豊中市の子育て環境の現状

(年）
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豊中市の男女別・年齢別人口
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2023年4月1日現在●総人口 406,931人
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3,387
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3,048
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資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

資料：豊中市統計書
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高齢化率（65歳以上人口が総人口に占める割合）

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

(％）

(年）

(年）

資料：豊中市統計書

（出生率の基準人口は各年4月1日現在の住民基本台帳。）
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豊中市 大阪府 全国

資料：住民基本台帳・政府統計

※大阪府、全国の合計特殊出生率は推計人口及び人口動態統計による。

豊中市の合計特殊出生率は住民基本台帳及び人口動態統計をもとに独自に算出したもの。

※最新年の値は概数であり、後日変更の可能性がある。

※合計特殊出生率とは、女性の出産可能年齢と仮定される15～49歳の年齢別出生率を合計したもの。

１人の女性が生涯に出産する平均の子ども数とみなされる。

※出生率算出に用いる女性人口ついて

豊中市は、平成26年（2014年）までは外国人住民を含む女性人口を用いていたが、平成27年（2015年）以降は

国・府の算出方法にあわせるため、外国人住民を除く日本人の女性人口を用いている。
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母の年齢別出生数割合の推移
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資料：政府統計

★

(年）

(年）

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。

2022年の出生数（人）

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳

12 120 749 1178 764 194 5
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小学校区別人口・世帯数 
（2023年4月1日現在、豊中市こども政策課調べ） 

 
 

 

N 

E W 

S 

克明 
10,933 人 

5,926 世帯 

1.84 人 

桜井谷 
11,289 人 

5,261 世帯 

2.15 人 

 

蛍池 
10,314 人 

5,938世帯 

1.74 人 

大池 
14,315 人 

6,925 世帯 

2.07 人 

 

桜塚 
10,054 人 

4,797 世帯 

2.10 人 

 

中豊島 
12,362 人 

6,364 世帯 

1.94 人 

 

高川 
6,199 人 

3,299 世帯 

1.88 人 

 

千成 
6,302 人 

3,341 世帯 

1.89 人 

野田 
9,106 人 

5,630 世帯 

1.62 人 
島田 
6,376 人 

3,621 世帯 

1.76 人 

庄内 
7,564 人 

4,456 世帯 

1.70 人 

新田南 
9,194 人 

4,182 世帯 

2.20 人 

 

東豊台 
8,896 人 

3,848 世帯 

2.31 人 

豊島北 
10,574 人 

5,360 世帯 

1.97 人 

 

刀根山 
14,901 人 

7,272 世帯 

2.05 人 

 

豊島西 
7,874 人 

3,975 世帯 

1.98 人 

東豊中 
8,114 人 

3,836 世帯 

2.12 人 

庄内西 
6,146 人 

3,433 世帯 

1.79 人 

南桜塚 
12,518 人 

5,730 世帯 

2.18 人 

19.9％ 

小曽根 
6,803 人 

3,434 世帯 

1.98 人 

西丘 
8,376 人 

3,625 世帯 

2.31 人 

 

東丘 
9,865 人 

4,757 世帯 

2.07 人 

 
新田 

11,587 人 
4,869世帯 

2.38 人 

 

上野 
16,764 人 

6,938 世帯 

2.42 人 

 

 

豊南 
6,335 人 

3,366世帯 

1.88 人 

 

豊島 
13,171 人 

7,626 世帯 

1.73 人 

 

原田 
11,755 人 

6,092 世帯 

1.93 人 

野畑 
11,715 人 

5,188 世帯 

2.26 人 
少路 

11,695 人 

4,613 世帯 

2.54 人 

 

南丘 
10,551 人 
4,825世帯 

2.19 人 

 

桜井谷東 
15,109 人 

6,317 世帯 

2.39 人 

緑地 
11,295 人 

5,227 世帯 

2.16 人 

寺内 
9,814 人 

4,943世帯 

1.99 人 

北条 
9,061 人 

4,088 世帯 

2.22 人 

上段:人口 

中段:世帯数 

下段：世帯あたりの人員数 

 

<世帯あたりの人員数の内訳> 

    2.00人未満 

    2.50人以上  

< 市 全 域 > 

● 人 口 406,931 人 

● 世帯数 19６,796 世帯 

(世帯あたりの人員数 2.07 人) 

庄内南 
6,481 人 

3,618 世帯 

1.79 人 

 

泉丘 
11,861 人 

5,043 世帯 

2.35 人 

 

 

熊野田 
11,261 人 

4,962 世帯 

2.27 人 

東泉丘 
8,568 人 

3,429世帯 

2.50 人 

北緑丘 
7,126 人 

3,358 世帯 

2.12 人 

 

北丘 
7,292 人 

3,514 世帯 

2.08 人 

 

箕輪 
7,415 人 

3,770世帯 

1.97 人 

※庄内・野田・島田の小学校区は、

令和 5 年度より庄内さくら学園校区

です。 
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小学校区別就学前(0～5歳)児童人口と比率 
（2023年4月1日現在、豊中市こども政策課調べ） 

 
 

. 
. 

N 

E W 

S 

克明 
452人 

4.1％ 

 

桜井谷 
614人 

5.4％ 

 

蛍池 
364人 

3.5％ 

大池 
678人 

4.7％ 

 

桜塚 
499人 

5.0％ 

 

中豊島 
691人 

5.6％ 

 

熊野田 
627人 

5.6％ 

 

高川 
337人 

5.4％ 

 

千成 
282人 

4.5％ 

 

野田 
285人 

3.1％ 

 
島田 
252人 

4.0％ 

 

庄内 
262人 

3.5％ 

 

新田南 
521人 

5.7％ 

 

東豊台 
355人 

4.0％ 

 

豊島北 
511人 

4.8％ 

 

刀根山 
627人

4.2％ 

 

豊島西 
406人 

5.2％ 

 

東豊中 
361人 

4.4％ 

 

庄内西 
211人 

3.4％ 

 

庄内南 
183人 

2.8％ 

 

南桜塚 
569人 

4.5％ 

 

小曽根 
351人 

5.2％ 

西丘 
372人 

4.4％ 

 

北丘
330 人 
4.5％ 

 

東丘 
486人 

4.9％ 

 

新田 
711人 

6.1 

％ 

 上野 
830人 

5.0％ 

 

豊島 
570人 

4.3％ 

 

原田 
642人 

5.5％ 

 

箕輪 
400人 

5.4％ 

16.7％ 

野畑 
558人 

4.8％ 

 

少路 
485人 

4.1％ 

％ 

％ 

泉丘 
629人 

5.3％ 

 

南丘 
666人 

6.3％ 

 

桜井谷東 
1,009人 

6.7％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緑地 
595人 

5.3％ 

 

寺内 
673人

6.9％ 

 

北条 
421人 

4.6％ 

 

東泉丘 
629人 

7.3％ 

 

上段:就学前人口 

下段：就学前人口の比率 

 

<就学前人口の内訳> 

    4％未満 

    7％以上  

< 市 全 域 > 

● 就学前人口 20,166 人 

● 就学前人口比率 5.0％ 

北緑丘 
340人 

4.8％ 

 

豊南 
382人 

6.0％ 

 

※庄内・野田・島田の小学校区は、

令和 5 年度より庄内さくら学園校区

です。 
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小学校区別年少人口割合(0～14歳)と高齢化率(65歳以上) 
（2023年4月1日現在、豊中市こども政策課調べ） 

 
 

. 

N 

E W 

S 

克明 
10.3％ 

27.6％ 

 

桜井谷 
14.0％ 

22.5％ 

 

蛍池 
8.9％ 

26.1％ 

 

大池 
13.0％ 

25.6％ 

 

桜塚 
13.6％ 

24.0％ 

 

中豊島 
13.2％ 

25.1％ 

 

熊野田 
14.8％ 

23.7％ 

 

高川 
11.9％ 

26.5％ 

 

千成 
10.2％ 

28.8％ 

 

野田 
7.6％ 

32.0％ 

 島田 
9.0％ 

33.3％ 

 

庄内 
8.0％ 

34.0％ 

新田南 
14.7％ 

22.9％ 

 

東豊台 
14.3％ 

25.7％ 

 

豊島北 
12.0％ 

26.1％ 

 

刀根山 
12.4％ 

25.0％ 

 

豊島西 
12.5％ 

27.7％ 

 

東豊中 
14.4％ 

27.9％ 

 

庄内西 
9.2％ 

33.8％ 

 

庄内南 
8.3％ 

40.4％ 

 

南桜塚 
14.7％ 

23.2％ 

 

小曽根 
11.8％ 

25.6％ 

 

西丘 
16.7％ 

25.5％ 

 

東丘 
14.9％ 

28.9％ 

 

新田 
17.4％ 

18.5％ 

 

上野 
15.5％ 

23.5％ 

 

豊南 
12.9％ 

29.8％ 

 

豊島 
10.7％ 

28.1％ 

 

原田 
12.8％ 

27.3％ 

 

箕輪 
11.7％ 

26.2％ 

 

野畑 
13.8％ 

25.3％ 

 
少路 
15.0％ 

21.6 

％ 

泉丘 
14.9％ 

23.5％ 

 

桜井谷東 
18.8％ 

17.9％ 

緑地 
15.0％ 

23.3％ 

 

寺内 
14.9％ 

19.1％ 

 

北条 
14.7％ 

25.9％ 

 

東泉丘 
17.9％ 

18.4％ 

 

上段：年少人口割合 

下段：高齢化率 

 

<年少人口割合の内訳> 

    12％未満 

    16％以上 

< 市 全 域 > 

● 年少人口割合 13.5％ 

● 高齢化率   25.8％ 
北丘 
14.1％ 

34.0％ 

 

北緑丘 

12.4％ 

33.2％ 

 

南丘 
16.5％ 

28.5％ 

 

※庄内・野田・島田の小学校区は、 

令和 5 年度より庄内さくら学園 

校区です。 



２．教育・保育施設等の状況

2019 2020 2021 2022 2023

17 18 22 22 24

26 26 25 25 24

6 7 7 8 9

44 48 45 47 48

2 2 1 1 1

14 15 15 15 15

5 4 4 4 2

6 7 8 7 7

13 11 10 10 9

133 138 137 139 139

教育・保育施設等数の推移(各年4月1日現在）  　　　　    　（か所）

合計

幼保連携型認定こども園

豊中市立幼保連携型認定
こども園（公立こども園）

幼稚園型認定こども園

民間保育所（園）

事業所内保育事業

小規模保育事業

家庭保育所

私立幼稚園＜新制度＞

私立幼稚園＜従来制度＞

資料：豊中市こども事業課調べ（各年5月1日現在）

537 人, 約18%

1,493 人, 約47%

1,726 人, 約52%

1,728 人, 約50%

1,692 人, 約48%

1,709 人, 約47%

18 人, 約1%

1,404 人, 約41%

1,701 人, 約48%

1,798 人, 約49%

2,374 人, 約82%

1,707 人, 約53%

1,594 人, 約48%

318 人, 約9%

167 人, 約5%

151 人, 約4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

0歳～5歳児児童の施設等通園状況割合

保育所等 幼稚園等 その他

(3,450人)

(3,560人)

(3,658人)

(2,911人)

(3,338人)

(3,200人)

資料：子育て給付課調べ（令和5年（2023年）5月1日現在）

保育所等…保育所、認定こども園★、小規模保育事業、事業所内保育事業、家庭保育所、待機児童解消のための

緊急一時保育利用枠へ通園している児童 （その他の認可外保育施設へ通園している児童は含まず）

幼稚園等…幼稚園、認定こども園へ通園している児童

その他……上記以外の児童。在宅、認可外保育施設通園児童、障害児通園施設通園児童等

・児童数の推移についてはP.31 子ども・子育て支援法に基づく市町村計画の実施状況に掲載しています。

　　★は資料編「用語の解説」をご覧ください。
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施設の種類 箇所数

公立認定こども園

地域子育て支援センター併設

24
（内、センター
併設：16）

子育て支援センターほっぺ 2

民間保育所（園） 48

幼保連携型認定こども園
幼稚園型認定こども園

幼保連携型:24
幼稚園型：9

家庭保育所 2

私立幼稚園（私学助成）
幼稚園（施設型給付）

私学助成：9
新制度：7

事業所内保育事業 1

小規模保育事業 15

小学校区別就学前施設マップ
令和5年（2023年）4月1日時点

※分園は含まない

桜井谷
豊中
みどりっこ

とねやま
あけぼの
風の森

とよなか
文化

とよなか文化
ナースリー

のどか

アトリオとねやま

神童

あっぷる

いずみ

螢池

蛍池文化

ぶっこう 豊中愛光

ほっぺ

本町

東邦

梅花

箕面自由学園 春日荘
聖マリア

のばたけ

のばたけ

北緑丘

のばたけマミー

あけぼのぽんぽこ

おひさま

くまのだ

熊野田 バンビーニ
くまのだ

旭丘

原田

ともだち こもれびの
もり

おひさま岡町

超光寺

曽根

豊中

とうほう

あけぼの
あけぼの

あけぼの
ぶんぶん

豊中あけぼの

てらうち

さくらづか

ひかり

てしま
豊中
ほづみ 小曽根

小曽根

服部

豊中さくら

服部

てしま

ほづみバブー

ほづみあ
そびまな
びの森

こうづしま

島田

野田

くりのみ

くりのみ

夢の鳥

さわだ

栄町

上野ひだまり

庄内こどもの杜

ほうなん

豊南西

大阪音楽大学
付属音楽

高川

わかば

ラ・サンテ

みくま

北丘聖愛園

せんりひじり
ひじりにじいろ

西丘

聖ミカエル

追手門学院

ちびっこ保育園
スカイライフ

東丘

アソカ

アイグラン保
育園千里中央

アスク上新田

あけぼの
ドロップスしんでんよつば

東豊中

東豊中

ゆたか

みたに

白鳩チルドレン
センター南丘

緑ヶ丘

宮山

ゆいゆい

ゆたか

庄本

豊中
みどり

服部みどり

ほづみ絵本の森

ぴよぴよルーム
とよなか

カリーナ
おかまち

そらの
つばさ

さくらんぼ

アエレ
くまのだ

ぬくもりの
おうち保育
上新田

とよなか
文化さくら
ナースリー

おひさまっこ

豊中かなで

にっこり
ことぶき

東豊中
ひだまり

あけぼのひだまり

豊中
ひだまり

東泉丘ひだまり

ＨＯＰＰＡ
蛍池駅前

ＨＯＰＰＡ
少路駅前

ＨＯＰＰＡ
北桜塚

トレジャーキッズ
ひがしとよなか

刀根山こころ

アイグラン保
育園西泉丘

アイグラン保育園寺内

アトリオ
みなみおか

旭丘
かいせい

羽鷹池
ひだまり

トレジャーキッズ
ふれあい緑地

庄内西

アスク曽根南

ほわいと保育園
宮山町

中桜塚ひだまり
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ＨＯＰＰＡ
服部緑地

あいね

シャイニー
キッズ
フォルテ

シャイニーキッズ
アポロン

こころの森

トレジャーキッズ
ゆうひがおか

たまい

ゆいゆい
つばめ
桃山

にっこり
そねみなみ

マーブル

ひじりんの森

アイグラン保
育園南桜塚

ほっぺ
南部分室



３．子育て支援サービスの状況

12,949
14,093

9,317
8,271

14,616

1

2 2 2

3

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

0

10,000

20,000

2018 2019 2020 2021 2022

子育て支援センター プレイルームの利用状況

延べ利用者組数 設置箇所数

（組）

・新型コロナウイルス感染拡大により、プレイルーム・園開放は、消毒・換気時間を設け、少しずつ人数制限を緩

和しながら実施しました。

概 要

資料：こども支援課調べ
※令和元年度（2019年度）～令和4年度（2022年度）：親子の交流ひろば（さくらんぼひろば）設置。

※令和5年（2023年）2月～：子育て支援センターほっぺ南部分室を開設。

（か所）

（年度）

37,322 

29,350 

14,862 13,899

21,411

16

27 27 26
25

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2018 2019 2020 2021 2022

0

5

10

15

20

25

30

公立こども園（地域子育て支援センター・地域支援連携園）

園開放（庭・部屋）利用状況

利用者組数 箇所数

（組）

資料：こども事業課・こども支援課調べ
※平成30年度（2018年度）までは地域子育て支援センターの園開放のみ。

※令和元年度（2019年度）から地域子育て支援事業の参加者は園開放に参加してもカウントしていない。

（年度）

（か所）
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2022年度ファミリー・サポート・センターの会員数

総数 依頼 援助 両方

2,387 1,947 333 107

＜子育てサロンの状況＞

会員数（人）

38 39

16

30

37

11,606

10,942

1,095
2,209

6,367

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

2018 2019 2020 2021 2022

子育てサロンの状況

校区数 延べ参加者数

(校区） (人）

2,447 2,437
2,349

2,231

2,387

3,018 2,979

1,951
1,832

1,479

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2018 2019 2020 2021 2022

ファミリー・サポート・センターのサービス件数・会員数

会員数 活動回数

資料：こども支援課調べ

資料：豊中市社会福祉協議会調べ

※令和2年度（2020年度）は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、 実施を自粛。

オンライン、青空サロンなど開催方法を工夫して実施した校区が16校区。

(人） (件）

（年度）

（年度）
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４．子育て相談等の状況

11,785

7,847

5,993 5,899

6,500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

2018 2019 2020 2021 2022

公立こども園（地域子育て支援センター・地域支援連携園）相談件数(件）

資料：こども支援課・こども事業課調べ

※平成31年度（2019年度）から主訴の件数のみを集計。

※新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言・レッドステージ発令中は電話相談事業

のみ実施。

3,932 

4,279 
5,940 

6,326 6,344 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2018 2019 2020 2021 2022

子育て支援センターほっぺ相談件数(件）

・子育て支援センターほっぺでは、講座等での個別相談の増加したことに伴い、相談件数が増加傾向にありま

す。

・「こども総合相談窓口」における子どもからの相談について、令和2年度（2020年度）途中から開始のライン相

談を含みます。

概 要

資料：こども支援課調べ

（年度）

（年度）

- 82 -



2022年度教育相談における主な相談内容（延べ相談者数）

○ 行動 1,329 人

○ 不登校 951 人

○ 養育不安等 850 人

○ 構音障害 670 人 等

18 18 17 17 17

0 0

20,262

24,358

28,175

23,579

25,588

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

2018 2019 2020 2021 2022

スクールカウンセラー★の状況

設置中学校数 設置小学校数 延べ援助者数（人）

（年度）

11,170

9,228

6,717
7,550

6,352

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2018 2019 2020 2021 2022

教育相談延べ相談者数(教育センター）

資料：豊中市教育委員会事務局児童生徒課調べ

※ 平成31年度（2019年度）はコロナウイルス感染対策のため、3月の相談を休止。

（人）

（校） （件）

資料：豊中市教育委員会児童生徒課調べ

※ 平成28年度（2016年度）と平成29年度(2017年度)は小学校にも設置。

（年度）

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。

4

0

14
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児童虐待相談件数推移（豊中市分、池田子ども家庭センター分）

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

824 961 1,049 1,159 1,516

(通告) (399) (473) (544) (617) (923)

(対応) (425) (488) (505) (542) (593)

884 1,210 1,061 1,145

1,708 2,171 2,110 2,304

※池田子ども家庭センターの件数は、秋頃に公表予定

受付機関

池田子ども
家庭センター※

合　　計

豊中市

資料：大阪府衛生年報資料：国勢調査（平成16年・17年は４月１日現在の豊中市による実績）資料：大阪府衛生年報（出生率の基準人口は各年10月１日現在）資料：豊中市保育課調べ（各年４月１日現在）資料：国勢調査（平成16年・17年は４月１日現在、18年は4月3日現在の豊中市による実績人口により算出）資料：豊中市保育課調べ（各年４月１日現在）資料：豊中市保育課調べ（各年４月１日現在）資料：豊中市子育て支援課調べ（各年５月１日現在）資料：豊中市子育て支援課調べ資料：豊中市社会福祉協議会調べ(人,世帯） (人/世帯）(％） (人/千人）(人）(人） (カ所）(人） (カ所）(人）(人） (％）(回） (人）(人）(校区）(組,人）(組、人） (回）資料：豊中市子育て支援課調べ資料：豊中市子育て支援課調べ(人）(人）(人）資料：国勢調査（平成18年は４月１日現在の豊中市による実績）資料：大阪府衛生年報資料：豊中市統計書

資料：大阪府池田子ども家庭センター資料及び豊中市こども安心課調べ

児童虐待相談件数…児童相談所や市町村が児童虐待に関する通告及び相談（疑い、おそれを含む）を受け

付けた件数。児童福祉法改正により、平成17年度（2005年度）から市町村も通告を受け

付けている。

※池田子ども家庭センターが受け付けたもののうち豊中市域で発生したもののみ

(件）

1,708

2,171 2,110

2,304

824
961

1,049

1,159

1,516

884

1,210

1,061

1,145

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2,200

2,400

2,600

2018

年度

2019

年度

2020

年度

2021

年度

2022

年度

合 計 豊中市 池田子ども

家庭センター※

通告件数：児童虐待を受けたと思われる児童について相談や通告を受けた件数。

対応件数：市町村が児童虐待に関する相談等を受けて相談援助活動を行った児童数。

- 84 -



児童虐待相談対応児童数（豊中市）※再掲

資料：豊中市こども支援課調べ

※児童虐待相談対応児童数…市町村が児童虐待に関する相談等を受けて相談援助活動を行った児童数。

425
488 505 542

593

0

100

200

300

400

500

600

700

2018 2019 2020 2021 2022 (年度)

※虐待種別について

身体的：児童の身体に外傷を生じるような暴行を加えることなど

ネグレクト：著しい減食、長時間の放置、保護者の監護を怠ることなど

心理的：児童に著しい心理的外傷を与える言動を行うことなど

性的：児童にわいせつな行為をすること、させることなど

505 535 446 606 569

2,514 2,795 2,827
3,242

3,985

0

1000

2000

3000

4000

5000

2018 2019 2020 2021 2022

こども総合相談窓口 相談

心の悩み相談 家庭児童相談 （年度）

（件）

(件）

2022年度相談件数の内訳 （件）
子ども
本人

父 母 その他親戚 小学校 中学校 高校
こども園
等

関係
機関

不明 合計

件数 1,362 78 1,192 44 91 36 10 71 1,525 145 4,554
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５．小・中学校の状況

22,239 22,448 22,455 22,436 22,356

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2019 2020 2021 2022 2023

小学校児童数
(人）

資料：豊中市統計書、豊中市教育委員会事務局学務保健課調べ（各年5月1日現在）

※私立含む。令和5年度（2023年度）より40校

※令和5年度（2023年度）から、庄内小学校、野田小学校、島田小学校が庄内さくら学園に統合

※庄内さくら学園は1～6年生を対象とする

資料：豊中市保育課調べ(各年4月1日現在）資料：豊中市統計書、保育課調べ(各年12月1日現在）資料：豊中市統計書、保育課調べ(各年12月1日現在）資料：豊中市教育要覧、幼児教育課調べ資料：豊中市教育要覧(各年5月1日現在）資料：豊中市教育要覧(各年5月1日現在）資料：豊中市子育て支援課調べ(各年5月1日現在）資料：豊中市健康づくり推進課調べ(人）(人）(人）(人）(人）(人）(人）(％）資料：豊中市子育て支援課調べ（平成17年は平成18年４月末算出データ）(ｃｍ）(ｋｇ）資料：豊中市統計書資料：豊中市統計書(件）(世帯）

10,060 10,147 10,318 10,524 10,706
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中学校生徒数

資料：豊中市統計書、豊中市教育委員会事務局学務保健課調べ（各年5月1日現在）

※私立含む。令和5年度（2023年度）より20校

※令和5年度(2023年度)から第六中学校、第十中学校が庄内さくら学園に統合
※庄内さくら学園は7～9年生を対象とする

(人）

・小学校児童数及び中学校生徒数は、ほぼ横ばいとなっています。

概 要

（年度）

（年度）
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６．障害児等の状況
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資料：こども事業課調べ（各年4月1日現在）

※平成26年度（2014年度）までは公立及び民間保育所の児童数と豊中市私立幼稚園障害児保育助成金対

象者数の合計。平成27年度（2015年度）から、公立認定こども園及び民間保育所、私立認定こども園、私立

幼稚園(新制度)の児童数と豊中市私立幼稚園障害児保育助成金対象者数の合計。

資料：おやこ保健課調べ（各年4月1日現在）

※児童発達支援センター利用者のうち、通園・療育事業の利用者数。

※令和元年度（2019年度）にあゆみ学園（知的障害児等）としいの実学園（身体障害児）を児童発達支援セン

ターに統合した。

(人）

・障害児保育入所児童数、小学校及び中学校の支援学級在籍者数、放課後こどもクラブの障害児受入れ人数

は増加傾向にあり、就学前施設から中学校に至るまで、配慮の必要なケースが増加しています。

概 要

(年度）

(年度）
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支援学級
生徒数
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資料：豊中市教育委員会事務局児童生徒課調べ（各年5月1日現在）

※平成20年度（2008年度）に「養護学級」から「支援学級」に名称変更。

資料：豊中市教育委員会事務局児童生徒課調べ（各年5月1日現在）

※平成20年度（2008年度）に「養護学級」から「支援学級」に名称変更。

(人）

(人）

(年度）

(年度）
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＜放課後こどもクラブの障害児受入れ人数＞（各年5月1日現在）

年度

人数
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（小学1年生～6年生）

資料：豊中市教育委員会事務局学び育ち支援課調べ（各年5月1日現在）

(人）

(年度）
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施設の種類 箇所数

児童発達支援（児童発達支
援センター含む）

６２

放課後等デイサービス ７０

保育所等訪問支援 ５

居宅訪問型児童発達支援 １

放課後等デイサービス
サンティパープ豊中教室

児童発達支援事業所あゆみ

豊中市立児童発達支援センター

マイ児童デイサービス

児童デイサービス フラ
ップ

マイ児童
デイサービス
はっとり

ボーイズ＆ガールズ

Ange

Ａｎｇｅ
west

シュシュ

放課後等デイサービスこと
り公園

重

カシュカシュ

kidsハミング放課後等デイサ
ービス

Homely Akane東豊中

重
児童デイサービス
Primo

放課後等デイサービス
HARU豊中

ｗelfare豊中

こどもサポート教室「きらり」
蛍池駅前校

さんキッズ

ゆめみたす

放課後等デイサービス ポ
テンシャル

スイッチプール

こどもサポート教室
「きらり」豊中駅前校

ステッピア豊中

スイッチスポーツ 二ノ切教室

sakura

withわん

発達支援スクール クローバー
蛍池駅前教室

スイッチスポーツ

ニコニコ服部元町教室

あさがお

グロース テクノロジー

さんキッズプラス

サルビアジュニア
夕日丘教室

放課後等デイサービス ア
プレ豊中緑丘

児童デイサービスWILL

ラパン

児童発達支援・放課後等デイ
サービスあろは

運動療育スタジオspark豊中少路

サルビアジュニア

児童発達支援・放課後デイサ
ービスGENE

リールスメイト蛍池

EAGLES

ペンギンズ

タートルズ

コペルプラス豊中教室

サルビアジュニア 服
部天神教室

放課後等デイサービス
く～る～服部緑地教室

わくわくクラブ
岡町校

重

重

ぱぴるすきっず

らいふテラス
豊中駅前校

放課後等デイサービス
ウィズ・ユー千里園

Seemsキッズ 豊中

放課後等デイサービス
く～る～庄内教室

FOX

豊泉家チャレンジドセンター豊中

ＪＡＰＡＮ ＫＩＤＳ 豊中校

すたぁりっとジュニア 豊中スクール

らいふテラス蛍池

放課後等デイサービス なな

アトリエえいらく

オールケア豊中 木もれび 重

サルビアジュニア
庄内教室

児童発達支援おやこハウ
スさんかく

学舎Ｐ＆Ａ

放課後等デイサービス
ウィズ・ユー服部寿

重

主として重症心身障害児を
通わせる事業所

６重重

小学校区別 障害児通所支援事業所分布図
令和5年（2023年）4月1日現在

児童発達支援・放課後
等デイサービスGENEⅡ

ｓａｋｕｒａ豊中蛍池

コペルプラス豊中少路教室

Rosetta柴原

児童発達支援・放課後等
デイサービス ソラーレ柴原

発達支援スクール
クローバー

クローバーきっず

ＩＱＬino豊中校

こどもプラス豊中教室

raccoon

あおぞら

あさがお長興寺教室

ＹＣＣもこもこ豊中教室
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７．外国人市民の状況

合計

18歳未満の外国籍の子どもの人数

年度

件数

・18歳未満の外国籍の子どもの人数は、令和4年度(2022年度)から大幅に増加となっています。

概 要
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インド
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タイ

その他

(年度）

(年度）

(数）

資料：住民基本台帳(各年度3月31日現在)

(人）

資料：住民基本台帳(各年度3月31日現在)
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８．ひとり親家庭等の状況

2022年度児童扶養手当受給理由別受給権者数

計 離婚 死亡 父障害
生死不
明

遺棄 拘禁 未婚
保護命
令

2,873 2,363 34 27 0 10 1 436 2

資料：子育て給付課調べ

343 363 391 362 306
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4,258 4,405
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婚姻件数 離婚件数

(件）

資料：国勢調査

資料：豊中市統計書

・女親と子どもからなるひとり親世帯の数は、増加傾向にありましたが、平成27年（2015年）の国勢調査では減

少しました。

・児童扶養手当を受給する理由は「離婚」が8割以上であり、最多となっています。

概 要

(年）

(年）

- 92 -



９．安心・安全

交通安全教室の参加者数

年度

件数

7,151 7,352 7,411 7,465 7,573
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資料：豊中市教育委員会事務局児童生徒課調べ

資料：交通政策課調べ

・「こども110番の家★」協力家庭数、「とよなか子育て応援団」登録数は年々増加しています。

概 要

(年度）

(年度）

★は資料編「用語の解説」をご覧ください。

※令和2年度（2020年度）はコロナ禍で対面での実施を自粛し、試験的にオンライン形式で小学校2校実施。

※令和3年度（2021年度）においても対面での実施を自粛し、オンライン形式で実施。（幼稚園・こども園4園、

小学校24校、中学校3校、高等学校2校）令和4年度（2022年度）は、一部対面式を再開して実施。
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＜バックデータ＞

赤ちゃんの駅設置個所数

年度

件数

とよなか子育て応援団登録数

年度

件数
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資料：こども政策課調べ

資料：こども政策課調べ

(年度）

(年度）
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第 2 期豊中市子育ち・子育て支援行動計画「こどもすこやか育みプラン・とよなか」令和４年

度（202２年度）事業実施状況に対するこども審議会からの評価・意見と市の考え方は以下のと

おりです。 
 

Ⅳ．重点施策の実施状況 

【重点施策 1 ひろめよう、それぞれの居場所～子どもの居場所づくり～】（10ページ） 

審議会委員からの意見   

子どもの居場所・相談支援拠点事業について 

・令和 4年度（2022年度）にモデル事業として実施し、令和 5年度（2023年度）から本

格実施するとのことですが、既存の取り組みや、これまで地域で子ども支援に関わっている

支援者などとも十分な連携をとりながら事業を進めていく必要があると考えます。 

 

 市の考え方   

 支援対象児童等の見守りにあたっては、地域内での連携した支援が必要不可欠であると考えて

おり、モデル事業において、関係機関等の既存の取組みや、子どもの居場所運営者、学校教諭、

民生・児童委員等の地域の支援者との効果的な連携の手法について実践を踏まえながら検討を行

い、一定の成果を得ました。 

令和 5年度（2023年度）からの本格実施においても、引き続き各居場所や学校・地域への丁

寧な周知・信頼関係の構築を行うとともに、個人情報に関する連携手法の構築や役割分担の明確

化を行い、さらなる連携強化を図っていきます。 

 

Ⅳ．重点施策の実施状況 

【重点施策 1 ひろめよう、それぞれの居場所～子どもの居場所づくり～】（10ページ） 

審議会委員からの意見   

子どもの居場所の情報発信について 

・子どもの居場所の開催スケジュールについて、小学生や就学前の子どもや保護者に向けた 

情報発信を検討する必要があります。 

 

 市の考え方   

 令和 5年度（2023年度）より、ポータルサイト「いこっと」において、子どもの居場所の月

毎の開催スケジュールの掲載を開始しています。また、居場所同士の連携により、同じ校区内の

居場所開催スケジュールの作成を検討している地域もあり、今後も地域のネットワークを活かし

て、地域ごとの実情に沿った情報発信の手法について検討および実践を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

こども審議会からの評価・意見と市の考え方 
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【重点施策 2 みんなで寄り添う、健やかな育ち～一人ひとりの育ちにあわせた相談支援～】（1４ペ

ージ） 

審議会委員からの意見   

子育ての負担を軽減するための相談支援取組について 

・電話での子育て相談窓口以外にも、保護者の居場所となるような些細な話ができる場所を増

やす取組みをさらに進める必要があると考えます。 

・育児に不安感を抱えているものの、それを自ら発信をすることができない、または発信した

くない保護者に対する支援の検討が必要です。 

 

 市の考え方   

 令和 6年度（2024年度）より順次、妊婦及び在宅で子育て中の方を対象に、子育てに関する

不安を解消するため、地域の身近な子育て支援の拠点として公立こども園及び民間保育施設に

「マイ子育てひろば」を導入することを検討しています。 

赤ちゃんが生まれた全てのご家庭を訪問する乳児家庭全戸訪問事業（新生児訪問、こんにちは

赤ちゃん事業）や、乳幼児健康診査（4ヶ月児健康診査や 1歳 6ヶ月児健康診査等）等の際に、

不安や悩みを拾い上げることで、支援につなげています。 

 

【施策の柱 1-1保育及び教育環境の充実】（21ページ） 

審議会委員からの意見   

幼少期から義務教育期間までのつながりのある育ちへの支援について 

・子どもの発達や学びは義務教育就学前から就学後における連続性と一貫性が大切です。 

文部科学省の幼保小の架け橋プログラムを推進する必要があると考えます。 

 

 市の考え方   

豊中市幼保こ小連絡協議会のメンバーを中心に、架け橋期プログラムの実践に取り組む他の自

治体の事例を参考にしながら、毎年行っている校区連絡会や夏期研修会において、保育士・幼稚

園教諭・教職員の共通理解を深めます。 

また、就学前施設と小学校との接続については、各校区連絡会において、主体的な遊びや学び、

支援の在り方、環境づくり等について専門家などから助言等を得るなどし、幼保こ小の連携を推

進していきます。 
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【施策の柱 1-1保育及び教育環境の充実】（21ページ） 

審議会委員からの意見   

ICTを活用した学び方改革について 

 ・児童生徒に 1 人 1 台のタブレット端末が配布されましたが、子どもたちや教員にとっての

成果、みえてきた課題や、今後どのような活用をしていくのかについてお聞かせください。 

 

 市の考え方   

国の GIGAスクール構想に歩調をあわせ、豊中市においても令和 2年度（2020年度）に『ICT 

を活用した「学び」の基本方針』を策定し、一人一台タブレット端末を導入したところです。導

入後の活用としまして、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による休校への対応として、オン

ライン授業を実施しました。また、通常授業での調べ学習や学習者用ドリルの利用だけでなく、

プレゼンテーションソフトに自分の考えをまとめ発表するなど協働学習での利用も進めていま

す。 

タブレット端末を導入した成果としましては、児童生徒が ICT機器の使い方に習熟し、インタ

ーネット上の膨大な情報の中から必要な情報を選択したり、自分の考えをクラスメイトにわかり

やすく伝えたりする中で、主体的に考える能力を伸ばすきっかけづくりになっていると考えてい

ます。 

一方、児童生徒の発達段階に応じた取組みを模索しながら研究を進めている段階で、効果的な

活用が十分できていない場面も見られます。 

今後につきましては、ICT機器の活用の幅をさらに広げていき、主体的にものごとを考え、他

者と新たな課題を解決していくために必要な情報活用能力を育成できるよう、引き続き取組みを

進めていきます。 

 

【施策の柱 1-3 子どもの居場所づくり】（23ページ） 

審議会委員からの意見   

放課後・土日の学習支援モデル事業について 

・興味深い取り組みと考えます。各公民館でモデル事業を実施した成果と課題、それを踏ま 

えた今後の展開について、お聞かせください。 

 

 市の考え方   

 参加者アンケートから、「自宅でも自学できる習慣がついた」、「成績が向上した」、「勉強がお 

もしろいと感じることができた」などの声をいただきました。また、不登校生徒に対しては学校

とは別の学習機会を提供することができました。現状の課題につきましては、参加者数、状況に

応じた効果的な実施体制を構築が必要である他、実施場所の確保も課題と考えています。 

今後の展開については、中学校※全１７校生の参加、８月～３月で２８回程度、公民館等公共 

施設および中学校での開催をめざします。 

 

 

 

※中学校は義務教育学校の後期課程を含む 
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【施策の柱 1-3 子どもの居場所づくり】（23ページ） 

審議会委員からの意見   

放課後等の児童の居場所づくり事業について 

・校区により公園や遊び場が少ないなど、小学校の校庭などを開放した子どもの居場所づくり 

を求める声があることから、全市的な取組みを検討する必要があります。 

・放課後等の児童の居場所づくり事業について、児童のライフスタイルに応じた多様な利用方 

法がされているようですが、放課後こどもクラブとの整理が必要であると考えます。 

 

 市の考え方   

 児童の放課後の遊び場所の現状として、公園では自由に遊べない、友だちの家に遊びに行け 

ないなどという状況があります。そのため、放課後の過ごし場所を必要とする児童のために、学

校の校庭を遊び場として開放しています。 

放課後こどもクラブは、週 3日以上の就労などの入会要件があり、また小学校※4年生までの

受入としています。（ただし、支援学校・支援学級在籍児童は 6年生まで受入） 

放課後等の児童の居場所づくり事業は、保護者が入会要件を満たさない児童や小学校 5～6年

生の放課後の過ごし場所としても機能しており、放課後こどもクラブ事業と機能補完を行ってい

ます。 

 

 

【施策の柱 2-2子育てに必要な情報提供等】（26ページ） 

審議会委員からの意見   

子育て支援体制について 

・出産・子育て応援事業における伴走型支援やカタログギフト「とよなかっ子スマイル」に 

ついて、仕事や子育てに忙しくしているご家庭では、郵送物についてなかなか確認が難しい 

場合もあると考えています。具体的にどのように寄り添った支援を行っているかなどの情報 

提供や、配布の方法などについて検討が必要だと考えます。 

 

 市の考え方   

 出産・子育て応援事業については、妊娠届け出時の面談や乳児家庭全戸訪問の面談の際に直接

ご案内をさせていただく他、乳幼児健康診査の際にも周知しています。また、未申請のご家庭へ

は個別にご連絡を取り、訪問等も行っています。併せて、面談の際には子育て支援情報を提供す

るとともに、広報とよなかや市 HP、子育ち・子育て応援アプリ「とよふぁみ」等でも随時情報

提供を行っています。 

また、子育て応援クーポン事業（カタログギフト「とよなかっ子スマイル」の配布）について

は、出産直後は面談に応じることが心身ともに負担となる保護者もいる中で、乳児家庭全戸訪問

に先立ち、出生後 2カ月頃にプッシュ型でカタログギフトを送付するもので、育児に係る必要物

品等を提供するほか、支援・相談窓口等をお知らせしています。 

 

※小学校は義務教育学校の前期課程を含む 
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用語の解説

-あ行- 

アウトリーチ 

 訪問・派遣など出向いて行う公共サービスの手

法のこと。 

 

イクボス 

 職場で共に働く部下・スタッフのワーク・ライ

フ・バランスを考え、部下のキャリアと人生を

応援しながら、組織の業績も結果を出しつつ、

自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司

（経営者・管理職）のこと。 

 

ＮＰＯ 

「Non Profit Organization」または「Not 

for Profit Organization」の略称。様々な社会

貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分

配することを目的としない団体の総称。 

 

エンパワメント 

 個人が持っている能力を引き出し、発揮でき

るよう支援や援助を行うこと。 

 

-か行- 

家庭生活支援員 

ひとり親家庭等において、修学や疾病等によ

り一時的に家事援助、保育等のサービスが必要

となった際に派遣または支援員の居宅等におい

て、児童の世話等を行う支援員のこと。 

 

合計特殊出生率 

合計特殊出生率は、15 歳から 49 歳までの

女性の年齢別出生率（母の年齢別年間出生数÷

年齢別女性人口）を合計したもの。一人の女性

が一生の間に出産する平均の子どもの数とみな

される。 

 

子育て世代包括支援センター 

 妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把

握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門

家が対応するとともに、必要な支援の調整や関

係機関と連携調整するなどして、妊産婦や乳幼

児等に対して切れめのない支援を提供する拠点。 

 

子ども・子育て支援新制度 

平成 24 年（2012 年）8 月に成立した「子

ども・子育て支援法」、「就学前の子どもに関す

る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する法律」、「子ども・子育て

支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を

改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律」の子ども・子育て関連 3 法に基づ

く制度のことで、幼児期の学校教育や保育、地

域の子育て支援の量の拡充や質の向上をめざす

もの。 

 

子どもの安全見守り隊 

 小学校区を単位として、登下校時の通学路に

おける子どもの見まもり活動等を行うことによ

り、子どもの安全の確保をめざす組織。 

 

こども 110番の家 

「こども 110番の家」の旗等を掲げ、子ども

たちがトラブルに巻き込まれそうになった時に、

駆け込み、助けを求めることができる地域の協

力家庭や事業所等。 

 

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地

域協議会） 

 児童虐待の予防と早期発見、早期援助を目的

に、子どもに関わる機関や団体を構成員とする

会議であり、子どもの権利の養護と子どもと家
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庭の福祉の向上を図る。関係機関の連携及び協

力体制の確立と推進、虐待防止に向けた意見交

換と情報共有等を行う。 

 

コミュニティソーシャルワーカー（CSW） 

 高齢者、障害のある人、子どもなどの対象分

野別の個別支援でなく、地域を単位とした社会

福祉における課題を総合的に把握し、必要な支

援をするために、中心的な役割を担う人や機関

のこと。 

地域福祉活動支援センターなどを拠点に、地域

づくりや制度の狭間や複合的な課題の対応など

を行っている。また、福祉なんでも相談のバッ

クアップや地域福祉ネットワーク会議の運営な

どを通じて、新たな仕組みづくりなども行って

いる。 

 

-さ行- 

主任児童委員 

地域の子どもたちが元気に安心して暮らせる

ように、子どもたちを見まもり、子育ての不安

や妊娠中の心配ごと等の相談・支援等を行う、

厚生労働大臣から委嘱された民生・児童委員の

うち、児童に関することを専門的に担当するた

め別途大臣から指名された委員。 

 

新・放課後子ども総合プラン 

 平成 30 年（2018年）9 月、文部科学省と

厚生労働省が策定した令和元年度（2019年度）

から令和 5 年度（2023 年度）までのプラン。

「放課後こどもクラブ」と「地域子ども教室」の

両事業の計画的な整備等を推進し、「小1の壁」

の打破やクラブの待機児童を解消するとともに、

次代を担う人材を育成する。推進にあたっては、

全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、

多様な体験・活動を行える事業を両省が協力し

て進める。 

 

スクールカウンセラー 

児童・生徒の心理に関して高度に専門的な知

識・経験を有する、学校配置の臨床心理士。 

 

スクールソーシャルワーカー（SSW） 

いじめ・不登校等の課題に対し、福祉の視点

から子どもの「背景」を見立て、関係機関等とつ

なぐ専門家。 

 

-た行- 

地域教育力 

地域の住民や自然、施設などの環境が心身両面

の成長や発達に与える影響力 

 

-な行- 

認定こども園 

就学前の子どもの教育・保育並びに家庭に対

する子育て支援を行う機能を有する施設で、4

類型（①幼保連携型②幼稚園型③保育所型④地

方裁量型）がある。 

①：平成 26 年度（2014 年度）までは認可幼稚園と認可

保育所とが連携して一体的な運営を行う類型。平成

27 年度（2015 年度）からは制度改正により、学校

かつ児童福祉施設としての単一の認可施設となる類

型 

②：認可幼稚園が保育所機能を備えている類型 

③：認可保育所が幼稚園機能を備えている類型 

④：幼稚園・保育所いずれの認可もない地方の教育・保育

施設が、必要な機能を果たす類型 

 

-は行- 

ピアサポート 

当事者・元当事者同士による「体験を共有し、

ともに考える」仲間としてのサポートのこと。 

ヤングケアラーにおいては、多様な悩みに対

し、同世代のヤングケアラーや元ヤングケアラ

ー等に話をきいてもらったり、経験談を聞くこ

とで、安心感を得られたり、様々な選択肢が見
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えたりする。 

 

-ら行- 

レスパイトサービス 

家族が育児や介護から解放される時間をつく

り、心身疲労や共倒れ等を防止することを目的

に行われるサービス。 

 

 

-わ行- 

ワーク・ライフ・バランス 

働く人の価値観やライフスタイルの変化に対

応して働き方を見直し、仕事と生活の調和を図

る考え方や取組みを重視すること。 
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ご意見・ご感想をお寄せください 
 

この報告書へのご意見・ご感想を募集します。いただいたご意見等は、次年度以降の計画の推進

において各事業などの改善へとつなげるために、活用させていただきます。 

 今後の豊中市における子育ち・子育て支援施策の推進のため、ご協力をお願いいたします。 

 

●対象者 

豊中市に在住か在勤・在学する人。 

 

●提出方法 

ご意見は、別添の用紙に記入のうえこども政策課あて、ファックスか郵便、または電子メール

でお送りください。直接、お持ちいただいても結構です。 

 

●提出先 

  郵送・持参の場合：〒561-8501 豊中市中桜塚3-1-1 第二庁舎３階 

豊中市こども未来部こども政策課 

           （持参の場合は平日8：45～17：15の間） 

  ファックスの場合：06-6854-9533 豊中市こども未来部こども政策課 

  電子メールの場合：kodomo@city.toyonaka.osaka.jp 

 

●記入項目 

  名前、性別、年齢、連絡先（住所・電話番号・ファックス・メールアドレス等）、ご意見 

 

●提出期間 

  令和５年（202３年）10月2日（月）～令和５年（2023.年）11月17日（金）必着 

 

●資料の設置場所 

◇豊中市役所（第二庁舎3階こども政策課、第二庁舎4階市政情報コーナー）、庄内出張所、

新千里出張所、子育て支援センターほっぺ、地域子育て支援センター（16か所）、市民活

動情報サロン、とよなか男女共同参画推進センターすてっぷ、とよなか都市創造研究所、生

活情報センターくらしかん、図書館（8か所）、公民館（4か所）、青年の家いぶき、教育

センター、少年文化館（2か所）、文書館でご覧いただけます。 

◇ 市のホームページからもご覧いただけます。 

ホームページアドレス：http://www.city.toyonaka.osaka.jp/  

 

●意見提出上の注意 

  あなたから提出されたご意見等は、名前、連絡先等を除き、公表されることがあることをあら

かじめご了承ください。公表を希望しない場合は、その旨を記載してください。 

  なお、ご意見等に対し、個別には回答いたしかねますので、その旨ご了承願います。 

 

●問合せ 

  豊中市こども未来部こども政策課 

〒561-8501 豊中市中桜塚3-1-1 （電話：06-6858-2259） 



令和5年（2023年）11月17日（金）必着

＊電子メールの場合は件名を「事業実施報告書への意見」とし、本文に下記の事項を記載してください。

名　前 　

住　所 性　別 男・女 年　齢 歳

１．令和4年度（2022年度）の事業実施状況について《5～94ページ》

２．審議会評価・意見に対する市の考え方について《95～98ページ》

ご協力ありがとうございました。

こどもすこやか育みプラン・とよなか令和4年度（2022年度）事業実施報告書
への　ご意見・ご感想

　連　　絡　　先
（電話・メールアドレス等）

FAX：０６－６８５４－９５３３豊中市こども未来部こども政策課　あて

Email：kodomo@city.toyonaka.osaka.jp
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第 2期豊中市子育ち・子育て支援行動計画 

こどもすこやか育みプラン・とよなか 

令和 4年度（2022年度）事業実施報告書 

令和 5年（2023年）10月 

豊中市こども施策推進本部会議事務局 

豊中市 こども未来部 こども政策課 

〒561-8501 大阪府豊中市中桜塚３-１-１ 

TEL 06-6858-2258 FAX 06-6854-9533 


